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　　　　告　　　示（第807号－第810号）
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○土砂災害特別警戒区域の指定の解除� （砂　防　課）……………２

○土砂災害警戒区域の指定� （砂　防　課）……………２

○土砂災害特別警戒区域の指定� （砂　防　課）……………２

　　　　公　　　告

○平成30年度福岡県准看護師試験の実施について� （医療指導課）……………２

○筑前海区における区画漁業の免許� （漁業管理課）……………４

○有明海区における区画漁業の免許� （漁業管理課）……………５

○豊前海区における区画漁業の免許� （漁業管理課）……………６

○公共測量の実施� （県土整備総務課）……………７

○公共測量の実施� （県土整備総務課）……………７

○公共測量の実施� （県土整備総務課）……………７

○公共測量の実施� （県土整備総務課）……………７

○公共測量の実施� （県土整備総務課）……………８

○公共測量の実施� （県土整備総務課）……………８

○公共測量の実施� （県土整備総務課）……………８

○基本測量の実施� （県土整備総務課）……………８

○都市計画の図書の写しの縦覧� （都市計画課）……………９

○都市計画の図書の写しの縦覧� （都市計画課）……………９

○開発行為に関する工事の完了� （都市計画課）……………９

○開発行為に関する工事の完了� （都市計画課）……………９

○建設業の営業の停止� （建築指導課）……………９

○建設業の営業の停止� （建築指導課）……………10

○落札者等の公示� （警察本部会計課）……………10

　　　　公安委員会

○猟銃及び空気銃の所持に関する講習会（初心者に対する講習会）の

　開催� （警察本部生活保安課）……………11

○猟銃及び空気銃の所持に関する講習会（経験者に対する講習会）の

　開催� （警察本部生活保安課）……………11

○猟銃の操作及び射撃の技能に関する講習の開催�（警察本部生活保安課）……………12

○年少射撃資格の認定のための講習会（年少射撃資格講習会）の開催

� （警察本部生活保安課）……………12

　　　　雑　　　報

○公立大学法人九州歯科大学平成29年度財務諸表に関する公告

� （政　策　課）……………13

○公立大学法人福岡女子大学平成29年度財務諸表に関する公告

� （政　策　課）……………34

○公立大学法人福岡県立大学平成29年度財務諸表に関する公告

� （政　策　課）……………50

　福岡県告示第807号

　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第

57号）第７条第１項の規定に基づき指定した土砂災害警戒区域（平成25年２月福岡県告

示第208号）のうち、次の土地の区域の指定を解除するので、同条第６項において準用す

る同条第４項の規定により公示する。

　　平成30年10月２日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

目　　　次

告　　　示

区域の名称 指　定　の　区　域 土砂災害の発生原因と
なる自然現象の種類
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　備考　別紙図面１は省略し、その図面を福津市役所に備え置いて縦覧に供する。

　福岡県告示第808号

　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第

57号）第９条第１項の規定に基づき指定した土砂災害特別警戒区域（平成25年２月福岡

県告示第209号）のうち、次の土地の区域の指定を解除するので、同条第９項において準

用する同条第４項の規定により公示する。

　　平成30年10月２日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　備考　別紙図面１は省略し、その図面を福津市役所に備え置いて縦覧に供する。

　福岡県告示第809号

　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第

57号）第７条第１項の規定に基づき、次の土地の区域を土砂災害警戒区域として指定す

る。

　　平成30年10月２日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　備考　別紙図面１は省略し、その図面を福津市役所に備え置いて縦覧に供する。

　福岡県告示第810号

　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第

57号）第９条第１項の規定に基づき、次の土地の区域を土砂災害特別警戒区域として指

定する。

　　平成30年10月２日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　備考　別紙図面１は省略し、その図面を福津市役所に備え置いて縦覧に供する。

　公告

　平成30年度福岡県准看護師試験を次のように実施する。

　　平成30年10月２日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　受験資格

　　次のいずれかに該当する者が受験できる。

　⑴�　文部科学省令・厚生労働省令で定める基準に適合するものとして、文部科学大臣

の指定した学校において２年の看護に関する学科を修めた者（平成31年３月までに

卒業する見込みの者を含む。）

　⑵�　文部科学省令・厚生労働省令で定める基準に従い、都道府県知事の指定した准看

護師養成所を卒業した者（平成31年３月までに卒業する見込みの者を含む。）

　⑶�　文部科学省令・厚生労働省令で定める基準に適合するものとして、文部科学大臣

の指定した学校教育法（昭和22年法律第26号）に基づく大学（短期大学を除く。）

において看護師になるのに必要な学科を修めて卒業した者（平成31年３月までに卒

業する見込みの者を含む。）

本木⒜ 福津市本木（別紙図面１に示す区域のとおり） 急傾斜地の崩壊

区域の名称 指　定　の　区　域 土砂災害の発生原因と
なる自然現象の種類

自然現象により建
築物に作用すると
想定される衝撃に
関する事項

本木⒜ 福津市本木（別紙図面１に
示す区域のとおり） 急傾斜地の崩壊 別紙図面１に記載

する表のとおり

区域の名称 指　定　の　区　域 土砂災害の発生原因と
なる自然現象の種類

本木⒜ 福津市本木（別紙図面１に示す区域のとおり） 急傾斜地の崩壊

区域の名称 指　定　の　区　域 土砂災害の発生原因と
なる自然現象の種類

自然現象により建
築物に作用すると
想定される衝撃に
関する事項

本木⒜ 福津市本木（別紙図面１に
示す区域のとおり） 急傾斜地の崩壊 別紙図面１に記載

する表のとおり

公　　　告
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　⑷�　文部科学省令・厚生労働省令で定める基準に適合するものとして、文部科学大臣

の指定した学校において３年以上看護師になるのに必要な学科を修めた者（平成31

年３月までに卒業する見込みの者を含む。）

　⑸�　文部科学省令・厚生労働省令で定める基準に適合するものとして、都道府県知事

の指定した看護師養成所を卒業した者（平成31年３月までに卒業する見込みの者を

含む。）

　⑹�　外国の看護師学校若しくは養成所を卒業し、又は外国において看護師免許に相当

する免許を受けた者で、厚生労働大臣が⑶から⑸までに掲げる者と同等以上の知識

及び技能を有すると認めたもの

　⑺�　外国の看護師学校若しくは養成所を卒業し、又は外国において看護師免許に相当

する免許を受けた者のうち、⑹に該当しない者で、厚生労働大臣の定める基準に従

い、都道府県知事が適当と認めたもの

２　試験

　⑴　方法

　試験は、筆記試験とし、試験科目は、人体の仕組みと働き、食生活と栄養、薬物

と看護、疾病の成り立ち、感染と予防、看護と倫理、患者の心理、保健医療福祉の

仕組み、看護と法律、基礎看護、成人看護、老年看護、母子看護及び精神看護とす

る。

　⑵　日時

　　　平成31年２月15日（金曜日）午後１時30分から午後４時00分までとする。

　　　なお、試験の説明を午後１時00分から行う。

　⑶　会場

　　　福岡市城南区七隈八丁目19番１号

　　　福岡大学　七隈キャンパス

３　受験手続及び受付期間

　⑴　受験手続

　　ア�　試験を受けようとする者は、次の書類等に受験申込手数料6,900円を添えて、当

該住所地を管轄する保健福祉（環境）事務所、保健所（北九州市にあっては小倉

北区及び八幡西区以外の区については各区役所、福岡市にあっては各区保健福祉

センター）又は福岡県保健医療介護部医療指導課医師・看護職員確保対策室（以

下「医師・看護職員確保対策室」という。）へ提出すること。

　　　ア　受験願書

　　　イ�　写真票（出願前６月以内に脱帽して正面から撮影した、縦６センチメートル

、横４センチメートルのもので、裏面に氏名を記載したものを貼付すること。

）

　　　ウ　受験資格を有することを証明する書類

　　イ�　受験願書の用紙は、医師・看護職員確保対策室で交付する。郵便によって受験

願書の用紙を請求する場合は、宛先及び郵便番号を明記して所定の切手を貼った

返信用封筒を必ず同封すること。

　　ウ�　受験申込手数料6,900円は、福岡県領収証紙により納入すること。受験申込手数

料は、申込受付後に申込みを取り消した場合又は試験を受けなかった場合でも返

還しない。

　　エ　郵便によって受験を申し込む場合は、必ず書留郵便にすること。

　⑵　受付期間

　　ア�　受験申込みの受付期間は、平成31年１月４日（金曜日）から同月11日（金曜日

）までとする。

　　イ�　持参の場合の受付時間は、午前８時30分から午後５時00分まで（土曜日、日曜

日及び祝日を除く。）とする。

　　ウ�　郵便による受験申込みは、平成30年１月11日（金曜日）までの消印があるもの

に限り受け付ける。

　⑶　受験票の交付

　　　受験票は、原則として養成所（学校）長を経由して交付する。

４　合格者の発表及び合格証書の交付

　⑴�　合格者の発表は、平成31年３月13日（水曜日）午前10時00分に福岡県保健医療介

護部医療指導課前廊下に受験番号を掲示するほか、福岡県ホームページに掲載して

行う。

　⑵　 合格者に対しては、合格証書を交付する。

５　その他
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　受験手続その他の問合せは、医師・看護職員確保対策室に対して行うこと。ただし

、電話による試験結果の問合せには応じない。

　公告

　漁業法（昭和24年法律第267号）第10条の規定に基づき、平成30年９月１日付けで筑前

海区における区画漁業を次のように免許した。

　　平成30年10月２日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

免許番号 漁業権者の住所 漁業権者の名称 免許の内容及び免許の
制限又は条件 存続期間

筑区第１号 糸島市志摩岐志
778番地の５

糸島漁業協同組合 筑前海区における漁業
法に基づく漁業の免許
の内容たるべき事項等
（平成30年５月福岡県
告示第524号）による公
示内容のとおり

平成30年９
月１日から
平成35年８
月31日まで

筑区第２号 福岡市西区愛宕浜
四丁目49番１号

福岡市漁業協同組
合 〃 〃

筑区第３号 〃 〃 〃 〃
筑区第101号 糸島市志摩岐志

778番地の５
糸島漁業協同組合

〃 〃

筑区第102号 〃 〃 〃 〃
筑区第103号 〃 〃 〃 〃
筑区第104号 福岡市西区愛宕浜

四丁目49番１号
福岡市漁業協同組
合 〃 〃

筑区第105号 〃 〃 〃 〃
筑区第106号 〃 〃 〃 〃
筑区第107号 〃 〃 〃 〃
筑区第108号 〃 〃 〃 〃
筑区第109号 宗像市鐘崎778番

地５
宗像漁業協同組合

〃 〃

筑区第110号 北九州市若松区大
字小竹3008番地７

北九州市漁業協同
組合 〃 〃

筑区第111号 〃 〃 〃 〃
筑区第112号 〃 〃 〃 〃
筑区第113号 福岡市西区愛宕浜

四丁目49番１号
福岡市漁業協同組
合 〃 〃

筑区第114号 糸島市志摩岐志
778番地の５ 糸島漁業協同組合 〃 〃

筑区第115号 〃 〃 〃 〃
筑区第201号 〃 〃 〃 〃

筑区第202号 宗像市鐘崎778番
地５ 宗像漁業協同組合 〃 〃

筑区第203号 〃 〃 〃 〃
筑区第204号 〃 〃 〃 〃

筑区第205号 糸島市志摩岐志
778番地の５ 糸島漁業協同組合 〃 〃

筑区第301号 〃 〃 〃 〃
筑区第302号 〃 〃 〃 〃
筑区第303号 〃 〃 〃 〃
筑区第304号 〃 〃 〃 〃
筑区第305号 〃 〃 〃 〃
筑区第306号 〃 〃 〃 〃

筑区第307号 福岡市西区愛宕浜
四丁目49番１号

福岡市漁業協同組
合 〃 〃

筑区第308号 〃 〃 〃 〃

筑区第309号 北九州市若松区大
字小竹3008番地7

北九州市漁業協同
組合 〃 〃

筑区第310号 宗像市鐘崎778番
地５ 宗像漁業協同組合 〃 〃

筑区第311号 福岡市西区愛宕浜
四丁目49番１号

福岡市漁業協同組
合 〃 〃

筑区第312号 〃 〃 〃 〃

筑区第313号 糸島市志摩岐志
778番地の５ 糸島漁業協同組合 〃 〃

筑区第314号 北九州市若松区大
字小竹3008番地7

北九州市漁業協同
組合 〃 〃

筑区第401号 宗像市鐘崎778番
地５ 宗像漁業協同組合 〃 〃

筑区第501号 福岡市西区愛宕浜
四丁目49番１号

福岡市漁業協同組
合 〃 〃

筑区第601号 宗像市鐘崎778番
地５ 宗像漁業協同組合 〃 〃

筑区第602号 〃 〃 〃 〃
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　公告

　漁業法（昭和24年法律第267号）第10条の規定に基づき、平成30年９月１日付けで有明

海区における区画漁業を次のように免許した。

　　平成30年10月２日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

有区第５号 〃 〃 〃 〃

有区第６号 〃 〃 〃 〃

有区第７号 〃 〃 〃 〃

有区第８号 〃 〃 〃 〃

有区第９号 〃 〃 〃 〃

有区第10号 〃 〃 〃 〃

有区第11号 〃 〃 〃 〃

有区第12号 〃 〃 〃 〃

有区第13号 〃 〃 〃 〃

有区第14号 〃 〃 〃 〃

有区第15号 〃 〃 〃 〃

有区第16号 〃 〃 〃 〃

有区第17号 〃 〃 〃 〃

有区第18号 〃 〃 〃 〃

有区第19号 〃 〃 〃 〃

有区第20号 〃 〃 〃 〃

有区第21号 〃 〃 〃 〃

有区第22号 〃 〃 〃 〃

有区第23号 〃 〃 〃 〃

有区第24号 〃 〃 〃 〃

有区第25号 〃 〃 〃 〃

有区第26号 〃 〃 〃 〃

有区第27号 〃 〃 〃 〃

有区第28号 〃 〃 〃 〃

有区第29号 〃 〃 〃 〃

有区第30号 〃 〃 〃 〃

有区第31号 〃 〃 〃 〃

有区第32号 〃 〃 〃 〃

有区第33号 〃 〃 〃 〃

有区第34号 〃 〃 〃 〃

有区第35号 〃 〃 〃 〃

有区第36号 〃 〃 〃 〃

筑区第701号 糸島市志摩岐志
778番地の５ 糸島漁業協同組合 〃 〃

筑区第801号 〃 〃 〃 〃

筑区第901号 糟屋郡新宮町大字
相島1559番地

新宮相島漁業協同
組合 〃 〃

筑区第902号 〃 〃 〃 〃
筑区第903号 〃 〃 〃 〃
筑区第904号 〃 〃 〃 〃
筑区第905号 〃 〃 〃 〃
筑区第906号 〃 〃 〃 〃
筑区第907号 〃 〃 〃 〃
筑区第1001号 〃 〃 〃 〃

筑区第1101号 宗像市鐘崎778番
地５ 宗像漁業協同組合 〃 〃

筑区第1102号 〃 〃 〃 〃

筑区第1103号 糸島市志摩岐志
778番地の５ 糸島漁業協同組合 〃 〃

免許番号 漁業権者の住所 漁業権者の名称 免許の内容及び免許の
制限又は条件 存続期間

有区第１号 大川市小保1013番
地１
大川市大字大野島
2864番地の１
大川市大字新田
1317番地の2・
1318番地
柳川市吉富町219
番地１

大川漁業協同組合
大野島漁業協同組
合
川口漁業協同組合
柳川漁業協同組合

有明海区における漁業
法に基づく漁業の免許
の内容たるべき事項等
（平成30年５月福岡県
告示第525号）による公
示内容のとおり

平成30年９
月１日から
平成35年８
月31日まで

有区第２号 柳川市三橋町高畑
271番地

福岡有明海漁業協
同組合連合会

〃 〃

有区第３号 〃 〃 〃 〃

有区第４号 〃 〃 〃 〃



第
４
０
３
１
号

福
岡

県
公

報
6

平
成
30
年
10
月
２
日
　
火
曜
日

　公告

　漁業法（昭和24年法律第267号）第10条の規定に基づき、平成30年９月１日付けで豊前

海区における区画漁業を次のように免許した。

　　平成30年10月２日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

有区第37号 〃 〃 〃 〃

有区第38号 〃 〃 〃 〃

有区第39号 〃 〃 〃 〃

有区第40号 〃 〃 〃 〃

有区第41号 〃 〃 〃 〃

有区第42号 〃 〃 〃 〃

有区第43号 〃 〃 〃 〃

有区第44号 〃 〃 〃 〃

有区第45号 〃 〃 〃 〃

有区第46号 〃 〃 〃 〃

有区第47号 〃 〃 〃 〃

有区第48号 〃 〃 〃 〃

有区第301号 〃 〃 〃 〃

有区第302号 〃 〃 〃 〃

有区第303号 〃 〃 〃 〃

有区第304号 〃 〃 〃 〃

免許番号 漁業権者の住所 漁業権者の名称 免許の内容及び免許の
制限又は条件 存続期間

豊区第１号 京都郡苅田町幸町
21 番地

苅田町漁業協同組
合

豊前海区における漁業
法に基づく漁業の免許
の内容たるべき事項等
（平成30年５月福岡県
告示第526号）による公
示内容のとおり

平成30年９
月１日から
平成35年８
月31日まで

豊区第２号 行橋市大字蓑島
470 番地の 13 蓑島漁業協同組合 〃 〃

豊区第３号 〃 〃 〃 〃
豊区第４号 〃 〃 〃 〃

豊区第５号 豊前市大字宇島76
番地31 豊築漁業協同組合 〃 〃

豊区第６号 〃 〃 〃 〃

豊区第７号
北九州市小倉南区
曽根新田北三丁目
13番７号

曽根漁業協同組合 〃 〃

豊区第101号 行橋市大字蓑島
470番地の13 蓑島漁業協同組合 〃 〃

豊区第201号 北九州市門司区大
字柄杓田1420番地

豊前海北部漁業協
同組合 〃 〃

豊区第202号 〃 〃 〃 〃

豊区第203号 〃 〃 〃 〃

豊区第204号 〃 〃 〃 〃

豊区第205号 〃 〃 〃 〃

豊区第206号 〃 〃 〃 〃

豊区第207号
北九州市小倉南区
大字吉田2778番地
の２

北九州東部漁業協
同組合 〃 〃

豊区第208号 〃 〃 〃 〃

豊区第209号
北九州市小倉南区
曽根新田北三丁目
13番７号

曽根漁業協同組合 〃 〃

豊区第210号 〃 〃 〃 〃

豊区第211号 〃 〃 〃 〃

豊区第212号 京都郡苅田町幸町
21番地

苅田町漁業協同組
合 〃 〃

豊区第213号 〃 〃 〃 〃

豊区第214号 〃 〃 〃 〃

豊区第215号 〃 〃 〃 〃

豊区第216号 〃 〃 〃 〃

豊区第217号 行橋市大字蓑島
470番地の13 蓑島漁業協同組合 〃 〃

豊区第218号 〃 〃 〃 〃

豊区第219号 豊前市大字宇島76
番地31 豊築漁業協同組合 〃 〃
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　　平成30年10月２日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定によ

り、直方市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条に

おいて準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成30年10月２日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（写真測量：数値地形図データファイルの更新）

２　測量の実施地域及び期間

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定によ

り、広川町長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条に

おいて準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成30年10月２日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定によ

り、九州防衛局長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39

条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成30年10月２日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（用地測量、基準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定によ

り、福岡市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条に

おいて準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

豊区第220号 〃 〃 〃 〃

豊区第221号 〃 〃 〃 〃

豊区第222号 〃 〃 〃 〃

豊区第223号 〃 〃 〃 〃

豊区第224号 〃 〃 〃 〃

豊区第225号 〃 〃 〃 〃

豊区第226号
築上郡吉富町大字
小犬丸359番地の
４

吉富漁業協同組合 〃 〃

豊区第227号 〃 〃 〃 〃

豊区第301号 豊前市大字宇島76
番地31 豊築漁業協同組合 〃 〃

実　　　施　　　地　　　域 実　施　期　間

行橋市及び築上郡築上町 平成30年６月29日から
平成30年９月28日まで

実　　　施　　　地　　　域 実　施　期　間

福岡市早良区星の原団地地内 平成30年７月２日から
平成30年７月31日まで

実　　　施　　　地　　　域 実　施　期　間

直方市 平成30年６月27日から
平成31年２月28日まで
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　　②　写真地図作成　レベル1,000

２　測量の実施地域及び期間

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第５条に規定する公共測量を次のように実施するので

、同法第39条において準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成30年10月２日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（基準点測量）

２　測量の実施地域及び期間

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第14条第１項の規定により、国土交通省国土地理院長

から次のように基本測量を実施する旨の通知があったので、同条第３項の規定により公

示する。

　　平成30年10月２日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　基本測量（精密水準測量及び地盤沈下調査水準測量）

２　測量の実施地域及び実施期間

　　公共測量

　　数値図化：レベル2500　37.94㎢

２　測量の実施地域及び期間

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定によ

り、岡垣町長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条に

おいて準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成30年10月２日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量（数値地形図の修正）

２　測量の実施地域及び期間

　公告

　測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定によ

り、宮若市長から次のように公共測量を実施する旨の通知があったので、同法第39条に

おいて準用する同法第14条第３項の規定により公示する。

　　平成30年10月２日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　測量の種類

　　公共測量

　　①　カラー撮影（デジタル航空カメラ）S=1/10,000

実　　　施　　　地　　　域 実　施　期　間

八女郡広川町都市計画区域周辺 平成30年６月22日から
平成31年３月15日まで

実　　　施　　　地　　　域 実　施　期　間

遠賀郡岡垣町全域 平成30年７月２日から
平成31年３月29日まで

実　　　施　　　地　　　域 実　施　期　間

宮若市全域 平成30年６月８日から
平成31年３月31日まで

実　　　施　　　地　　　域 実　施　期　間

北九州市門司区奥田１丁目 平成30年８月28日から
平成30年11月30日まで
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　　畑　誠治

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第36

条第３項の規定により公告する。

　　平成30年10月２日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　古賀市新久保一丁目394番１、394番５、395番１、395番４、396番１及び396番２

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　古賀市舞の里三丁目４番４号

　　株式会社にじの色

　　代表取締役　岩隈　浩平

　公告

　建設業法（昭和24年法律第100号）第28条第３項の規定に基づき、建設業の営業を停止

したので、同法第29条の５第１項の規定により公告する。

　　平成30年10月２日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成30年９月20日

２　処分を受けた者の商号等

３　処分の内容

　　建設業法第28条第３項の規定に基づく営業の停止

　⑴　停止を命じる営業の範囲

　公告

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項において準用する同法第20条第１項

の規定により北九州市から送付のあった次の都市計画の図書の写しを福岡県建築都市部

都市計画課において公衆の縦覧に供する。

　　平成30年10月２日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　北九州広域都市計画道路の変更（平成30年９月14日北九州市告示第393号）

　公告

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項において準用する同法第20条第１項

の規定により北九州市から送付のあった次の都市計画の図書の写しを福岡県建築都市部

都市計画課において公衆の縦覧に供する。

　　平成30年10月２日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

　北九州広域都市計画道路の変更（平成30年９月14日北九州市告示第394号）

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第36

条第３項の規定により公告する。

　　平成30年10月２日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　糟屋郡久山町大字久原字奈良田1183番１及び1183番２

２　開発許可を受けた者の住所及び氏名

　　糟屋郡篠栗町大字乙犬880番１

実　　　施　　　地　　　域 実　施　期　間

大川市 平成30年10月15日から
平成31年３月１日まで

商　号 主たる営業所の
所　　在　　地 代表者の氏名 許可番号

株式会社ケイワ
イプロテック

大野城市つつじケ丘６－
６－16 米原　篤 なし
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　�　有限会社福岡ケーブルは、建設業法第３条第１項の許可を受けないで建設業を営む

者と、同法施行令第１条の２第１項で定める軽微な工事の範囲を超えて、下請契約を

締結した。

　　このことは、建設業法第28条第１項第６号に該当する。

　公告

　落札者等について、次のとおり公示します。

　　平成30年10月２日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　落札に係る契約の名称

　　福岡県警察多元情報分析システム賃貸借契約

２　契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地

　⑴　部局の名称

　　　福岡県警察本部総務部会計課

　⑵　所在地

　　　福岡市博多区東公園７番７号

３　契約の相手方を決定した日

　　平成30年８月31日

４　契約の相手方の氏名及び住所

　⑴　氏名

　　　NECキャピタルソリューション株式会社九州支店

　⑵　住所

　　　福岡市博多区御供所町１番１号

５　契約金額（消費税及び地方消費税の額を含む）

　　63,685,440円

６　契約の相手方を決定した手続

　　随意契約　

７　随意契約を行った理由

　　地方自治法施行令第167条の２第１項第８号に該当

　　　建設業に係る営業の全部

　⑵　停止期間

　　　平成30年10月５日から平成30年10月７日までの３日間

４　処分の原因となった事実

　�　株式会社ケイワイプロテックは、建設業許可を受けずに、建設業法施行令第１条の

２第１項に規定する軽微な建設工事の範囲を超える請負契約を締結した。

　�　このことは、建設業法第３条第１項に違反し、同法第28条第２項第２号に該当する

。

　公告

　建設業法（昭和24年法律第100号）第28条第３項の規定に基づき、建設業の営業を停止

したので、同法第29条の５第１項の規定により公告する。

　　平成30年10月２日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　処分をした年月日

　　平成30年９月20日

２　処分を受けた者の商号等

３　処分の内容

　　建設業法第28条第３項の規定に基づく営業の停止

　⑴　停止を命じる営業の範囲

　　　建設業法に係る営業の全部

　⑵　停止期間

　　　平成30年10月５日から平成30年10月11日までの７日間

４　処分の原因となった事実

商　号 主たる営業所の
所　　在　　地 代表者の氏名 許可番号

有限会社福岡ケ�
ーブル

大野城市平野台４－１－
20 青葉　林

平成25年９月26日
福岡県知事許可（般－25）
第107450号
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　⑷�　講習会の当日は、筆記用具（ボールペン）、印鑑及び講習通知書並びにテキスト

「猟銃等取扱読本」を必ず持参すること。

　⑸　講習会に関する問合せは、住所地を管轄する警察署に対して行うこと。

　⑹�　会場の都合等により、講習会の場所が隣接警察署等に変更となる場合もあるが、

その場合は、事前に受講希望者に連絡する。

福岡県公安委員会告示第263号

　銃砲刀剣類所持等取締法（昭和33年法律第６号）第５条の３第１項の規定に基づく猟

銃及び空気銃の所持に関する講習会（経験者に対する講習会）を次のとおり開催するの

で、銃砲刀剣類所持等取締法施行令（昭和33年政令第33号）第17条第２項の規定により

告示する。

　　平成30年10月２日

福岡県公安委員会　　

１　講習会の日時、場所等

２　講習の科目

　⑴　猟銃及び空気銃の所持に関する法令 

　⑵　猟銃及び空気銃の使用、保管等の取扱い

３　注意事項

　⑴�　受講希望者は、猟銃等講習受講申込書に所定の事項を記入し、写真（申込み前６

か月以内に撮影した無帽、正面、上三分身、無背景の縦３センチメ－トル、横2.4セ

ンチメートルのもの）を添えて、住所地を管轄する警察署に申し込むこと。

　⑵　上記申込みは、受講日の１週間前までにすること。

福岡県公安委員会告示第262号

　銃砲刀剣類所持等取締法（昭和33年法律第６号）第５条の３第１項の規定に基づく猟

銃及び空気銃の所持に関する講習会（初心者に対する講習会）を次のとおり開催するの

で、銃砲刀剣類所持等取締法施行令（昭和33年政令第33号）第17条第２項の規定により

告示する。

　　平成30年10月２日

福岡県公安委員会　　

１　講習会の日時、場所等

　⑴　講習会の日時

　　　平成30年11月23日（金・祝日）　午前10時から午後５時までの間

　⑵　講習会の場所

　　　久留米市東櫛原町1002番地２　久留米警察署　会議室

　⑶　受講対象者

　　　福岡県内に住所を有する者

２　講習の時間及び科目

３　注意事項

　⑴�　受講希望者は、猟銃等講習受講申込書に所定の事項を記入し、写真（申込み前６

か月以内に撮影した無帽、正面、上三分身、無背景の縦３センチメ－トル、横2.4セ

ンチメ－トルのもの）を添えて、住所地を管轄する警察署に申し込むこと。 

　⑵　上記申込みは、受講日の１週間前までにすること。

　⑶�　受講申込者は、申込みの際に手数料6,800円（福岡県領収証紙）を納付すること

公安委員会

時   　   間 科                   　　     目

午前10時00分～午後３時30分 猟銃及び空気銃の所持に関する法令
猟銃及び空気銃の使用、保管等の取扱い

午後３時30分～午後４時30分 講習結果に対する考査

午後４時30分～午後５時00分 考査結果の公表
（合格者に対する講習修了証明書の交付）

日　　　　時 場　　　　　　所 開催警察署

平成30年11月１日（木）
午後１時30分～午後４時30分

福岡市早良区百道一丁目５番15号
　早良警察署　会議室 早良警察署

平成30年11月14日（水）
午後１時30分～午後４時30分

久留米市東櫛原町1002番地２
　久留米警察署　会議室 久留米警察署

平成30年11月22日（木）
午後１時30分～午後４時30分

北九州市小倉北区大門一丁目６番19号
　小倉北警察署　会議室 小倉北警察署
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　⑷�　講習の当日は、所持許可証、技能講習通知書、技能講習に用いる銃砲及び当該銃

砲に適合し、かつ、福岡県立総合射撃場で使用可能な実包を必ず持参すること。

　⑸�　講習の当日は、耳栓、ベスト、雨具等射撃する際に必要な用具を必ず持参するこ

と。

　⑹�　講習時間の都合上、射撃の練習を行う時間がないので、受講者は、事前に射撃の

練習をするように努めること。

　⑺�　ライフル銃技能講習と散弾銃技能講習を同一日に受講することはできないので、

各々別の日に受講すること。

　⑻�　講習に関する問合せは、住所地を管轄する警察署に対して行うこと。

　⑼�　気象状況等により講習時間を変更する場合は、福岡県立総合射撃場が、事前に受

講希望者に連絡する。

福岡県公安委員会告示第265号

　銃砲刀剣類所持等取締法（昭和33年法律第６号）第９条の14第１項の規定に基づく年

少射撃資格の認定のための講習会（年少射撃資格講習会）を次のとおり開催するので、

銃砲刀剣類所持等取締法施行令（昭和33年政令第33号）第29条第１項の規定により告示

する。

　　平成30年10月２日

福岡県公安委員会　　

１　講習会の日時、場所等

　⑴　講習会の日時

　　　平成30年11月３日（土）午前10時00分から午後５時00分までの間

　⑵　講習会の場所

　　　福岡市博多区東公園７番７号　福岡県警察本部４階生活安全部会議室

　⑶　受講対象者

　　　福岡県内に住所を有する者で年少射撃資格の認定を受けようとするもの

２　講習の時間及び科目

　⑶�　受講申込者は、申込みの際に手数料3,000円（福岡県領収証紙）を納付すること

。

　⑷�　講習会の当日は、筆記用具、印鑑及び講習通知書並びにテキスト「猟銃等取扱い

の知識と実際」を必ず持参すること。

　⑸　講習会に関する問合せは、住所地を管轄する警察署に対して行うこと。  

福岡県公安委員会告示第264号

　銃砲刀剣類所持等取締法（昭和33年法律第６号）第５条の５第１項の規定に基づく猟

銃の操作及び射撃の技能に関する講習（技能講習）を次のとおり開催するので告示する

。

　　平成30年10月２日

福岡県公安委員会　　

１　散弾銃技能講習

２　ライフル銃技能講習・ライフル銃及び散弾銃以外の猟銃技能講習

３　注意事項

　⑴�　受講希望者は、技能講習受講申込書に所定の事項を記入し、住所地を管轄する警

察署に申し込むこと。

　⑵　上記申込みは、受講日の１か月前までに申し込むこと。

　⑶�　受講申込者は、申込みの際に手数料12,300円（福岡県領収証紙）を納付すること。

日　　　　時 場　　　　所 射撃方法 受講可能人員

平成 30 年 12 月６日（木）
午前９時 00 分～午後５時 00 分

筑紫野市大字柚須原
223 番地 25
福岡県立総合射撃場

トラップ射撃 各日 18 名平成 30 年 12 月 13 日（木）
午前９時 00 分～午後５時 00 分
平成 30 年 12 月 20 日（木）
午前９時 00 分～午後５時 00 分

日　　　　時 場　　　　所 射撃方法 受講可能人員

平成 30 年 12 月６日（木）
午前９時 00 分～午後５時 00 分

筑紫野市大字柚須原
223 番地 25
福岡県立総合射撃場

大口径
ライフル射撃 15 名

時   　   間 科                   　　     目
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３　注意事項

　⑴�　受講希望者は、年少射撃資格講習受講申込書に所定の事項を記入し、写真（申込

み前６か月以内に撮影した無帽、正面、上三分身、無背景の縦３センチメ－トル、

横2.4センチメ－トルのもの）を添えて、住所地を管轄する警察署に申し込むこと。

　⑵　上記申込みは、受講日の１週間前までにすること。

　⑶　受講申込者は、申込みの際に手数料9,700円（福岡県領収証紙）を納付すること。

　⑷�　講習会の当日は、筆記用具（ボールペン）、印鑑及び講習通知書並びにテキスト

「空気銃・空気けん銃取扱読本」を必ず持参すること。

　⑸　講習会に関する問い合わせは、住所地を管轄する警察署に対して行うこと。

　公告

　地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第34条第３項の規定に基づき、公立大学

法人九州歯科大学平成29年度財務諸表について、次のとおり公告します。

　　平成30年10月２日

公立大学法人九州歯科大学　　

理事長　西原　達次　　

午前10時00分～午後３時30分 空気銃の所持に関する法令
空気銃の使用の方法

午後３時30分～午後４時30分 講習結果に対する考査

午後４時30分～午後５時00分 考査結果の公表
（合格者に対する講習修了証明書の交付）

雑　　　報
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そ

の
他

の
団

体
4
,7

1
5

4
,7

1
5

補
助

金
等

収
益

5
7
,7

1
4

寄
附

金
収

益
2
0
,7

2
0

資
産

見
返

負
債

戻
入

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

等
戻

入
8
,2

8
2

資
産

見
返

補
助

金
等

戻
入

2
6
,2

7
7

資
産

見
返

寄
附

金
戻

入
9
,7

8
4

資
産

見
返

物
品

受
贈

額
戻

入
1
2
,4

7
2

5
6
,8

1
6

財
務

収
益

受
取

利
息

6
そ

の
他

の
財

務
収

益
1
2

1
8

雑
益 財

産
貸

付
料

収
益

6
,4

9
5

手
数

料
収

益
5
6
7

科
学

研
究

費
間

接
経

費
収

入
2
3
,7

9
5

そ
の

他
の

雑
益

1
5
,5

8
6

4
6
,4

4
4

経
常

収
益

合
計

3
,2

9
0
,0

3
9

5
0
,6

4
3

臨
時

損
失

固
定

資
産

除
却

損
6
9
4

診
療

報
酬

自
主

返
還

引
当

金
繰

入
1
,7

8
4

そ
の

他
の

臨
時

損
失

3
0
0

2
,7

7
9

臨
時

利
益

徴
収

不
能

引
当

金
戻

入
益

4
5
4

資
産

見
返

補
助

金
戻

入
2
3
9

運
営

費
交

付
金

収
益

7
1
,0

8
0

そ
の

他
の

臨
時

利
益

7
9
7

7
2
,5

7
2

当
期

純
利

益
1
9
,1

4
9

目
的

積
立

金
取

崩
額

7
9
,1

6
9

当
期

総
利

益
9
8
,3

1
8

経
常

損
失

損
 益

 計
 算

 書
（
平

成
2
9
年

4
月

1
日

～
平

成
3
0
年

3
月

3
1
日

）

経
常

費
用

経
常

収
益
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Ⅰ
業

務
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

　
　

原
材

料
、

商
品

又
は

サ
ー

ビ
ス

の
購

入
に

よ
る

支
出

▲
 9

0
2
,7

9
2

　
　

人
件

費
支

出
▲

 2
,0

2
7
,2

0
6

　
　

そ
の

他
の

業
務

支
出

▲
 2

6
2
,2

6
5

　
　

運
営

費
交

付
金

収
入

1
,6

3
9
,7

1
4

　
　

授
業

料
収

入
3
9
1
,0

4
4

　
　

入
学

金
収

入
6
3
,8

4
4

　
　

検
定

料
収

入
1
0
,0

6
1

　
　

附
属

病
院

収
入

1
,0

2
3
,2

2
3

　
　

受
託

研
究

等
収

入
5
,6

5
3

　
　

補
助

金
等

収
入

8
3
,8

8
8

　
　

寄
附

金
収

入
1
7
,7

6
5

　
　

そ
の

他
の

収
入

4
7
,2

3
7

　
　

預
り

科
学

研
究

費
補

助
金

等
の

純
増

減
額

▲
 1

,3
4
2

業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

8
8
,8

2
4

Ⅱ
投

資
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

　
　

有
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

▲
 4

1
,1

3
4

　
　

無
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

▲
 1

,7
9
2

　
　

　
　

小
計

▲
 4

2
,9

2
7

　
　

利
息

及
び

配
当

金
の

受
取

額
6

投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

▲
 4

2
,9

2
1

Ⅲ
財

務
活

動
に

よ
る

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

　
　

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

・
リ

ー
ス

債
務

の
返

済
に

よ
る

支
出

▲
 1

2
1
,0

4
8

　
　

　
　

小
計

▲
 1

2
1
,0

4
8

　
　

利
息

の
支

払
額

▲
 2

,2
5
0

財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

▲
 1

2
3
,2

9
8

Ⅳ
資

金
減

少
額

7
7
,3

9
4

Ⅴ
資

金
期

首
残

高
6
6
2
,5

5
5

Ⅵ
資

金
期

末
残

高
5
8
5
,1

6
0

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

計
算

書
（
平

成
2
9
年

4
月

1
日

～
平

成
3
0
年

3
月

3
1
日

）
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円
）

Ⅰ
当

期
未

処
分
利
益

9
8
,
3
1
8
,
4
2
1

当
期

総
利
益

9
8
,
3
1
8
,
4
2
1

Ⅱ
積

立
金
振
替
額

9
3
,
0
2
7
,
9
0
3

前
中

期
目
標
期
間
繰
越
積
立
金

3
,
2
0
2
,
4
8
6

教
育

研
究
及
び
診
療
の
質
の
向
上
並

び
に

組
織

運
営
の
改
善
目
的
積
立
金

8
9
,
8
2
5
,
4
1
7

Ⅲ
利

益
処
分
額

積
立

金
1
9
1
,
3
4
6
,
3
2
4

　

利
益

の
処

分
に

関
す

る
書

類
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Ⅰ
業

務
費

用

(1
)

損
益

計
算

書
上

の
費

用

業
務

費
3
,0

3
2
,0

6
7

一
般

管
理

費
3
0
6
,2

9
2

財
務

費
用

2
,2

5
0

雑
損

7
3

臨
時

損
失

2
,7

7
9

3
,3

4
3
,4

6
2

(2
)

（
控

除
）
自

己
収

入
等

授
業

料
収

益
▲

 4
0
1
,9

7
5

入
学

金
収

益
▲

 6
3
,8

4
4

検
定

料
収

益
▲

 1
0
,0

6
1

附
属

病
院

収
益

▲
 1

,0
4
5
,8

0
4

　

受
託

研
究

等
収

益
▲

 4
,7

1
5

寄
附

金
収

益
▲

 2
0
,7

2
0

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

等
戻

入
▲

 8
,2

8
2

資
産

見
返

寄
附

金
戻

入
▲

 9
,7

8
4

財
務

収
益

▲
 1

8

雑
益

▲
 2

2
,6

4
9

臨
時

利
益

▲
 1

,0
3
6

▲
 1

,5
8
8
,8

9
2

業
務

費
用

合
計

1
,7

5
4
,5

7
0

Ⅱ
損

益
外

減
価

償
却

相
当

額
5
3
7
,5

6
7

Ⅲ
引

当
外

賞
与

増
加

見
積

額
3
,8

1
3

Ⅳ
引

当
外

退
職

給
付

増
加

見
積

額
▲

 1
0
7
,8

8
5

Ⅴ
機

会
費

用

地
方

公
共

団
体

出
資

の
機

会
費

用
6
,8

2
2

6
,8

2
2

Ⅵ
行

政
サ

ー
ビ

ス
実

施
コ

ス
ト

2
,1

9
4
,8

8
8

行
政

サ
ー

ビ
ス

実
施

コ
ス

ト
計

算
書

（
平

成
2
9
年

4
月

1
日

～
平

成
3
0
年

3
月

3
1
日

）
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注
記

事
項

 
 

 
 

 
 

 
Ⅰ

 
重
要

な
会
計

方
針
 

 

１
 
当
事

業
年
度

よ
り
、

「
地
方

独
立
行

政
法
人

会
計
基

準
及
び

地
方
独

立
行
政

法
人
会

計
基
準

注
解
（

平
成
２

９

年
３
月
３

１
日
総

務
省
告

示
第
１

１
７
号

改
訂
）

」
及
び

「
「
地

方
独
立

行
政
法

人
会
計

基
準
」

及
び
「

地
方
独

立
行
政
法

人
会
計

基
準
注

解
」
に

関
す
る

Ｑ
＆
Ａ

（
平
成

２
９
年

５
月
改

訂
 

総
務
省
自

治
行
政

局
 
総

務
省
自

治
財
政
局

 
日
本

公
認
会

計
士
協

会
）
」

を
適
用

し
て
お

り
ま
す

。
 

 

２
 
運
営

費
交
付

金
収
益

及
び
授

業
料
収

益
の
計

上
基
準
 

原
則
と
し

て
、
期

間
進
行

基
準
を

採
用
し

て
お
り

ま
す
。
 

な
お
、
退

職
一
時

金
及
び

個
人
業

績
評
価

加
算
、

特
別
交

付
金
の

う
ち
の

特
別
経

費
に
つ

い
て
は

、
費
用

進
行

基
準
を
採

用
し
て

お
り
ま

す
。
 

 

３
 
減
価

償
却
の

会
計
処

理
方
法
 

（
１
）
有

形
固
定

資
産
 

定
額
法
を

採
用
し

て
お
り

ま
す
。
 

耐
用
年
数

に
つ
い

て
は
、

法
人
税

法
上
の

耐
用
年

数
を
基

準
と
し

て
お
り

ま
す
。

主
な
資

産
の
耐

用
年
数

は

以
下
の
と

お
り
で

あ
り
ま

す
。
 

建
物
 
 

 
 
 

 
 
 

１
０
～

４
７
年
 

構
築
物
 

 
 
 

 
 
 

１
０
～

６
０
年
 

工
具
器
具

備
品
 

 
 
 

 
２
～

１
５
年
 

 
 
医
療

用
工
具

器
具
備

品
 
 

５
～
１

０
年
 

な
お
、
受

託
研
究

等
収
入

に
よ
り

購
入
の

資
産
に

つ
い
て

は
、
当

該
受
託

研
究
期

間
、
リ

ー
ス
資

産
に
つ

い

て
は
、
リ

ー
ス
期

間
を
耐

用
年
数

と
し
て

お
り
ま

す
。
 

ま
た
、
特

定
の
償

却
資
産

（
地
方

独
立
行

政
法
人

会
計
基

準
第
８

５
）
の

減
価
償

却
相
当

額
に
つ

い
て
は

、

財
産
的
基

礎
の
減

少
と
考

え
る
べ

き
で
あ

る
こ
と

か
ら
損

益
外
減

価
償
却

累
計
額

と
し
て

資
本
剰

余
金
か

ら
控

除
し
て
表

示
し
て

お
り
ま

す
。
 

 

（
２
）
無

形
固
定

資
産
 

定
額
法
を

採
用
し

て
お
り

ま
す
。
 

な
お
、
法

人
内
利

用
の
ソ

フ
ト
ウ

ェ
ア
に

つ
い
て

は
、
法

人
内
に

お
け
る

利
用
可

能
期
間

（
５
年

）
に
基

づ

い
て
お
り

ま
す
。
 

 

４
 
引
当

金
の
計

上
基
準
 

（
１
）
徴

収
不
能

引
当
金

及
び
貸

倒
引
当

金
の
計

上
基
準
 

（
１
）
債

権
の
回

収
不
能

に
よ
る

損
失
に

備
え
る

た
め
、

一
般
債

権
に
つ

い
て
は

貸
倒
実

績
率
に

よ
り
、

貸
倒
懸

念

債
権
等
特

定
の
債

権
に
つ

い
て
は

個
別
に

債
権
の

回
収
可

能
性
を

検
討
し

、
回
収

不
能
見

込
額
を

計
上
し

て
お

り
ま
す
。
 

 （
２
）
賞

与
引
当

金
及
び

見
積
額

の
計
上

基
準
 

（
２
）
賞

与
に
つ

い
て
は

、
運
営

費
交
付

金
に
よ

り
財
源

措
置
が

な
さ
れ

る
た
め

、
賞
与

に
係
る

引
当
金

は
計
上

し

て
お
り
ま

せ
ん
。
 

（
２
）
な

お
、
行

政
サ
ー

ビ
ス
実

施
コ
ス

ト
計
算

書
に
お

け
る
引

当
外
賞

与
増
加

見
積
額

は
、
当

事
業
年

度
末
の

引

当
外
賞
与

見
積
額

か
ら
前

事
業
年

度
末
の

同
見
積

額
を
控

除
し
た

額
を
計

上
し
て

お
り
ま

す
。
 

 

（
３
）
退

職
給
付

に
係
る

引
当
金

及
び
見

積
額
の

計
上
基

準
 

（
２
）
退

職
一
時

金
に
つ

い
て
は

、
運
営

費
交
付

金
に
よ

り
財
源

措
置
が

な
さ
れ

る
た
め

、
退
職

給
付
に

係
る
引

当

金
は
計
上

し
て
お

り
ま
せ

ん
。
 

（
２
）
な

お
、
行

政
サ
ー

ビ
ス
実

施
コ
ス

ト
計
算

書
に
お

け
る
引

当
外
退

職
給
付

増
加
見

積
額
は

、
地
方

独
立
行

政

法
人
会
計

基
準
第

８
７
に

基
づ
き

計
算
さ

れ
た
退

職
一
時

金
に
係

る
退
職

給
付
引

当
金
の

当
期
増

加
額
を

計
上

し
て
お
り

ま
す
。
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（
４
）
診

療
報
酬

自
主
返

還
引
当

金
の
計

上
基
準
 

 
 
 
診

療
報
酬

自
主
返

還
引
当

金
は
、

当
事
業

年
度
に

実
施
さ

れ
た
「

厚
生
労

働
省
並

び
に
九

州
厚
生

局
及
び

福

岡
県
に
よ

る
社
会

保
険
医

療
担
当

者
の
特

定
共
同

指
導
」

に
基
づ

く
診
療

報
酬
の

自
主
返

還
に
備

え
る
た

め
、

返
還
見
込

額
を
計

上
し
て

お
り
ま

す
。
 

 

５
 
た
な

卸
資
産

の
評
価

基
準
及

び
評
価

方
法
 

（
１
）
た

な
卸
資

産
（
貯

蔵
品
）

 
 
評

価
基
準

：
低
価

法
 
 

評
価
方

法
：
最

終
仕
入

原
価
法
 

 

（
２
）
医

薬
品
及

び
診
療

材
料
 

 
 
評

価
基
準

：
低
価

法
 
 

評
価
方

法
：
最

終
仕
入

原
価
法
 

 

６
 
行
政

サ
ー
ビ

ス
実
施

コ
ス
ト

計
算
書

に
お
け

る
機
会

費
用
の

計
上
方

法
 

地
方
公
共

団
体
出

資
等
の

機
会
費

用
の
計

算
に
使

用
し
た

利
率
 

１
０
年
利

付
国
債

の
平
成

３
０
年

３
月
末

利
回
り

を
参
考

に
、
0
.
0
45

％
で
計

算
し
て

お
り
ま
す

。
 

 

７
 
リ
ー

ス
取
引

の
会
計

処
理
 

リ
ー
ス
料

総
額
が

３
０
０

万
円
以

上
の
フ

ァ
イ
ナ

ン
ス
・

リ
ー
ス

取
引
に

つ
い
て

は
、
通

常
の
売

買
取
引

に
係

る
方
法
に

準
じ
た

会
計
処

理
に
よ

っ
て
お

り
ま
す

。
 

 

８
 
消
費

税
等
の

会
計
処

理
 

消
費
税
及

び
地
方

消
費
税

の
会
計

処
理
方

法
は
、

税
込
方

式
に
よ

っ
て
お

り
ま
す

。
 

 

９
 
財
務

諸
表
及

び
附
属

明
細
書

の
表
示

単
位
 

千
円
未
満

切
り
捨

て
に
よ

り
作
成

し
て
お

り
ま
す

。
た
だ

し
、
利

益
の
処

分
に
関

す
る
書

類
に
つ

い
て
は

円
単

位
で
表
示

し
て
お

り
ま
す

。
 

 Ⅱ
 
表
示

方
法
の

変
更
 

 

「
地
方
独

立
行
政

法
人
会

計
基
準

及
び
地

方
独
立

行
政
法

人
会
計

基
準
注

解
」
の

改
訂
に

伴
い
、
当
事
業

年
度
よ

り
、

貸
借
対
照

表
の
「

預
り
金

」
（
前

事
業
年

度
4
0
,6
6
5千

円
）
を
「

預
り
科

学
研
究

費
補
助

金
等
」
（
前

事
業
年

度
1
9
,4
7
1

千
円
）
及

び
「
預

り
金
」

（
前
事

業
年
度

2
1,
1
93
千
円
）

に
区
分

し
て
表

示
し
て

お
り
ま

す
。
 

 Ⅲ
 
貸
借

対
照
表

関
係
 

 
 １

 
賞
与

引
当
金

の
見
積

額
 

 
 
運
営

費
交
付

金
か
ら

充
当
さ

れ
る
べ

き
賞
与

引
当
金

の
見
積

額
は
、

1
17
,
01
0千

円
で
す
。
 

 ２
 
退
職

給
付
引

当
金
の

見
積
額
 

 
運
営
費

交
付
金

か
ら
充

当
さ
れ

る
べ
き

退
職
給

付
引
当

金
の
見

積
額
は

、
8
6
6,
5
28
千
円
で
す

。
 

 Ⅳ
 
損
益

計
算
書

関
係
 

  
 
フ
ァ

イ
ナ
ン

ス
・
リ

－
ス
取

引
が
損

益
に
与

え
る
影

響
額
は

5
4,
0
87
千
円
で

あ
り
、

当
該
影

響
額
を

除
い
た

当
期

総
利
益
は

4
4,
2
31
千
円
で

す
。
 

 Ⅴ
 
キ
ャ

ッ
シ
ュ

・
フ
ロ

ー
計
算

書
関
係
 

 

１
 
資
金

の
期
末

残
高
の

貸
借
対

照
表
科

目
別
の

内
訳
 

平
成
３
０

年
３
月

３
１
日
 

平
成
２
９

現
金
及

び
預
金

 
 
 

 
5
8
5,
1
60
千
円
 

平
成
２
９

資
金
期

末
残
高

 
 
 

 
5
8
5,
1
60
千
円
 

 

２
 
重
要

な
非
資

金
取
引

の
内
容
 

 
 
当
事

業
年
度

に
新
た

に
計
上

し
た
フ

ァ
イ
ナ

ン
ス
・

リ
－
ス

取
引
に

係
る
資

産
及
び

債
務
の

額
は
そ

れ
ぞ
れ

1
8
1
,1
2
1千

円
で
す
。
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   Ⅵ
 
行
政

サ
ー
ビ

ス
実
施

コ
ス
ト

計
算
書

関
係
 

 
 
 引

当
外
賞

与
増
加

見
積
額

及
び
引

当
外
退

職
給
付

増
加
見

積
額
の

対
象
 

 

引
当
外
賞

与
増
加

見
積
額

及
び
引

当
外
退

職
給
付

増
加
見

積
額
の

中
に
は

、
福
岡

県
か
ら

の
派
遣

職
員
に

係
る
も

の
が
以
下

の
と
お

り
含
ま

れ
て
お

り
ま
す

。
 

・
引
当
外

賞
与
増

加
見
積

額
の
う

ち
派
遣

職
員
に

係
る
額

 
 
 

 
 
 

 
  
 
 2
0
3千

円
 

・
引
当
外

退
職
給

付
増
加

見
積
額

の
う
ち

派
遣
職

員
に
係

る
額
 

 
 
 
 
▲
1
6
,2
4
8千

円
 

 Ⅶ
 
金
融

商
品
に

関
す
る

事
項
 

  
１
 
金
融
商

品
の
状

況
に
関
す

る
事
項
 

 
 
 
当
法
人

は
、
資

金
運
用
に

つ
い
て

は
預
金

に
限
定

し
実
施

し
て
お

り
ま
す

。
 

資
金
運
用

に
あ
た

っ
て
は

当
法
人

が
適
用

す
る
地

方
独
立

行
政
法

人
法
第

４
３
条

の
規
定

に
基
づ

き
実
施

し
て

お
り
ま
す

が
、
公

債
・
社

債
及
び

株
式
等

は
保
有

し
て
お

り
ま
せ

ん
。
 

 

２
 金

融
商
品

の
時
価

等
に
関
す

る
事
項
 

 
 
 
  
期
末
日

に
お
け

る
貸
借
対

照
表
計

上
額
、

時
価
及

び
こ
れ

ら
の
差

額
に
つ

い
て
は

、
次
の

と
お
り

で
あ
り

ま
す
。
 

 

（
単
位
：

千
円
）
 

 
貸

借
対
照

表
 

計
上
額

(＊
) 

時
価
(
＊
) 

差
額
(
＊
) 

(
１

)現
金

及
び
預

金
 

5
8
5
,1
6
0 

5
8
5
,1
6
0 

 
 
 
 

 
 
－
 

(
２

)未
払

金
 

(
2
2
8,
7
85
) 

(
2
2
8,
7
85
) 

 
 
 
 

 
  
－
 

 
 
 

  
(＊

)負
債
で
表

示
さ
れ

て
い
る

も
の
に

つ
い
て

は
、
（

 
 
）

で
表
示

し
て
お

り
ま
す

。
 

 
 
 
 (
注

)金
融

商
品
の

時
価
の

算
定
方

法
 

(
１

)現
金

及
び
預

金
 

 
 
こ
れ

ら
は
短

期
間
で

決
済
さ

れ
る
た

め
、
時

価
は
帳

簿
価
額

に
ほ
ぼ

等
し
い

こ
と
か

ら
、
当

該
帳
簿

価

額
に
よ
っ

て
お
り

ま
す
。
 

 (
２

)未
払

金
 

 
 
未
払

金
は
短

期
間
で

決
済
さ

れ
る
た

め
、
時

価
は
帳

簿
価
額

に
ほ
ぼ

等
し
い

こ
と
か

ら
、
当

該
帳
簿

価

額
に
よ
っ

て
お
り

ま
す
。
 

 

Ⅷ
 
減
損

会
計
関

係
 

 

１
 
減
損

の
兆
候

が
認
め

ら
れ
た

固
定
資

産
の
用

途
、
種

類
、
場

所
、
帳

簿
価
額

等
の
概

要
 

用
途
 

種
類
 

場
所
 

帳
簿
価
格
 

共
同
住
宅

用
地
 

土
地
 

北
九
州
市

小
倉
北

区
真
鶴

２
丁
目

４
０
番

地
 

1
2
3
,2
9
2千

円
 

 

２
 
認
め

ら
れ
た

減
損
の

兆
候
の

概
要
 

当
該
土
地

は
、
４

階
建
て

共
同
住

宅
の
全

入
居
者

が
退
去

し
た
こ

と
に
伴

い
遊
休

状
態
と

な
っ
て

い
る
た

め
、

減
損
の
兆

候
が
あ

る
も
の

と
判
断

し
て
お

り
ま
す

。
 

 

３
 
減
損

を
認
識

し
な
い

根
拠
 

当
該
土
地

は
、
将

来
に
お

い
て
使

用
が
想

定
さ
れ

て
い
る

た
め
、

減
損
を

認
識
し

な
い
こ

と
と
し

て
お
り

ま
す
。
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  Ⅸ
 
重
要

な
債
務

負
担
行

為
 

 

該
当
事
項

は
あ
り

ま
せ
ん

。
 

 

Ⅹ
 
重
要

な
後
発

事
象
 

 
 該
当
事
項

は
あ
り

ま
せ
ん

。
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（
単

位
：
千

円
）

当
　

  
期

償
 却

 額
当

  
  

期
損

 益
 内

当
  

  
期

損
 益

 外

建
物

1
7
,7

3
6
,7

5
8

6
,3

9
3

-
1
7
,7

4
3
,1

5
1

4
,8

6
7
,9

9
2

5
3
4
,8

9
4

2
2
,1

9
6

-
-

1
2
,8

5
2
,9

6
2

有
形

固
定

資
産

構
築

物
4
,4

3
1

-
-

4
,4

3
1

2
,5

1
9

3
4
5

-
-

-
1
,9

1
1

（
特

定
償

却
資

産
）

工
具

器
具

備
品

1
8
,6

2
1

-
-

1
8
,6

2
1

1
7
,7

6
2

2
,3

2
7

-
-

-
8
5
8

計
1
7
,7

5
9
,8

1
0

6
,3

9
3

-
1
7
,7

6
6
,2

0
3

4
,8

8
8
,2

7
4

5
3
7
,5

6
7

2
2
,1

9
6

-
-

1
2
,8

5
5
,7

3
2

建
物

5
2
,3

9
5

2
,7

0
0

1
,0

5
0

5
4
,0

4
4

2
8
,9

9
4

4
,7

3
9

-
-

-
2
5
,0

5
0

構
築

物
3
9
0
,6

7
4

4
,2

6
8

-
3
9
4
,9

4
3

1
1
3
,1

9
4

1
2
,4

0
7

-
-

-
2
8
1
,7

4
8

有
形

固
定

資
産

工
具

器
具

備
品

8
1
7
,7

1
6

3
3
,1

4
3

4
2
,1

3
1

8
0
8
,7

2
9

7
2
6
,3

0
8

2
3
,9

6
8

-
-

-
8
2
,4

2
0

（
特

定
償

却
資

産
以

外
）

医
療

用
工

具
器

具
備

品
6
4
6
,9

2
1

-
-

6
4
6
,9

2
1

5
8
4
,6

2
1

3
0
,2

2
7

-
-

-
6
2
,3

0
0

リ
ー

ス
資

産
2
5
4
,4

8
2

6
6
,5

0
9

-
3
2
0
,9

9
1

1
5
6
,6

8
5

5
4
,2

0
8

-
-

-
1
6
4
,3

0
6

図
書

1
9
1
,6

8
9

2
,5

5
9

1
5
7

1
9
4
,0

9
0

-
-

-
-

1
9
4
,0

9
0

-

計
2
,3

5
3
,8

8
0

1
0
9
,1

8
0

4
3
,3

3
9

2
,4

1
9
,7

2
1

1
,6

0
9
,8

0
3

1
2
5
,5

5
1

-
-

-
8
0
9
,9

1
8

土
地

2
,0

3
1
,4

1
7

-
-

2
,0

3
1
,4

1
7

-
-

-
-

-
2
,0

3
1
,4

1
7

非
償

却
有

形
固

定
資

産
美

術
品

2
2
,7

6
1

-
2
2
,7

6
1

-
-

-
-

-
2
2
,7

6
1

-

計
2
,0

5
4
,1

7
9

-
2
,0

5
4
,1

7
9

-
-

-
-

-
2
,0

5
4
,1

7
9

-

土
地

2
,0

3
1
,4

1
7

-
-

2
,0

3
1
,4

1
7

-
-

-
-

-
2
,0

3
1
,4

1
7

建
物

1
7
,7

8
9
,1

5
3

9
,0

9
3

1
,0

5
0

1
7
,7

9
7
,1

9
6

4
,8

9
6
,9

8
6

5
3
9
,6

3
3

2
2
,1

9
6

-
-

1
2
,8

7
8
,0

1
2

注
1
）

構
築

物
3
9
5
,1

0
5

4
,2

6
8

-
3
9
9
,3

7
4

1
1
5
,7

1
3

1
2
,7

5
3

-
-

-
2
8
3
,6

6
0

注
2
）

工
具

器
具

備
品

8
3
6
,3

3
7

3
3
,1

4
3

4
2
,1

3
1

8
2
7
,3

5
0

7
4
4
,0

7
0

2
6
,2

9
5

-
-

-
8
3
,2

7
9

注
3
）

医
療

用
工

具
器

具
備

品
6
4
6
,9

2
1

-
-

6
4
6
,9

2
1

5
8
4
,6

2
1

3
0
,2

2
7

-
-

-
6
2
,3

0
0

リ
ー

ス
資

産
2
5
4
,4

8
2

6
6
,5

0
9

-
3
2
0
,9

9
1

1
5
6
,6

8
5

5
4
,2

0
8

-
-

-
1
6
4
,3

0
6

注
4
）

図
書

1
9
1
,6

8
9

2
,5

5
9

1
5
7

1
9
4
,0

9
0

-
-

-
-

-
1
9
4
,0

9
0

注
5
）

美
術

品
2
2
,7

6
1

-
2
2
,7

6
1

-
-

-
-

-
2
2
,7

6
1

-

計
2
2
,1

6
7
,8

6
9

1
1
5
,5

7
4

4
3
,3

3
9

2
2
,2

4
0
,1

0
4

6
,4

9
8
,0

7
7

6
6
3
,1

1
9

2
2
,1

9
6

-
-

1
5
,7

1
9
,8

3
0

無
形

固
定

資
産

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

4
,7

9
8

-
-

4
,7

9
8

4
,7

9
8

-
-

-
-

-

（
特

定
償

却
資

産
）

計
4
,7

9
8

-
-

4
,7

9
8

4
,7

9
8

-
-

-
-

-

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

5
0
,8

2
4

1
,7

9
2

-
5
2
,6

1
7

5
0
,8

5
4

5
4
4

-
-

-
1
,7

6
2

リ
－

ス
資

産
-

1
1
4
,6

1
2

-
1
1
4
,6

1
2

1
9
,6

6
5

1
9
,6

6
5

-
-

-
9
4
,9

4
6

計
5
0
,8

2
4

1
1
6
,4

0
4

-
1
6
7
,2

2
9

7
0
,5

1
9

2
0
,2

0
9

-
-

-
9
6
,7

0
9

電
話

加
入

権
7
5

-
-

7
5

-
-

-
-

-
7
5

計
7
5

-
-

7
5

-
-

-
-

-
7
5

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

5
5
,6

2
2

1
,7

9
2

-
5
7
,4

1
5

5
5
,6

5
2

5
4
4

-
-

-
1
,7

6
2

注
6
）

リ
－

ス
資

産
-

1
1
4
,6

1
2

-
1
1
4
,6

1
2

1
9
,6

6
5

1
9
,6

6
5

-
-

-
9
4
,9

4
6

注
7
）

電
話

加
入

権
7
5

-
-

7
5

-
-

-
-

-
7
5

計
5
5
,6

9
7

1
1
6
,4

0
4

-
1
7
2
,1

0
2

7
5
,3

1
7

2
0
,2

0
9

-
-

-
9
6
,7

8
4

敷
金

・
保

証
金

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

計
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

　
注

1
）
　

建
物

の
当

期
増

加
額

は
、

附
属

病
院

空
調

機
更

新
処

理
（
病

院
棟

1
1
Ｆ

研
究

室
）
6
,3

9
3
千

円
、

病
院

棟
高

圧
気

中
開

閉
器

更
新

工
事

1
,2

5
2
千

円
、

病
院

棟
屋

上
　

航
空

障
害

灯
更

新
工

事
7
5
7

　
　

　
　

  
千

円
、

動
物

実
験

施
設

再
搬

入
口

ス
チ

－
ル

ド
ア

更
新

工
事

5
5
4
千

円
、

6
階

及
び

1
0
階

工
事

パ
－

テ
－

シ
ョ

ン
追

加
1
3
5
千

円
に

よ
る

も
の

で
す

。

　
　

　
　

  
建

物
の

当
期

減
少

額
は

、
1
0
階

工
事

パ
－

テ
－

シ
ョ

ン
（
6
1
オ

フ
ィ

ス
よ

り
移

設
）
1
,0

5
0
千

円
に

よ
る

も
の

で
す

。

　
注

2
）
　

構
築

物
の

当
期

増
加

額
は

、
清

水
校

舎
侵

入
路

法
面

補
修

工
事

3
,7

5
5
千

円
、

職
員

駐
車

場
フ

ェ
ン

ス
工

事
5
1
3
千

円
に

よ
る

も
の

で
す

。

　
注

3
）
　

工
具

器
具

備
品

の
当

期
増

加
額

は
、

附
属

病
院

制
御

・
非

常
灯

用
直

流
電

源
装

置
更

新
工

事
2
1
,3

8
4
千

円
、

島
津

　
微

小
硬

度
計

　
H

M
V

-
G

2
1
S
T
2
,0

3
0
千

円
、

ロ
ー

ス
ピ

－
ド

ダ
イ

ヤ
モ

ン
ド

　
　

　
　

  
ホ

イ
－

ル
ソ

－
他

1
,7

4
0
千

円
、

解
剖

棟
屍

体
貯

蔵
室

冷
凍

機
更

新
工

事
1
,2

6
1
千

円
、

硬
水

軟
化

装
置

F
S
-
2
4
0
型

更
新

工
事

1
,2

4
2
千

円
、

温
・
冷

型
痛

覚
計

　
U

D
H

-
3
0
0
 1

,1
4
0
千

円
、

　
　

　
  

　
接

触
角

計
及

び
解

析
用

ノ
－

ト
P

C
 1

,1
1
4
千

円
、

口
臭

測
定

器
　

オ
－

ラ
ル

ク
ロ

マ
8
5
4
千

円
、

iM
ar

kマ
イ

ク
ロ

プ
レ

－
ト

リ
－

ダ
－

解
析

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

シ
ス

テ
ム

6
3
7
千

円
、

３
Ｄ

プ
リ

ン
タ

一
式

　
　

　
 　

 6
1
5
千

円
、

 ラ
ー

ニ
ン

グ
コ

モ
ン

ズ
物

品
及

び
工

事
費

5
6
1
千

円
、

M
D

F
-
D

C
2
0
0
V

-
P

J
 超

低
温

フ
リ

－
ザ

ｰ
5
6
1
千

円
に

よ
る

も
の

で
す

。

　
　

　
　

  
工

具
器

具
備

品
の

当
期

減
少

額
は

、
Ｃ

Ｂ
Ｔ

対
応

コ
ン

ピ
ュ

－
タ

機
器

及
び

ネ
ッ

ト
ワ

－
ク

管
理

シ
ス

テ
ム

3
3
,4

9
4
千

円
、

図
書

館
テ

ュ
－

ト
リ

ア
ル

室
デ

ィ
ス

ク
レ

ス
パ

ソ
コ

ン
6
,4

1
1
千

円
、

B
la

de

　
　

　
  

　
サ

ー
バ

レ
ガ

シ
－

メ
－

ル
・
W

e
b・

外
部

グ
ル

－
プ

2
,2

2
5
千

円
に

よ
る

も
の

で
す

。

　
注

4
）
　

リ
ー

ス
資

産
（
有

形
固

定
資

産
）
の

当
期

増
加

額
は

、
電

子
カ

ル
テ

シ
ス

テ
ム

（
ハ

－
ド

ウ
ェ

ア
）
2
2
,3

0
5
千

円
、

放
射

線
部

門
シ

ス
テ

ム
（
ハ

－
ド

ウ
ェ

ア
）
1
4
,1

4
4
千

円
、

臨
床

検
査

部
門

シ
ス

テ
ム

　
　

　
　

　
（
ハ

ー
ド

ウ
ェ

ア
）
3
,8

8
0
千

円
、

基
幹

仮
想

サ
－

バ
群

機
器

増
設

及
び

追
加

構
築

業
務

一
式

3
,5

7
2
千

円
、

附
属

図
書

館
シ

ス
テ

ム
（
ハ

－
ド

ウ
ェ

ア
）
7
,8

6
4
千

円
、

全
身

麻
酔

シ
ス

テ
ム

4
,5

9
0
千

円
、

　
　

　
　

  
遺

伝
子

実
験

装
置

Q
u
an

tS
tu

di
o
３

リ
ア

ル
タ

イ
ム

シ
ス

テ
ム

一
式

3
,5

6
4
千

円
、

術
中

超
音

波
画

像
撮

影
装

置
3
,4

0
2
千

円
、

超
音

波
診

断
装

置
3
,1

8
6
千

円
の

購
入

に
よ

る
も

の
で

す
。

　
注

5
）
　

図
書

の
当

期
増

加
額

は
、

購
入

1
,7

8
8
千

円
、

現
物

寄
附

7
1
7
千

円
及

び
科

研
費

寄
附

5
3
千

円
に

よ
る

も
の

で
す

。

　
　

　
　

  
図

書
の

当
期

減
少

額
は

、
除

却
図

書
1
5
7
千

円
に

よ
る

も
の

で
す

。

　
注

6
）
　

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

の
当

期
増

加
額

は
、

ペ
リ

オ
ナ

ビ
ゲ

－
シ

ョ
ン

連
携

1
,7

9
2
千

円
の

購
入

に
よ

る
も

の
で

す
。

　
注

7
）
　

リ
ー

ス
資

産
（
無

形
固

定
資

産
）
の

当
期

増
加

額
は

、
電

子
カ

ル
テ

シ
ス

テ
ム

（
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
）
6
1
,4

4
5
千

円
、

放
射

線
部

門
シ

ス
テ

ム
（
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
）
3
0
,1

3
5
千

円
、

附
属

図
書

館
シ

ス
テ

ム

　
　

　
 　

 （
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
）
1
8
,8

1
1
千

円
、

臨
床

検
査

部
門

シ
ス

テ
ム

4
,2

1
9
千

円
の

購
入

に
よ

る
も

の
で

す
。

（
１

）
固

定
資

産
の

取
得

及
び

処
分

、
減

価
償

却
費

（
「
第

8
5
　

特
定

の
償

却
資

産
の

減
価

に
係

る
会

計
処

理
」
及

び
「
第

8
9
  

資
産

除
去

債
務

に
係

る
特

定
の

除
去

費
用

等
の

会
計

処
理

」
に

よ
る

損
益

外
減

価
償

却
相

当
額

も
含

む
。

）
並

び
に

減
損

損
失

の
明

細

資
　

産
　

の
　

種
　

類
期

  
 首

残
  

 高
当

  
  

期
増

 加
 額

当
期

増
減

額
の

主
な

要
因

は
以

下
の

と
お

り
で

す
。

有
形

固
定

資
産

合
計

非
償

却
無

形
固

定
資

産

差
  

  
引

当
 期

 末
残

  
  

高

摘 要
期

  
 末

残
  

 高
当

  
  

期
減

 少
 額

減
 価

 償
 却

 累
 計

 額
減

 損
 損

 失
 累

 計
 額

投
資

そ
の

他
の

資
産

無
形

固
定

資
産

合
計

無
形

固
定

資
産

(特
定

償
却

資
産

以
外

）
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(2
)　

た
な

卸
資

産
の

明
細

  
  

注
）
当

期
減

少
額

の
そ

の
他

は
、

医
薬

品
及

び
診

療
材

料
の

低
価

法
適

用
に

伴
う

評
価

損
に

よ
る

も
の

で
す

。

(3
)　

有
価

証
券

の
明

細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(4
)　

長
期

貸
付

金
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(5
)　

長
期

借
入

金
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(6
)　

公
立

大
学

法
人

債
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(7
)　

引
当

金
の

明
細

(7
)－

1
　

引
当

金
の

明
細

(7
)－

2
　

貸
付

金
等

に
対

す
る

貸
倒

引
当

金
の

明
細

注
) 

一
般

債
権

に
つ

い
て

は
貸

倒
実

績
率

に
よ

り
、

貸
倒

懸
念

債
権

等
特

定
の

債
権

に
つ

い
て

は
個

別
に

債
権

の
回

収
可

能
性

を
検

討
し

、
回

収
不

能
見

込
額

を
も

っ
て

　
　

貸
倒

引
当

金
を

計
上

し
て

お
り

ま
す

。

(7
)－

3
　

退
職

給
付

引
当

金
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

期
末

残
高 1

,7
8
4

  
  

  
  

  
  

  
  

（
単

位
：
千

円
）

合
　

計
-

1
,7

8
4

  
  

  
  

  
  

  
  

  
-

-
1
,7

8
4

  
  

  
  

  
  

  
  

摘
要

1
7
,7

1
4

1
7
5
,5

5
9

2
2
,5

6
7

-

3
,6

1
7

5
4
9

1
6
5
,2

3
2

3
,6

1
7

5
4
9

-
-

未
収

学
生

納
付

金
収

入

未
収

附
属

病
院

収
入

▲
 4

,7
2
0

1
0
,3

2
7

▲
 1

3
3

そ
の

他
の

未
収

入
金

-
-

-
-

計

1
5
,0

4
7

医
薬

品
及

び
診

療
材

料

1
,4

5
7

1
3
,1

3
4

計
1
4
,5

9
2

1
4
2
,6

6
4

1
3
3

区
　

　
　

分
期

首
残

高

区
　

　
　

分

診
療

報
酬

自
主

返
還

引
当

金

1
5
7
,8

4
6

期
末

残
高

当
期

増
減

額

貸
付

金
等

の
残

高

1
7
4
,0

5
3

目
的

使
用

-
1
,7

8
4

  
  

  
  

  
  

  
  

  

期
首

残
高

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

期
末

残
高

期
首

残
高

当
期

増
減

額

そ
の

他

-
-

-

注
）

摘
要

4
,1

6
6

4
,1

6
6

（
単

位
：
千

円
）

貸
倒

引
当

金
の

残
高

注
）

1
5
,4

0
3

1
7
2
,9

8
5

2
4
9

1
3
,9

5
2

1
7
2
,9

9
3

2
4
9

7
1
,4

5
0

（
単

位
：
千

円
）

期
末

残
高

摘
　

　
要

払
出

・
振

替

当
期

減
少

額 そ
の

他

1
7
4
,0

5
3

-

種
　

　
類

期
首

残
高

当
期

増
加

額 そ
の

他
当

期
購

入
・

製
造

・
振

替

た
な

卸
資

産

-

-
-
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(8
)　

資
産

除
去

債
務

の
明

細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(
9
)
　

保
証

債
務

の
明

細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(
1
0
)
　

資
本

金
及

び
資

本
剰

余
金

の
明

細

注
1
）

 
当

期
増

加
額

は
、

目
的

積
立

金
を

財
源

と
し

た
特

定
償

却
資

産
の

取
得

に
よ

る
も

の
で

す
。

注
2
）

 
当

期
増

加
額

は
、

特
定

償
却

資
産

の
減

価
償

却
に

よ
る

も
の

で
す

。

(
1
1
)
　

積
立

金
等

の
明

細
及

び
目

的
積

立
金

の
取

崩
し

の
明

細

(
1
1
)
－

1
　

積
立

金
及

び
目

的
積

立
金

の
明

細

注
1
）

当
期

増
加

額
は

、
平

成
2
8
年

度
の

利
益

処
分

に
よ

る
も

の
で

す
。

注
2
）

当
期

減
少

額
は

、
当

該
積

立
金

の
使

途
に

沿
っ

た
業

務
執

行
に

よ
る

も
の

で
す

。

(1
1
)－

2
　

目
的

積
立

金
取

崩
し

の
明

細

費
用

の
発

生

7
9
,1

6
9

目
的

積
立

金
取

崩
額

金
　

　
額

7
9
,1

6
9

摘
　

　
要

教
育

、
研

究
及

び
診

療
の

質
の

向
上

並
び

に
組

織
運

営
の

改
善

目
的

積
立

金

計

計
9
3
,0

2
7

3
,2

0
2

1
4
2
,6

9
8

3
5
,8

9
2

8
5
,5

6
3

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

3
,2

0
2

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

教
育

、
研

究
及

び
診

療
の

質
の

向
上

並
び

に
組

織
運

営
の

改
善

目
的

積
立

金
1
3
9
,4

9
6

3
5
,8

9
2-

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

区
　

　
分

期
首

残
高

前
中

期
目

標
期

間
繰

越
積

立
金

▲
 4

,4
3
8
,1

8
7

4
7
6
,4

4
2

期
末

残
高

当
期

減
少

額

目
的

積
立

金

4
7
0
,0

4
8

損
益

外
減

価
償

却
累

計
額

▲
 4

,3
5
5
,5

0
5

計

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

6
,3

9
3

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  6

,3
9
3

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

▲
 5

3
7
,5

6
7

損
益

外
除

売
却

差
額

相
当

額

損
益

外
減

損
損

失
累

計
額

▲
 2

1
,5

5
7

差
引

計
▲

 3
,9

0
7
,0

1
3

当
期

増
加

額

（
単

位
：
千

円
）

▲
 5

3
1
,1

7
4

-

摘
　

　
要

3
9
6
,4

9
0

期
首

残
高

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

▲
 2

,3
1
9

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

▲
 2

,3
1
9

5
9
,5

0
9

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

▲
 2

1
,5

5
7

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

注
2
）

（
単

位
：
千

円
）

1
9
,6

7
9
,2

0
9

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

計
1
9
,6

7
9
,2

0
9

摘
　

　
要

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

区
　

　
分

資
本

金

福
岡

県
出

資
金

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

期
末

残
高 1
9
,6

7
9
,2

0
9

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

1
9
,6

7
9
,2

0
9

▲
 4

,8
9
3
,0

7
2

資
本

剰
余

金

教
育

、
研

究
及

び
診

療
の

質
の

向
上

並
び

に
組

織
運

営
の

改
善

目
的

積
立

金

計

区
　

　
分

注
1
）

-

寄
附

金
2
2
,7

6
1

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

3
9
0
,0

9
7

（
単

位
：
千

円
）

8
5
,5

6
3

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

8
9
,8

2
5

注
1
）
注

2
）

そ
の

他

6
,3

9
3

固
定

資
産

の
購

入

6
,3

9
3

無
償

譲
与

2
2
,7

6
1

5
9
,5

0
9
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平
成
30
年
10
月
２
日
　
火
曜
日

(1
2
)　
業
務

費
及
び
一
般
管
理
費
の
明
細

（
単

位
：
千

円
）

教
育
経
費

消
耗

品
費

4
2
,0

2
3

管
理
物
品
費

4
,8

1
6

印
刷
製
本
費

8
3
9

水
道
光
熱
費

3
2
,9

6
7

旅
費
交
通
費

1
3
,0

9
1

通
信
運
搬
費

1
,3

6
1

賃
借
料

2
,8

1
8

保
守
委
託
費

2
,3

6
2

修
繕
費

5
6
6

損
害
保
険
料

1
4
3

行
事
費

1
,4

9
2

諸
会
費

3
,9

7
7

会
議
費

7
7

報
酬
・
委
託
・
手
数
料

1
6
,1

0
8

奨
学
費

2
3
,8

4
3

減
価
償
却
費

4
,3

6
6

食
料
費

4
工
事
費

6
5
3

雑
費

1
,1

7
7

1
5
2
,6

9
2

研
究
経
費

消
耗

品
費

3
4
,3

2
8

管
理
物
品
費

1
3
,0

6
1

水
道
光
熱
費

5
0
,7

6
7

旅
費
交
通
費

1
4
,5

4
6

通
信
運
搬
費

1
,7

2
2

賃
借
料

3
8
1

保
守
委
託
費

3
,5

6
1

修
繕
費

1
,6

2
4

諸
会
費

5
,6

8
0

報
酬
・
委
託
・
手
数
料

2
6
,1

0
1

減
価
償
却
費

1
7
,7

5
6

雑
費

7
2

1
6
9
,6

0
5
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０
３
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福
岡

県
公

報
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平
成
30
年
10
月
２
日
　
火
曜
日

診
療

経
費

　
  
 材

料
費

医
薬

品
費

3
7
,0

7
3

診
療

材
料

費
1
3
5
,9

1
2

医
療

消
耗

器
具

備
品

費
7
4

給
食

材
料

費
6
,2

3
9

1
7
9
,2

9
9

　
  
 委

託
費

検
査

委
託

費
5
,0

9
0

寝
具

委
託

費
6
4
1

医
事

委
託

費
6
0
,3

2
8

清
掃

委
託

費
9
,2

9
8

保
守

委
託

費
3
2
,7

8
4

そ
の

他
の

委
託

費
1
0
2
,1

5
9

2
1
0
,3

0
3

　
  
 設

備
関

係
費

減
価

償
却

費
6
9
,2

2
9

修
繕

費
2
2
,8

9
7

機
器

保
守

費
4
1
,0

6
4

研
修

費
1
4
5

1
3
3
,3

3
6

　
  
 経

費 消
耗

品
費

1
4
,8

7
9

管
理

物
品

費
2
,3

2
0

印
刷

製
本

費
1
,0

2
1

水
道

光
熱

費
7
5
,0

9
0

旅
費

交
通

費
1
,7

2
6

通
信

運
搬

費
2
,3

2
8

賃
借

料
3
,3

3
2

損
害

保
険

料
9
7
2

諸
会

費
5
8
3

報
酬

・
委

託
・
手

数
料

2
7
,7

0
7

職
員

被
服

費
8
1
0

徴
収

不
能

引
当

金
繰

入
額

5
6
3

雑
費

3
4
2

1
3
1
,6

7
8

6
5
4
,6

1
8

教
育

研
究

支
援

経
費

消
耗

品
費

2
3
,4

9
4

水
道

光
熱

費
3
,0

9
6

旅
費

交
通

費
1
,9

8
1

通
信

運
搬

費
9
9

賃
借

料
6
1
8

保
守

委
託

費
3
4
7

広
告

宣
伝

費
2
1
6

諸
会

費
6
5
9

会
議

費
8
4

報
酬

・
委

託
・
手

数
料

1
1
,0

9
3

減
価

償
却

費
5
,8

6
2

食
料

費
3
6

雑
費

1
5
7

4
7
,7

4
7
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３
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福
岡
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平
成
30
年
10
月
２
日
　
火
曜
日

受
託

研
究

費
消

耗
品

費
2
,2

6
4

管
理

物
品

費
4
6
9

旅
費

交
通

費
7
5
1

通
信

運
搬

費
3

諸
会

費
2
1
4

報
酬

・
委

託
・
手

数
料

3
3
9

4
,0

4
3

役
員

人
件

費
報

酬
2
5
,5

3
3

賞
与

8
,9

6
2

法
定

福
利

費
3
,2

3
6

3
7
,7

3
2

教
職

員
人

件
費

　
  
 常

勤
教

職
員

給
与

給
料

1
,0

7
3
,6

7
8

賞
与

3
4
9
,8

6
4

退
職

給
付

費
用

5
6
,3

1
6

法
定

福
利

費
2
1
6
,5

7
3

1
,6

9
6
,4

3
3

　
  
 非

常
勤

教
職

員
給

与
給

料
2
2
3
,3

1
9

賞
与

1
5
,3

1
3

法
定

福
利

費
3
0
,5

5
9

2
6
9
,1

9
2

1
,9

6
5
,6

2
6

一
般

管
理

費
消

耗
品

費
1
1
,3

3
9

管
理

物
品

費
1
,4

0
0

印
刷

製
本

費
1
,9

4
7

水
道

光
熱

費
4
9
,0

6
7

旅
費

交
通

費
4
,3

5
4

通
信

運
搬

費
2
,5

4
1

賃
借

料
4
,4

4
9

福
利

厚
生

費
2
6
2

保
守

委
託

費
8
0
,9

4
8

修
繕

費
1
2
,4

3
2

損
害

保
険

料
3
,6

8
4

広
告

宣
伝

費
5
4

会
議

費
3
6

報
酬

・
委

託
・
手

数
料

7
5
,6

5
4

租
税

公
課

7
,6

4
4

減
価

償
却

費
4
8
,5

4
6

諸
会

費
1
,6

7
7

食
料

費
1
0

雑
費

2
4
1

3
0
6
,2

9
2



第
４
０
３
１
号

福
岡

県
公

報
30

平
成
30
年
10
月
２
日
　
火
曜
日

(1
3
)　

運
営

費
交

付
金

債
務

及
び

運
営

費
交

付
金

収
益

の
明

細

(1
3
)－

1
　

運
営

費
交

付
金

債
務

（
単

位
：
千

円
）

注
）

当
期

振
替

額
の

運
営

費
交

付
金

収
益

に
は

、
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
第

7
9
第

3
項

の
規

定
に

基
づ

き
収

益
に

振
替

え
ら

れ
た

金
額

7
1
,
0
8
0
千

円
が

含
ま

れ
て

お
り

、

　
当

該
金

額
は

臨
時

利
益

に
計

上
し

て
お

り
ま

す
。

(1
3
)－

2
　

運
営

費
交

付
金

収
益

（
単

位
：
千

円
）

注
）
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
第

7
9
第

3
項

の
規

定
に

基
づ

き
、

運
営

費
交

付
金

債
務

の
残

高
を

全
額

収
益

に
振

替
え

て
お

り
ま

す
。

(1
4
)　

地
方

公
共

団
体

等
か

ら
の

財
源

措
置

の
明

細

  
  

  
  

  
補

助
金

等
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

(
1
5
)
　

役
員

及
び

教
職

員
の

給
与

の
明

細
（
単

位
：
千

円
、

人
）

注
１

)
 
役

員
に

対
す

る
報

酬
は

、
公

立
大

学
法

人
九

州
歯

科
大

学
役

員
報

酬
規

程
に

基
づ

き
算

出
を

行
っ

て
お

り
ま

す
。

注
２

）
教

職
員

の
給

与
及

び
退

職
手

当
は

、
公

立
大

学
法

人
九

州
歯

科
大

学
職

員
給

与
規

程
、

公
立

大
学

法
人

九
州

歯
科

大
学

教
員

年
俸

規
程

及
び

公
立

大
学

法
人

九
州

歯
科

大
学

　
　

　
職

員
退

職
手

当
規

程
に

基
づ

き
算

出
を

行
っ

て
お

り
ま

す
。

な
お

、
退

職
手

当
は

給
料

月
額

に
勤

続
期

間
を

勘
案

し
て

算
出

を
行

っ
て

お
り

ま
す

。
注

３
）

役
員

、
教

職
員

の
支

給
人

数
に

は
年

間
平

均
支

給
人

員
数

を
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

ま
た

、
退

職
給

付
に

は
期

末
時

の
総

支
給

人
員

数
を

記
載

し
て

お
り

ま
す

。
注

４
）

報
酬

又
は

給
与

欄
に

は
法

定
福

利
費

(
2
5
0
,
3
6
9
千

円
)
が

含
ま

れ
て
お

り
ま

す
。

注
５

）
報

酬
又

は
給

与
欄

に
は

受
託

研
究

費
に

含
ま

れ
る

人
件

費
は

含
ま

れ
て

お
り

ま
せ

ん
。

1
4

-
1
4

-

平
成

2
9
年

度
-

-

平
成

2
8
年

度
1
2
,9

3
7

-

計
7
2
9
,0

0
8

  
  
  
  
  
  
  
  
 

2
,7

4
6

  
  
  
  
  
  
  
 

計
3
7
,7

3
2

  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

2
3
0

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

7
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

-

平
成

2
4
年

度
9
7

-
9
7

合
　

計

平
成

2
7
年

度

1
,6

5
3
,0

0
4

1
3
7

1
0
2

-
1
0
2

-

1
2
,9

3
7

-

1
,6

3
9
,7

1
4

1
,6

3
9
,7

1
4

教
　

　
員

-

1
3
7

4
6
9
,9

8
6

  
  
  
  
  
  
  
  
 

4
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

5
3
,5

7
0

  
  
  
  
  
  
 

-

支
給

額

3
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

支
給

人
員

 直
接

経
費

-

-
-

厚
生

労
働

省

1
0
2

臨
床

研
修

費
補

助
金

名
　

称

高
齢

者
歯

科
口

腔
機

能
向

上
事

業
費

補
助

金
福

岡
県

4
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

非
常

勤

常
　

勤

1
5
8

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

7
2

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

2
5
9
,0

2
1

  
  
  
  
  
  
  
  
 

計
1
,1

8
0
,3

0
1

  
  
  
  
  
  
  
 

1
0
,1

7
0

  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

1
,1

7
0
,1

3
0

  
  
  
  
  
  
  
 

2
,7

4
6

  
  
  
  
  
  
  
 

-

1
4
9

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

非
常

勤

-

5
3
,5

7
0

  
  
  
  
  
  
 

2
6

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

1
2
3

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

職
　

　
員

常
　

勤

区
　

　
分

-

間
接

経
費

合
　

計

3
6
,7

1
7

  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

非
常

勤

-
直

接
経

費

-

施
設

費
補

助
金

福
岡

県
 直

接
経

費
-

計
-

7
9
,0

9
8

-
2
1
,3

8
4

報
酬

又
は

給
与

役
　

　
　

員

常
　

勤

交
付

年
度

期
首

残
高

交
付

金
当

期
交

付
額

1
3
,2

9
0

-

-

平
成

2
7
年

度
交

付
分

平
成

2
5
年

度

9
7

1
3
7

運
営

費
交

付
金

収
益

1
,6

3
9
,7

1
4-

1
3
7

-

当
期

振
替

額

1
,4

7
1
,2

4
2

1
0
2
,4

8
1

1
1
0
,6

8
1

4
,7

3
7

1
4

-

平
成

2
6
年

度

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

-

資
産

見
返

補
助

金
等

1
2
,9

3
7

- - - -

- -
3
5
,7

5
6

建
設

仮
勘

定
見

返
補

助
金

等

-
-

-

-

1
,6

3
9
,7

1
4

小
　

計

-
-

資
本

剰
余

金
期

末
残

高

9
7

1
0
2

1
4

1
3
7

平
成

2
8
年

度
交

付
分-

合
　

計

1
,4

7
1
,2

4
2

7
1
,0

8
0

1
,6

5
3
,0

0
4

6
5
,9

9
0

平
成

2
9
年

度
交

付
分

1
,6

3
9
,7

1
4

交
付

元

-
-

-
-

1
,6

5
3
,0

0
4

1
2
,9

3
7

1
0
2

9
7

会
計

基
準

第
7
9
第

3
項

に
よ

る
振

替
額

 注
）

費
用

進
行

基
準

に
よ

る
も

の

期
間

進
行

基
準

に
よ

る
も

の

業
務

等
区

分

合
　

計

平
成

2
5
年

度
交

付
分

平
成

2
4
年

度
交

付
分

1
4

平
成

2
6
年

度
交

付
分

-

摘
要

資
本

剰
余

金
長

期
預

り
補

助
金

等
収

益
期

末
残

高

-
3
5
,7

5
6

-

当
期

振
替

額

-

-
9
,1

3
6

-

-
9
,4

6
0

- --

-

-
-

-

-
-

-

-
5
7
,7

1
4

-

-

支
給

人
員

退
職

給
付

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

-

-
2
1
,3

8
4

合
計

常
　

勤
1
,6

7
6
,8

3
4

  
  
  
  
  
  
  
 

1
9
8

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

5
6
,3

1
6

  
  
  
  
  
  
 

1
5

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

計
1
,9

4
7
,0

4
1

  
  
  
  
  
  
  
 

3
8
6

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

5
6
,3

1
6

  
  
  
  
  
  
 

1
5

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

非
常

勤
2
7
0
,2

0
7

  
  
  
  
  
  
  
  
 

1
8
8

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

4
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 -

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

1
1

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

1
1

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

地
方

創
生

推
進

事
業

補
助

金
厚

生
労

働
省

 直
接

経
費

-
-

9
,1

3
6

厚
生

労
働

省
 直

接
経

費
-

経
費

の
別

期
首

残
高

当
期

交
付

額

課
題

解
決

型
高

度
医

療
人

材
養

成
補

助
金

 直
接

経
費

-

-

-
-

3
,3

6
1

-

-
-

-
-

8
,2

0
0

-

-
-

-
5
7
,7

1
4

-
3
,3

6
1

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

-
9
,4

6
0

-

-
2
1
,3

8
4

1
,0

1
5

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

支
給

額

2
1
,3

8
4

7
9
,0

9
8

-
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平
成
30
年
10
月
２
日
　
火
曜
日

(1
6
)　

開
示

す
べ

き
セ

グ
メ

ン
ト

情
報

（
単

位
：
千

円
）

注
１

）
セ

グ
メ

ン
ト

区
分

は
、

業
務

内
容

に
応

じ
て

区
分

し
て

お
り

ま
す

。

注
２

）
帰

属
資

産
の

う
ち

「
消

去
又

は
法

人
共

通
」
は

、
各

セ
グ

メ
ン

ト
に

配
賦

し
な

か
っ

た
資

産
で

あ
り

、
そ

の
内

容
は

現
金

及
び

預
金

5
8
5
,1

6
0
千

円
で

す
。

注
３

）
目

的
積

立
金

取
り

崩
し

を
財

源
と

す
る

費
用

は
、

附
属

病
院

7
8
,5

4
3
千

円
、

そ
の

他
6
2
6
千

円
で

あ
り

ま
す

。

（
単

位
：
千

円
）

注
５

）
人

件
費

の
配

分
方

法
に

つ
い

て

　
　

　
　

附
属

病
院

の
人

件
費

は
、

セ
グ

メ
ン

ト
で

発
生

し
た

額
お

よ
び

附
属

病
院

に
お

け
る

教
員

の
勤

務
実

態
に

基
づ

い
た

診
療

時
間

に
係

る
人

件
費

を
加

算
し

て
お

り
ま

す

　
　

　
  

注
６

）
運

営
費

交
付

金
収

益
の

配
分

方
法

に
つ

い
て

運
営

費
交

付
金

の
交

付
基

準
を

考
慮

し
た

方
法

で
算

定
し

て
お

り
ま

す
。

補
助

金
等

収
益

資
産

見
返

負
債

戻
入

受
託

研
究

等
収

益
-

注
４

）
各

セ
グ

メ
ン

ト
別

の
損

益
外

減
価

償
却

相
当

額
、

並
び

に
引

当
外

賞
与

増
加

見
積

額
及

び
引

当
外

退
職

給
付

増
加

見
積

額
は

次
の

と
お

り

-
4
,7

1
5

建
物

1
2
,8

7
8
,0

1
2

2
,0

3
1
,4

1
7

帰
属

資
産

4
4
3
,1

1
3

1
6
,0

0
4
,4

8
1

7
,2

6
1
,1

0
9

7
,6

2
9
,6

3
5

8
,3

7
4
,8

4
5

1
2
,8

7
8
,0

1
2

そ
の

他

2
5
0

8
1
1
,3

8
9

4
7
,2

9
5

4
2
,3

0
8

3
5
,7

5
6

1
7

構
築

物

合
　

　
計

損
益

外
減

価
償

却
相

当
額

-
5
3
7
,5

6
7

5
3
7
,5

6
7

雑
益

7
,5

8
2

1
,4

0
1
,0

5
31

5
6
,8

1
6

寄
附

金
収

益
-

2
0
,7

2
0

2
0
,7

2
0

1
4
,5

0
7

5
7
,7

1
4

3
8
,8

6
2

財
務

収
益 小

　
　

計

業
務

損
益

引
当

外
退

職
給

付
増

加
見

積
額

1
,2

0
9

3
,0

9
5

3
,8

1
3

▲
 1

0
9
,0

9
5

▲
 1

0
7
,8

8
5

引
当

外
賞

与
増

加
見

積
額

7
1
8

▲
 5

0
,6

4
3

2
,0

3
1
,4

1
7

2
8
3
,4

1
0

2
8
3
,6

6
0

5
,6

1
6
,9

0
3

-

▲
 9

7
,9

3
9

区
　

　
分

附
属

病
院

そ
の

他

土
地

3
6
8
,2

7
6

2
8
3
,6

6
0

5
8
5
,1

6
0

1
,3

9
6
,5

5
0

5
8
5
,1

6
0

1
6
,5

8
9
,6

4
1

▲
 5

0
,6

4
3

- --
5
6
,8

1
6

-
4
6
,4

4
4

-
2
,0

3
1
,4

1
7

-

3
,2

9
0
,0

3
9

-
5
7
,7

1
4

4
,7

1
5

4
,7

1
5

-
2
0
,7

2
0

2
1
,9

5
8

-
1
,0

4
5
,8

0
4

-
4
7
5
,8

8
0

1
,5

8
1
,9

2
3

-

-
1
,0

4
5
,8

0
4

附
属

病
院

収
益

1
,0

4
5
,8

0
4

4
7
5
,8

8
0

4
7
5
,8

8
0

1
,2

8
4
,5

2
2

1
,5

8
1
,9

2
3

運
営

費
交

付
金

収
益

学
生

納
付

金
収

益
-

2
9
7
,4

0
1

業
務

収
益

-
3
,3

4
0
,6

8
3

-

雑
損

-

2
,2

5
0

受
託

研
究

費
-

人
件

費
8
4
2
,9

4
9

1
,1

6
0
,4

0
9

財
務

費
用

1
,4

2
40

一
般

管
理

費

8
2
5

-

2
,2

5
0

7
3

7
3

1
,8

4
1
,6

9
0

3
,3

4
0
,6

8
3

小
　

　
計

1
,4

9
8
,9

9
2

研
究

経
費

-

2
,0

0
3
,3

5
8

6
5
4
,6

1
8

-

6
5
4
,6

1
8

4
7
,7

4
7

4
,0

4
3

4
,0

4
3

2
,0

0
3
,3

5
8

1
6
9
,6

0
5

1
6
9
,6

0
5

6
5
4
,6

1
8

診
療

経
費

教
育

研
究

支
援

経
費

-

-
- -

4
,0

4
3

4
7
,7

4
7

4
7
,7

4
7

附
属

病
院

そ
の

他
小

　
　

計

3
,0

3
2
,0

6
7

1
5
2
,6

9
2

業
務

費
用

業
務

費
1
,4

9
7
,5

6
8

区
　

　
分

1
,5

3
4
,4

9
9

教
育

経
費

-
1
5
2
,6

9
2

4
6
,4

4
4

1
,8

8
8
,9

8
6

3
,2

9
0
,0

3
9

-

合
　

　
計

消
去

又
は

法
人

共
通

3
,0

3
2
,0

6
7

1
5
2
,6

9
2

-

1
8

1
6
9
,6

0
5

-

1
8

-- -
3
0
6
,2

9
2

3
0
6
,2

9
2

3
0
6
,2

9
2

-
7
3
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平
成
30
年
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月
２
日
　
火
曜
日

(1
7
) 
 寄

附
金

の
明

細

（
単

位
：
千

円
）

「
九

州
歯

科
大

学
基

金
」

（
単

位
：
千

円
）

(1
8
) 
 受

託
研

究
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

(1
9
) 
 共

同
研

究
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

(2
0
) 
 受

託
事

業
等

の
明

細

(2
1
)　

科
学

研
究

費
補

助
金

等
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

注
）
上
段
（
　
）
内
に
直
接
経
費
相
当
額
を
、
下
段
に
間
接
経
費
相
当
額
を
記
載
し
て
お
り
ま
す
。

3
,6

0
0

(8
,5

5
0
)

(4
)

3
,1

9
1

当
期

受
入

額
件

　
　

数

-

摘
　

　
要

種
　

　
目

日
本

学
術

研
究

会
科

学
研

究
費

補
助

金
・
基

礎
研

究
Ｂ

合
　

　
計

5
,4

9
9

8
1
0

附
属

病
院

-
-

当
期

受
入

額

注
）
当

期
受

入
額

は
、

固
定

資
産

5
,7

7
6
千

円
（
5
件

）
、

管
理

物
品

費
4
,8

0
0
千

円
（
2
4
件

）
及

び
図

書
7
7
0
千

円
(3

1
2
件

）
の

現
物

寄
附

を
含

ん
で

お
り

ま
す

。

4
,4

6
4

2
,3

2
6

区
　

　
分

-
-

合
　

　
計

1
,6

9
9

期
末

残
高

-

2
,3

8
8

受
託

研
究

等
収

益

附
属

病
院

1
,3

0
0

1
,3

0
0

期
末

残
高

2
9
,3

0
3

3
9
4

8
5
5

3
4

附
属

病
院

-
-

(2
,7

0
0
)

日
本

学
術

研
究

会
科

学
研

究
費

補
助

金
・
挑

戦
萌

芽

2
,8

0
5

3
9

(3
)

そ
の

他

2
,3

8
8

1
,9

9
0

1
,6

9
9

1
,9

9
0

3
,1

9
1

2
,3

2
6

期
首

残
高

そ
の

他

摘
　

　
要

注
）

区
　

　
分

2
9
,3

0
3

期
首

残
高

当
期

受
入

額
受

託
研

究
等

収
益

区
　

　
分

合
　

　
計

摘
　

　
要

8
5
5

3
4

注
）

九
州

歯
科

大
学

基
金

件
　

　
数

区
　

　
分

当
期

受
入

額

当
期

受
入

額
件

　
　

数

合
　

　
計

そ
の

他
3
9
4

2
0

(5
) 5

1
8

(1
) 1

(9
6
)

(1
) -2

(3
)

(2
0
)

2
3
,7

9
5

9
5

日
本

学
術

研
究

会
科

学
研

究
費

補
助

金
（
分

担
金

）
・
挑

戦
萌

芽
3

合
　

　
計

(7
9
,6

1
7
)

9
0

日
本

学
術

研
究

会
科

学
研

究
費

補
助

金
　

特
別

研
究

員
奨

励
費

(1
,1

0
0
) -

(3
0
0
)

日
本

学
術

研
究

会
科

学
研

究
費

補
助

金
（
分

担
金

）
・
基

礎
研

究
Ｂ

(1
,1

2
0
)

3
3
6

(1
,1

6
0
)

日
本

学
術

研
究

会
科

学
研

究
費

補
助

金
（
分

担
金

）
・
基

礎
研

究
Ａ

3
4
8

(2
0
0
)

6
0

日
本

学
術

研
究

会
科

学
研

究
費

補
助

金
（
分

担
金

）
・
基

礎
研

究
Ｃ

日
本

学
術

研
究

会
科

学
研

究
費

補
助

金
（
研

究
ス

タ
ー

ト
）

(1
,6

0
0
)

4
8
0

日
本

学
術

研
究

会
科

学
研

究
費

補
助

金
・
基

礎
研

究
Ｃ

注
）
「
当

期
受

入
額

」
及

び
「
件

数
」
は

、
寄

附
金

の
明

細
「
当

期
受

入
額

」
及

び
「
件

数
」
に

含
ま

れ
て

お
り

ま
す

。

(2
)

(1
8
,3

3
1
)

(1
8
)

日
本

学
術

研
究

会
科

学
研

究
費

補
助

金
・
若

手
Ｂ

(4
4
,5

5
5
)

1
3
,3

6
6

4

(3
9
)

　
　

　
　

　
該

当
事

項
は

あ
り

ま
せ

ん
。

3

-
-

4
,4

6
4

3
,6

0
0
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成
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２
日
　
火
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日

(2
2
)　

上
記

以
外

の
主

な
資

産
、

負
債

、
費

用
及

び
収

益
の

明
細

①
現

金
及

び
預

金

（
単

位
：
千

円
）

②
未

　
払

　
金

（
単

位
：
千

円
）

区
　

　
分

金
　

　
額

摘
　

　
要

現
金

1
,0

2
7

小
口

現
金

（
1
0
0
千

円
）
及

び
つ

り
銭

現
金

（
1
0
0
千

円
）
を

含
む

普
通

預
金

5
8
4
,1

3
3

合
　

　
計

5
8
5
,1

6
0

区
　

　
分

金
　

　
額

摘
　

　
要

人
件

費
7
4
,6

0
1

退
職

給
付

費
用

（
 7

5
,2

4
3
千

円
）
を

含
む

合
　

　
計

2
2
8
,7

8
5

固
定

資
産

7
,3

4
7

そ
の

他
1
4
6
,8

3
6



第
４
０
３
１
号

福
岡

県
公

報
34

平
成
30
年
10
月
２
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　公告

　地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第34条第３項の規定に基づき、公立大学

法人福岡女子大学平成29年度財務諸表について、次のとおり公告します。

　　平成30年10月２日

公立大学法人福岡女子大学　　

理事長　梶山　千里　　
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平
成
30
年
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月
２
日
　
火
曜
日

(単
位

:千
円

)

資
産

の
部

Ⅰ
　

固
定

資
産

１
 有

形
固

定
資

産

土
地

3
,1

9
1
,6

6
5

建
物

1
0
,6

1
8
,0

5
4

　
減

価
償

却
累

計
額

▲
 9

1
2
,7

2
3

9
,7

0
5
,3

3
1

構
築

物
2
0
2
,1

5
7

　
減

価
償

却
累

計
額

▲
 4

3
,8

0
6

1
5
8
,3

5
0

工
具

器
具

備
品

1
,0

5
2
,4

2
6

　
減

価
償

却
累

計
額

▲
 7

4
3
,0

6
4

3
0
9
,3

6
2

図
書

7
0
6
,8

1
0

美
術

品
1
0
,4

0
0

　
　

　
　

有
形

固
定

資
産

合
計

1
4
,0

8
1
,9

2
0

２
 無

形
固

定
資

産

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

2
5
,5

3
8

電
話

加
入

権
1
4
7

　
　

　
　

無
形

固
定

資
産

合
計

2
5
,6

8
5

　
　

　
　

　
 　

　
　

　
固

定
資

産
合

計
1
4
,1

0
7
,6

0
6

Ⅱ
　

流
動

資
産

現
金

及
び

預
金

5
6
4
,3

8
1

未
収

学
生

納
付

金
収

入
5
,1

3
4

　
徴

収
不

能
引

当
金

▲
 3

,0
3
6

2
,0

9
8

そ
の

他
の

未
収

入
金

9
,6

7
1

　
徴

収
不

能
引

当
金

▲
 1

,2
5
7

8
,4

1
4

前
払

費
用

3
0

た
な

卸
資

産
4
4
6

　
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 流

動
資

産
合

計
5
7
5
,3

7
0

　
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 資

産
合

計
1
4
,6

8
2
,9

7
7

貸
借

対
照

表

(平
成

3
0
年

3
月

3
1
日

)
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貸
借

対
照

表

(平
成

3
0
年

3
月

3
1
日

)

負
債

の
部

Ⅰ
　

固
定

負
債

資
産

見
返

負
債

　
資

産
見

返
運

営
費

交
付

金
等

2
8
2
,0

3
6

　
資

産
見

返
補

助
金

等
3
1
2
,8

2
0

　
資

産
見

返
寄

附
金

1
7
,2

0
2

　
資

産
見

返
物

品
受

贈
額

6
4
4
,1

0
4

1
,2

5
6
,1

6
3

長
期

リ
ー

ス
債

務
3
8
,9

3
7

　
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 固

定
負

債
合

計
1
,2

9
5
,1

0
0

Ⅱ
　

流
動

負
債

寄
附

金
債

務
1
5
9
,9

0
7

前
受

受
託

研
究

費
等

3
,8

1
2

預
り

科
学

研
究

費
補

助
金

等
2
1
,2

3
0

未
払

金
1
4
4
,5

4
2

未
払

消
費

税
等

5
0
3

前
受

金
2
,0

4
6

預
り

金
1
1
,2

7
7

リ
ー

ス
債

務
2
8
,5

5
1

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

 流
動

負
債

合
計

3
7
1
,8

7
2

　
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
負

債
合

計
1
,6

6
6
,9

7
3

純
資

産
の

部

Ⅰ
　

資
本

金 地
方

公
共

団
体

出
資

金
1
3
,6

4
2
,8

0
2

  
  
  
  
  
  
 　

  
  
  
資

本
金

合
計

1
3
,6

4
2
,8

0
2

Ⅱ
　

資
本

剰
余

金

資
本

剰
余

金
1
0
,4

7
2

損
益

外
減

価
償

却
累

計
額

(▲
)

▲
 8

6
6
,1

7
7

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 資

本
剰

余
金

合
計

▲
 8

5
5
,7

0
5

Ⅲ
　

利
益

剰
余

金

前
中

期
目

標
期

間
繰

越
積

立
金

1
0
6
,4

1
5

目
的

積
立

金
4
7
,4

4
0

積
立

金
9
0
0

当
期

未
処

分
利

益
7
4
,1

5
0

（
う

ち
当

期
総

利
益

）
（
7
4
,1

5
0
）

　
　

　
　

　
　

　
　

利
益

剰
余

金
合

計
2
2
8
,9

0
6

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

純
資

産
合

計
1
3
,0

1
6
,0

0
4

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

負
債

純
資

産
合

計
1
4
,6

8
2
,9

7
7
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経
常

費
用

業
務

費
教

育
経

費
3
7
8
,6
0
8

研
究

経
費

2
3
4
,7
6
1

教
育

研
究

支
援

経
費

7
1
,5
9
1

受
託

研
究

費
9
,2
6
6

受
託

事
業

費
5
,5
4
4

役
員

人
件

費
3
6
,3
9
9

教
員

人
件

費
9
4
5
,8
7
3

職
員

人
件

費
3
0
4
,8
5
8

1
,9
8
6
,9
0
3

一
般

管
理

費
1
6
3
,2
1
8

財
務

費
用

支
払

利
息

4
,1
9
6

4
,1
9
6

　
　
　
　
　
経

常
費

用
合

計
2
,1
5
4
,3
1
9

経
常

収
益

運
営

費
交

付
金

収
益

1
,1
3
8
,8
8
8

授
業

料
収

益
5
3
5
,5
8
5

入
学

金
収

益
9
7
,4
5
4

検
定

料
収

益
1
6
,2
5
3

受
託

研
究

等
収

益
そ
の
他

の
団

体
か
ら
の
受

託
研

究
等

収
益

9
,3
3
4

9
,3
3
4

受
託

事
業

等
収

益
国

又
は
地

方
公

共
団

体
か
ら
の
受

託
事

業
等

収
益

5
,5
4
4

5
,5
4
4

補
助

金
収

益
6
7
,3
6
2

寄
附

金
収

益
1
0
,2
8
0

資
産

見
返

負
債

戻
入

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

等
戻

入
1
9
,1
6
9

資
産

見
返

補
助

金
等

戻
入

1
1
7
,1
0
8

資
産

見
返

寄
附

金
戻

入
4
,2
4
1

資
産

見
返

物
品

受
贈

額
戻

入
1
0
,1
6
9

1
5
0
,6
8
8

財
務

収
益

受
取

利
息

1
2

延
滞

金
2
6
2

そ
の
他

の
財

務
収

益
2
6

3
0
1

雑
益 財

産
貸

付
料

収
益

7
2
,4
6
2

手
数

料
収

益
2
5
6

間
接

経
費

収
入

1
2
,3
5
0

そ
の
他

の
雑

益
2
2
,1
8
8

1
0
7
,2
5
7

　
　
　
　
　
経

常
収

益
合

計
2
,1
3
8
,9
4
9

経
常

損
失

1
5
,3
7
0

臨
時

利
益

運
営

費
交

付
金

収
益

5
,5
1
7

5
,5
1
7

当
期

純
損

失
9
,8
5
3

目
的

積
立

金
取

崩
額

8
4
,0
0
3

当
期

総
利

益
7
4
,1
5
0

損
益

計
算

書
(平

成
2
9
年

4
月

1
日

～
平

成
3
0
年

3
月

3
1
日

)
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キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

計
算

書
(平

成
2
9
年

4
月

1
日

～
平

成
3
0
年

3
月

3
1
日

)

(単
位

:千
円

)

金
　

　
　

　
額

Ⅰ
　

業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

原
材

料
、

商
品

又
は

サ
ー

ビ
ス

の
購

入
に

よ
る

支
出

▲
 5

2
2
,8

2
2

人
件

費
支

出
▲

 1
,3

8
7
,2

6
5

そ
の

他
の

業
務

支
出

▲
 1

7
0
,5

8
3

運
営

費
交

付
金

収
入

1
,1

4
1
,3

7
1

授
業

料
収

入
5
2
0
,1

1
5

入
学

金
収

入
8
4
,9

3
0

検
定

料
収

入
1
6
,2

5
3

受
託

研
究

等
収

入
6
,3

6
2

受
託

事
業

等
収

入
6
,6

2
1

補
助

金
等

収
入

1
0
1
,4

6
3

寄
附

金
収

入
1
8
,2

8
2

そ
の

他
の

収
入

1
0
6
,7

8
6

預
り

科
学

研
究

費
補

助
金

等
の

純
増

減
額

1
4
,2

4
4

　
　

 業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

▲
 6

4
,2

4
1

Ⅱ
　

投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

有
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

▲
 3

3
,9

6
5

無
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

▲
 1

9
,6

1
7

　
　

小
計

▲
 5

3
,5

8
2

利
息

及
び

配
当

金
の

受
取

額
1
2

　
　

 投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

▲
 5

3
,5

7
0

Ⅲ
　

財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

リ
ー

ス
債

務
の

返
済

に
よ

る
支

出
▲

 2
7
,0

3
7

　
　

小
計

▲
 2

7
,0

3
7

利
息

の
支

払
額

▲
 4

,1
9
6

　
　

 財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

▲
 3

1
,2

3
4

Ⅳ
　

資
金

減
少

額
1
4
9
,0

4
6

Ⅴ
　

資
金

期
首

残
高

7
1
3
,4

2
7

Ⅵ
　

資
金

期
末

残
高

5
6
4
,3

8
1

区
　

　
　

　
　

分

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

計
算

書
(平

成
2
9
年

4
月

1
日

～
平

成
3
0
年

3
月

3
1
日

)

(単
位

:千
円

)

金
　

　
　

　
額

Ⅰ
　

業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

原
材

料
、

商
品

又
は

サ
ー

ビ
ス

の
購

入
に

よ
る

支
出

▲
 5

2
2
,8

2
2

人
件

費
支

出
▲

 1
,3

8
7
,2

6
5

そ
の

他
の

業
務

支
出

▲
 1

7
0
,5

8
3

運
営

費
交

付
金

収
入

1
,1

4
1
,3

7
1

授
業

料
収

入
5
2
0
,1

1
5

入
学

金
収

入
8
4
,9

3
0

検
定

料
収

入
1
6
,2

5
3

受
託

研
究

等
収

入
6
,3

6
2

受
託

事
業

等
収

入
6
,6

2
1

補
助

金
等

収
入

1
0
1
,4

6
3

寄
附

金
収

入
1
8
,2

8
2

そ
の

他
の

収
入

1
0
6
,7

8
6

預
り

科
学

研
究

費
補

助
金

等
の

純
増

減
額

1
4
,2

4
4

　
　

 業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

▲
 6

4
,2

4
1

Ⅱ
　

投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

有
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

▲
 3

3
,9

6
5

無
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

▲
 1

9
,6

1
7

　
　

小
計

▲
 5

3
,5

8
2

利
息

及
び

配
当

金
の

受
取

額
1
2

　
　

 投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

▲
 5

3
,5

7
0

Ⅲ
　

財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

リ
ー

ス
債

務
の

返
済

に
よ

る
支

出
▲

 2
7
,0

3
7

　
　

小
計

▲
 2

7
,0

3
7

利
息

の
支

払
額

▲
 4

,1
9
6

　
　

 財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

▲
 3

1
,2

3
4

Ⅳ
　

資
金

減
少

額
1
4
9
,0

4
6

Ⅴ
　

資
金

期
首

残
高

7
1
3
,4

2
7

Ⅵ
　

資
金

期
末

残
高

5
6
4
,3

8
1

区
　

　
　

　
　

分
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科
　
　
　
　
　
目

金
　
　
　
　
　
額

Ⅰ
　
当
期
未
処
分
利
益

7
4
,1
5
0
,3
3
9

　
当
期
総
利
益

7
4
,1
5
0
,3
3
9

Ⅱ
　
積
立
金
振
替
額

1
5
3
,8
5
6
,2
5
2

　
前
中
期
目
標
期
間
繰
越
積
立
金

1
0
6
,4
1
5
,3
1
2

　
教
育
研
究
等
改
善
目
的
積
立
金

4
7
,4
4
0
,9
4
0

Ⅲ
　
利
益
処
分
額

　
積
立
金

2
2
8
,0
0
6
,5
9
1

利
益

の
処
分
に
関
す
る
書
類
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行
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サ
ー

ビ
ス

実
施

コ
ス

ト
計

算
書

(平
成

2
9
年

4
月

1
日

～
平

成
3
0
年

3
月

3
1
日

)

(単
位

:千
円

)

Ⅰ
　

業
務

費
用

(1
)　

損
益

計
算

書
上

の
費

用

業
務

費
1
,9

8
6
,9

0
3

一
般

管
理

費
1
6
3
,2

1
8

財
務

費
用

4
,1

9
6

2
,1

5
4
,3

1
9

(2
)　

（
控

除
）
自

己
収

入
等

授
業

料
収

益
▲

 5
3
5
,5

8
5

入
学

料
収

益
▲

 9
7
,4

5
4

検
定

料
収

益
▲

 1
6
,2

5
3

受
託

研
究

等
収

益
▲

 9
,3

3
4

受
託

事
業

等
収

益
▲

 5
,5

4
4

寄
附

金
収

益
▲

 1
0
,2

8
0

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

等
戻

入
▲

 1
9
,1

6
9

資
産

見
返

寄
附

金
戻

入
▲

 4
,2

4
1

財
務

収
益

▲
 3

0
1

雑
益

▲
 1

0
7
,2

5
7

▲
 8

0
5
,4

2
1

業
務

費
用

合
計

1
,3

4
8
,8

9
8

Ⅱ
　

損
益

外
減

価
償

却
相

当
額

2
4
1
,2

6
7

Ⅲ
　

引
当

外
賞

与
増

加
見

積
額

▲
 1

,0
8
8

Ⅳ
　

引
当

外
退

職
給

付
増

加
見

積
額

9
0
,1

9
5

Ⅴ
　

機
会

費
用

3
,9

2
0

地
方

公
共

団
体

出
資

の
機

会
費

用
5
,5

6
3

9
,4

8
4

Ⅵ
　

行
政

サ
ー

ビ
ス

実
施

コ
ス

ト
1
,6

8
8
,7

5
7

科
　

　
　

　
　

目

国
又

は
地

方
公

共
団

体
財

産
の

無
償

又
は

減
額

さ
れ

た
使

用
料

に
よ

る
貸

借
取

引
の

機
会

費
用

金
　

　
　

　
　

額
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注
 
記
 
事
 
項

 

Ⅰ
 
重
要
な
会
計
方
針
 

１
 

当
事

業
年

度
よ

り
、
「

地
方

独
立

行
政

法
人

会
計

基
準

及
び

地
方

独
立

行
政

法
人

会
計

基
準

注
解

（
平

成
２

９
年

３
月

３

１
日

総
務

省
告

示
第

１
１

７
号

改
訂

）
」
及

び
「
「

地
方

独
立

行
政

法
人

会
計

基
準

」
及

び
「

地
方

独
立

行
政

法
人

会
計

基
準

注
解

」
に

関
す

る
Ｑ

＆
Ａ
（

平
成

２
９

年
５

月
改

訂
 

総
務

省
自

治
行

政
局

 
総

務
省

自
治

財
政

局
 

日
本

公
認

会
計

士
協

会
）」

を
適

用
し

て
お

り
ま

す
。

 
 

２
 

運
営

費
交

付
金

収
益

及
び

授
業

料
収

益
の

計
上

基
準

 

原
則

と
し

て
期

間
進

行
基

準
を

採
用

し
て

お
り

ま
す

。
 

な
お

、
退

職
一

時
金

、
特

別
交

付
金

の
う

ち
の

特
別

経
費

に
つ

い
て

は
、

費
用

進
行

基
準

を
採

用
し

て
お

り
ま

す
。

 
 

３
 

減
価

償
却

の
会

計
処

理
方

法
 

(
１

) 
有

形
固

定
資

産
 

定
額

法
を

採
用

し
て

お
り

ま
す

。
 

耐
用

年
数

に
つ

い
て

は
、
法

人
税

法
上

の
耐

用
年

数
を

基
準

と
し

て
お

り
ま

す
。
主

な
資

産
の

耐
用

年
数

は
以

下
の

と

お
り

で
あ

り
ま

す
。

 

建
物

 
 

 
 

 
 

 
 

７
～

４
７

年
 

構
築

物
 

 
 

 
 

 
 

５
～

４
５

年
 

工
具

器
具

備
品

 
 

 
 

２
～

１
０

年
 

な
お

、
受

託
研

究
等

収
入

に
よ

り
購

入
の

資
産

に
つ

い
て

は
、

当
該

受
託

研
究

期
間

を
耐

用
年

数
と

し
て

お
り

ま
す

。
 

ま
た

、
特

定
の

償
却

資
産

（
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
第

８
５

)の
減

価
償

却
相

当
額

に
つ

い
て

は
、

財
産

的
基

礎
の

減
少

と
考

え
る

べ
き

で
あ

る
こ

と
か

ら
損

益
外

減
価

償
却

累
計

額
と

し
て

資
本

剰
余

金
か

ら
控

除
し

て
表

示
し

て

お
り

ま
す

。
 

 
 
(
２

)
 無

形
固

定
資

産
 

定
額

法
を

採
用

し
て

お
り

ま
す

。
 

な
お

、
法

人
内

利
用

の
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
に

つ
い

て
は

、
法

人
内

に
お

け
る

利
用

可
能

期
間
（

５
年

）
に

基
づ

い
て

償
却

し
て

お
り

ま
す

。
 

 
４

 
引

当
金

の
計

上
基

準
 

(
１

) 
徴

収
不

能
引

当
金

の
計

上
基

準
 

債
権

の
回

収
不

能
に

よ
る

損
失

に
備

え
る

た
め

、
一

般
債

権
に

つ
い

て
は

貸
倒

実
績

率
に

よ
り

、
貸

倒
懸

念
債

権
等

特

定
の

債
権

に
つ

い
て

は
個

別
に

債
権

の
回

収
可

能
性

を
検

討
し

、
回

収
不

能
見

込
額

を
計

上
し

て
お

り
ま

す
。

 
 

 
(
２

)
 賞

与
引

当
金

の
計

上
基

準
 

賞
与

に
つ

い
て

は
、
運

営
費

交
付

金
に

よ
り

財
源

措
置

が
な

さ
れ

る
た

め
、
賞

与
に

係
る

引
当

金
は

計
上

し
て

お
り

ま

せ
ん

。
 

な
お

、
行

政
サ

ー
ビ

ス
実

施
コ

ス
ト

計
算

書
に

お
け

る
引

当
外

賞
与

増
加

見
積

額
は

、
当

事
業

年
度

末
の

引
当

外
賞

与

見
積

額
か

ら
前

事
業

年
度

末
の

同
見

積
額

を
控

除
し

た
額

を
計

上
し

て
お

り
ま

す
。

 
 

 
(
３

)
 退

職
給

付
に

係
る

引
当

金
及

び
見

積
額

の
計

上
基

準
 

退
職

一
時

金
に

つ
い

て
は

、
運

営
費

交
付

金
に

よ
り

財
源

措
置

が
な

さ
れ

る
た

め
、
退

職
給

付
に

係
る

引
当

金
は

計
上

し
て

お
り

ま
せ

ん
。

 

な
お

、
行

政
サ

ー
ビ

ス
実

施
コ

ス
ト

計
算

書
に

お
け

る
引

当
外

退
職

給
付

増
加

見
積

額
は

、
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計

基
準

第
８

７
に

基
づ

き
計

算
さ

れ
た

退
職

一
時

金
に

係
る

退
職

給
付

引
当

金
の

当
期

増
加

額
を

計
上

し
て

お
り

ま
す

。
 

 
 

５
 

行
政

サ
ー

ビ
ス

実
施

コ
ス

ト
計

算
書

に
お

け
る

機
会

費
用

の
計

上
方

法
 

 
 

 
地

方
公

共
団

体
出

資
等

の
機

会
費

用
の

計
算

に
使

用
し

た
利

率
 

 
 

 
 

１
０

年
利

付
国

債
の

平
成

３
０

年
３

月
末

利
回

り
を

参
考

に
、

0
.0

4
5％

で
計

算
し

て
お

り
ま

す
。

 
 

６
 
 リ

ー
ス

取
引

に
つ

い
て

の
会

計
処

理
 

リ
ー

ス
料

総
額

が
３

０
０

万
円

以
上

の
フ

ァ
イ

ナ
ン

ス
・
リ

ー
ス

取
引

に
つ

い
て

は
、
通

常
の

売
買

取
引

に
係

る
方

法
に

準
じ

た
会

計
処

理
に

よ
っ

て
お

り
ま

す
。

 
 

７
 

消
費

税
等

の
会

計
処

理
 

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

等
の

会
計

処
理

方
法

は
、

税
込

方
式

に
よ

っ
て

お
り

ま
す

。
 

 
 

８
 

財
務

諸
表

及
び

附
属

明
細

書
の

表
示

単
位

 

 
 

 
千

円
未

満
切

り
捨

て
に

よ
り

作
成

し
て

お
り

ま
す

。
た

だ
し

、
利

益
の

処
分

に
関

す
る

書
類

に
つ

い
て

は
円

単
位

で
表

示

し
て

お
り

ま
す

。
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  Ⅱ
 
貸
借
対
照
表
関
係
 

 
１

 
賞

与
引

当
金

の
見

積
額

 

運
営

費
交

付
金

か
ら

充
当

さ
れ

る
べ

き
賞

与
引

当
金

の
見

積
額

は
、

8
2
,1

7
5
千

円
で

す
。

 
 

２
 

退
職

給
付

引
当

金
の

見
積

額
 

運
営

費
交

付
金

か
ら

充
当

さ
れ

る
べ

き
退

職
給

付
引

当
金

の
見

積
額

は
、

3
68

,
51

6
千

円
で

す
。

 

 

Ⅲ
 

損
益

計
算

書
関

係
 

Ⅲ
 

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。
 

 Ⅳ
 

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・

フ
ロ

ー
計

算
書
関

係
 

１
 

資
金

の
期

末
残

高
の

貸
借

対
照

表
科

目
別

の
内

訳
 

 
 

平
成

３
０

年
３

月
３

１
日

 

現
金

及
び

預
金

  
 

 
5
6
4,

38
1
千

円
 

 
 

 
 

 
 

 
資

金
期

末
残

高
  

 
 

56
4
,3

8
1
千

円
 

 
２

 
重

要
な

非
資

金
取

引
の

内
容

 

 
 

 
該

当
事

項
は

あ
り

ま
せ

ん
。

 

 Ⅴ
 

行
政

サ
ー

ビ
ス

実
施

コ
ス

ト
計
算

書
関

係
 

１
 

引
当

外
賞

与
増

加
見

積
額

及
び

引
当

外
退

職
給

付
増

加
見

積
額

の
対

象
 

引
当

外
賞

与
増

加
見

積
額

及
び

引
当

外
退

職
給

付
増

加
見

積
額

の
対

象
額

の
中

に
は

、
福

岡
県

か
ら

の
派

遣
職

員
に

係
る

も
の

が
以

下
の

と
お

り
含

ま
れ

て
お

り
ま

す
。

 

・
引

当
外

賞
与

増
加

見
積

額
の

う
ち

派
遣

職
員

に
係

る
額

 
 

 
 

 
 1

,
21

7
千

円
 

・
引

当
外

退
職

給
付

増
加

見
積

額
の

う
ち

派
遣

職
員

に
係

る
額

 
 

 
16

,
89

7
千

円
 

 

Ⅵ
 

金
融

商
品

に
関

す
る

事
項
 

 
１

 
金

融
商

品
の

状
況

に
関

す
る

事
項

 

 
 

 
当

法
人

は
、

資
金

運
用

に
つ

い
て

は
預

金
に

限
定

し
実

施
し

て
お

り
ま

す
。

 

資
金

運
用

に
あ

た
っ

て
は

当
法

人
が

適
用

す
る

地
方

独
立

行
政

法
人

法
第

４
３

条
の

規
定

に
基

づ
い

て
お

り
ま

す
が

、
公

債
・

社
債

及
び

株
式

等
は

保
有

し
て

お
り

ま
せ

ん
。

 
 

 
２

 
金

融
商

品
の

時
価

等
に

関
す

る
事

項
 

期
末

日
に

お
け

る
貸

借
対

照
表

計
上

額
、

時
価

及
び

こ
れ

ら
の

差
額

に
つ

い
て

は
、

次
の

と
お

り
で

あ
り

ま
す

。
 

（
単

位
：

千
円
）

 

 
 

 
 

貸
借

対
照

表
 

計
上

額
（

＊
）
 

時
価

（
＊

）
 

差
額

（
＊

）
 

（
１

）
現

金
及

び
預

金
 

5
6
4
,
3
81
  

5
6
4
,
3
81
  

－
  

（
２

）
未

払
金
 

(
1
4
4
,
54
2
) 

 
(
1
4
4
,5
4
2
) 

－
  

 
 

 
（

＊
）

負
債

で
表

示
さ

れ
る
も

の
に

つ
い

て
は

、（
 

 
）
で

表
示

し
て

お
り

ま
す

。
 

 
（

注
）
金

融
商

品
の

時
価

の
算

定
方
法
 

（
１

）
現

金
及

び
預

金
 

こ
れ

ら
は

短
期

間
で

決
済

さ
れ

る
た

め
、

時
価

は
帳

簿
価

額
に

ほ
ぼ

等
し

い
こ

と
か

ら
、

当
該

帳
簿

価
額

に
よ

っ
て

お
り

ま
す

。
 

 （
２

）
未

払
金
 

 
 

 
未

払
金

は
短

期
間

で
決

済
さ

れ
る

た
め

、
時

価
は

帳
簿

価
額

に
ほ

ぼ
等

し
い

こ
と

か
ら

、
当

該
帳

簿
価

額

に
よ

っ
て

お
り

ま
す

。
 

 



第
４
０
３
１
号

福
岡

県
公

報
43

平
成
30
年
10
月
２
日
　
火
曜
日

  Ⅶ
 

減
損

会
計

関
係
 

 
 

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。
 

 

Ⅷ
 

重
要

な
債

務
負

担
関

係
 

Ⅶ
 

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。
 

 Ⅸ
 

不
要

財
産

に
係

る
納

付
等

関
係
 

（
単

位
：

千
円

）
 

(
1
)  

資
産

種
類
 

建
物
 

建
物
 

(
2
) 

資
産

名
称
 

仮
校

舎
（

Ｄ
Ｅ

棟
）
 

道
場

（
弓

道
場

）
 

(
3
) 

帳
簿

価
額
 

(
1
)
取
得

価
額
 

2
3
8
,
5
87
 

9
,
6
9
0 

(
2
)
減
価

償
却
 

6
6
,
0
0
9 

4
,
9
4
1 

(
3
)
帳
簿

価
額
 

1
7
2
,
5
78
 

4
,
7
4
8 

(
4
) 

不
要

財
産

と
な

っ
た

理
由
 

福
岡

女
子

大
学

施
設

整
備

基
本

計
画
に

基
づ

く
、
新
校

舎
等

の
整

備
に

伴
い

、
既

存
の

施
設

が
不
要

と
な

っ
た
た
め

。
 

(
5
) 

納
付

の
方

法
 

現
物

納
付
 

(
6
) 

納
付

額
 

 
1
7
2
,5
7
8 

 
4
,
7
48
 

(
7
) 

納
付

が
行

わ
れ

た
年

月
日
 

平
成

29
年

7
月

1
0
日
 

(
8
) 

減
資

額
 

2
3
8
,
5
87
 

9
,
6
9
0 

 Ⅹ
 

重
要

な
後

発
事

象
 

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。
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（
単

位
：

千
円

）

当
期

償
却

額
当

期
損

益
内

当
期

損
益

外

建
物

9
,4

3
4
,8

9
1

1
,2

6
5
,5

0
0

2
4
9
,2

5
4

1
0
,4

5
1
,1

3
7

8
6
6
,1

7
7

2
3
7
,9

0
8

-
-

-
9
,5

8
4
,9

5
9
注

１
）

計
9
,4

3
4
,8

9
1

1
,2

6
5
,5

0
0

2
4
9
,2

5
4

1
0
,4

5
1
,1

3
7

8
6
6
,1

7
7

2
3
7
,9

0
8

-
-

-
9
,5

8
4
,9

5
9

建
物

1
6
5
,7

8
3

1
,1

3
4

-
1
6
6
,9

1
7

4
6
,5

4
6

1
3
,7

6
0

-
-

-
1
2
0
,3

7
1

構
築

物
2
0
2
,1

5
7

-
-

2
0
2
,1

5
7

4
3
,8

0
6

6
,3

4
1

-
-

-
1
5
8
,3

5
0

工
具

器
具

備
品

1
,0

4
3
,2

7
3

9
,1

5
2

-
1
,0

5
2
,4

2
6

7
4
3
,0

6
4

1
5
3
,3

8
8

-
-

-
3
0
9
,3

6
2
注

２
）

図
書

6
9
8
,2

6
6

8
,5

4
4

-
7
0
6
,8

1
0

-
-

-
-

-
7
0
6
,8

1
0

計
2
,1

0
9
,4

8
0

1
8
,8

3
1

-
2
,1

2
8
,3

1
1

8
3
3
,4

1
6

1
7
3
,4

9
0

-
-

-
1
,2

9
4
,8

9
4

非
償

却
資

産
土

地
3
,1

9
1
,6

6
5

-
-

3
,1

9
1
,6

6
5

-
-

-
-

-
3
,1

9
1
,6

6
5

美
術

品
1
0
,4

0
0

-
-

1
0
,4

0
0

-
-

-
-

-
1
0
,4

0
0

計
3
,2

0
2
,0

6
5

-
-

3
,2

0
2
,0

6
5

-
-

-
-

-
3
,2

0
2
,0

6
5

土
地

3
,1

9
1
,6

6
5

-
-

3
,1

9
1
,6

6
5

-
-

-
-

-
3
,1

9
1
,6

6
5

建
物

9
,6

0
0
,6

7
4

1
,2

6
6
,6

3
4

2
4
9
,2

5
4

1
0
,6

1
8
,0

5
4

9
1
2
,7

2
3

2
5
1
,6

6
8

-
-

-
9
,7

0
5
,3

3
1

構
築

物
2
0
2
,1

5
7

-
-

2
0
2
,1

5
7

4
3
,8

0
6

6
,3

4
1

-
-

-
1
5
8
,3

5
0

工
具

器
具

備
品

1
,0

4
3
,2

7
3

9
,1

5
2

-
1
,0

5
2
,4

2
6

7
4
3
,0

6
4

1
5
3
,3

8
8

-
-

-
3
0
9
,3

6
2

図
書

6
9
8
,2

6
6

8
,5

4
4

-
7
0
6
,8

1
0

-
-

-
-

-
7
0
6
,8

1
0

美
術

品
1
0
,4

0
0

-
-

1
0
,4

0
0

-
-

-
-

-
1
0
,4

0
0

計
1
4
,7

4
6
,4

3
7

1
,2

8
4
,3

3
1

2
4
9
,2

5
4

1
5
,7

8
1
,5

1
4

1
,6

9
9
,5

9
3

4
1
1
,3

9
8

-
-

-
1
4
,0

8
1
,9

2
0

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

4
4
,8

0
0

1
4
,5

2
0

-
5
9
,3

2
0

3
3
,7

8
2

3
,9

6
9

-
-

-
2
5
,5

3
8
注

３
）

電
話

加
入

権
1
4
7

-
-

1
4
7

-
-

-
-

-
1
4
7

計
4
4
,9

4
7

1
4
,5

2
0

-
5
9
,4

6
8

3
3
,7

8
2

3
,9

6
9

-
-

-
2
5
,6

8
5

当
期

増
減

額
の

主
な

要
因

は
以

下
の

と
お

り
で

あ
り

ま
す

。

(
2
)
　

た
な

卸
資

産
の

明
細

（
単

位
：

千
円

）

種
　

類
期

首
残

高
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額
期

末
残

高
摘

　
要

当
期

購
入

・
製

造
・

振
替

そ
の

他
払

出
・

振
替

そ
の

他

貯
蔵

品
4
9
6

1
,
0
1
6

-
1
,
0
6
5

-
4
4
6

計
4
9
6

1
,
0
1
6

-
1
,
0
6
5

-
4
4
6

注
１

）
建

物
の

当
期

増
加

額
は

、
講

義
棟

1
,
2
6
5
,
5
0
0
千

円
の

取
得

等
に

よ
る

も
の

で
あ

り
ま

す
。

ま
た

当
期

減
少

額
は

、
仮

校
舎

（
D
E
棟

）
2
3
8
,
5
8
7
千

円
お

よ
び

道
場

（
弓

道
場

）
9
,
6
9
0
千

円
の

処
分

等
に

よ
る

も
の

で
あ

り
ま

す
。

注
３

）
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
の

当
期

増
加

額
は

、
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
機

器
構

築
1
3
,
6
0
2
千

円
の

購
入

等
に

よ
る

も
の

で
あ

り
ま

す
。

無
形

固
定

資
産

（
特

定
償

却
資

産
以

外
）

減
損

損
失

累
計

額

有
形

固
定

資
産

（
特

定
償

却
資

産
以

外
）

有
形

固
定

資
産

合
計

有
形

固
定

資
産

（
特

定
償

却
資

産
）

注
２

）
工

具
器

具
備

品
の

当
期

増
加

額
は

、
E
n
S
p
i
r
e
モ

ノ
ク

ロ
メ

ー
タ

ー
2
,
3
9
3
千

円
、

ビ
デ

オ
会

議
シ

ス
テ

ム
3
,
9
9
6
千

円
の

購
入

等
に

よ
る

も
の

で
あ

り
ま

す
。

（
１

）
 
固

定
資

産
の

取
得

及
び

処
分

並
び

に
減

価
償

却
費

（
「

第
8
5
　

特
定

の
償

却
資

産
の

減
価

に
係

る
会

計
処

理
」

お
よ

び
「

第
8
8
 
資

産
除

去
債

務
に

係
る

特
定

の
除

去
費

用
等

の
会

計
処

理
」

に
よ

る
損

益
外

減
価

償
却

相
当

額
も

含
む

。
）

の
明

細
な

ら
び

に
減

損
損

失
の

明
細

資
　

産
　

の
　

種
　

類
期

首
残

高
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額
期

末
残

高

減
価

償
却

累
計

額
差

引
当

期
末

残
高

摘
要
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(3
)　

有
価

証
券

の
明

細

(3
)－

1
　

流
動

資
産

と
し

て
計

上
さ

れ
た

有
価

証
券

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(3
)－

2
　

投
資

そ
の

他
の

資
産

と
し

て
計

上
さ

れ
た

有
価

証
券

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(4
)　

長
期

貸
付

金
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(5
)　

長
期

借
入

金
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(6
)　

引
当

金
の

明
細

(6
)－

1
　

引
当

金
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(6
)－

2
　

貸
付

金
等

に
対

す
る

貸
倒

引
当

金
の

明
細

区
　

分
貸

付
金

等
の

残
高

貸
倒

引
当

金
の

残
高

摘
要

期
首

残
高

当
期

増
減

額
期

末
残

高
期

首
残

高
当

期
増

減
額

期
末

残
高

未
収

学
生

納
付

金
収

入
5
,5

8
3

▲
 4

4
9

5
,1

3
4

3
,2

1
4

▲
 1

7
8

3
,0

3
6

注
）

そ
の

他
の

未
収

入
金

4
1
,7

6
6

▲
 3

2
,0

9
4

9
,6

7
1

1
,1

1
1

1
4
6

1
,2

5
7

注
）

計
4
7
,3

4
9

▲
 3

2
,5

4
3

1
4
,8

0
5

4
,3

2
6

▲
 3

2
4
,2

9
3

(6
)－

3
　

退
職

給
付

引
当

金
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(7
)　

資
産

除
去

債
務

の
明

細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(8
)　

保
証

債
務

の
明

細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(9
)　

資
本

金
及

び
資

本
剰

余
金

の
明

細

区
　

分
期

首
残

高
当

期
増

加
額

当
期

減
少

額
期

末
残

高
摘

要

資
本

金
設

立
団

体
(福

岡
県

)出
資

金
1
2
,4

1
2
,0

1
2

1
,2

6
5
,5

0
0

3
4
,7

1
0

1
3
,6

4
2
,8

0
2

計
1
2
,4

1
2
,0

1
2

1
,2

6
5
,5

0
0

3
4
,7

1
0

1
3
,6

4
2
,8

0
2

資
本

剰
余

金
無

償
譲

渡
1
0
,4

7
2

-
-

1
0
,4

7
2

施
設

費
2
3
9
,5

6
4

-
2
3
9
,5

6
4

-

県
出

資
金

▲
 2

5
,0

2
0

2
5
,0

2
0

-
-

計
2
2
5
,0

1
6

2
5
,0

2
0

2
3
9
,5

6
4

1
0
,4

7
2

損
益

外
減

価
償

却
累

計
額

▲
 6

9
6
,5

2
0

▲
 2

4
1
,2

6
7

▲
 7

1
,6

1
0

▲
 8

6
6
,1

7
7

差
引

計
▲

 4
7
1
,5

0
4

▲
 2

1
6
,2

4
7

1
6
7
,9

5
3

▲
 8

5
5
,7

0
5

(1
0
)　

積
立

金
等

の
明

細
及

び
目

的
積

立
金

の
取

崩
し

の
明

細

(1
0
)－

1
　

積
立

金
の

明
細

区
分

期
首

残
高

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

期
末

残
高

摘
要

1
2
6
,1

3
2

5
,3

1
2

8
4
,0

0
3

4
7
,4

4
0

注
1
）

9
0
0

-
-

9
0
0

1
0
6
,4

1
5

-
-

1
0
6
,4

1
5

2
3
3
,4

4
7

5
,3

1
2

8
4
,0

0
3

1
5
4
,7

5
6

(1
0
)－

2
　

目
的

積
立

金
の

取
崩

し
の

明
細

区
分

金
額

摘
要

目
的

積
立

金
取

崩
額

8
4
,0

0
3

（
単

位
：
千

円
）

計

地
方

独
立

行
政

法
人

法
第

4
0

条
第

３
項

積
立

金
（
教

育
研

究
等

改
善

目
的

積
立

金
）

費
用

の
発

生
の

た
め

（
単

位
：
千

円
）

（
単

位
：
千

円
）

（
単

位
：
千

円
）

　
注

）
　

一
般

債
権

に
つ

い
て

は
貸

倒
実

績
率

に
よ

り
、

貸
倒

懸
念

債
権

等
特

定
の

債
権

に
つ

い
て

は
個

別
に

債
権

の
回

収
可

能
性

を
検

討
し

、
  
  
  
  
 回

収
不

能
見

込
額

を
も

っ
て

貸
倒

引
当

金
を

計
上

し
て

お
り

ま
す

。

　
注

1
）
　

当
期

増
加

額
は

、
平

成
2
8
年

度
に

発
生

し
た

当
期

総
利

益
を

県
知

事
の

承
認

を
受

け
積

立
金

と
し

て
整

理
し

た
こ

と
に

よ
る

も
の

で
す

。
　

ま
た

、
当

期
減

少
額

は
、

教
育

研
究

等
改

善
の

た
め

に
充

当
し

た
8
4
,0

0
3
千

円
に

よ
る

も
の

で
す

。

地
方

独
立

行
政

法
人

法
第

4
0

条
第

３
項

積
立

金
（
教

育
研

究
等

改
善

目
的

積
立

金
）

前
中

期
目

標
期

間
繰

越
積

立
金積

立
金
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(1
1
)　

運
営

費
交

付
金

債
務

及
び

運
営

費
交

付
金

収
益

の
明

細

(1
1
)－

1
　

運
営

費
交

付
金

債
務

期
首

残
高

当
期

振
替

額

運
営

費
交

付
金

収
益

資
産

見
返

交
付

金
資

本
剰

余
金

そ
の

他
小

計

平
成

2
6
年

度
2
,2

9
7

-
2
,2

9
7

-
-

-
2
,2

9
7

-

平
成

2
8
年

度
7
3
6

-
7
3
6

-
-

-
7
3
6

-

平
成

2
9
年

度
-

1
,1

4
1
,3

7
1

1
,1

4
1
,3

7
1

-
-

-
1
,1

4
1
,3

7
1

-

合
計

3
,0

3
4

1
,1

4
1
,3

7
1

1
,1

4
4
,4

0
5

-
-

-
1
,1

4
4
,4

0
5

-

(1
1
)－

2
　

運
営

費
交

付
金

収
益

（
単

位
円

）

業
務

等
区

分
2
6
年

度
2
8
年

度
2
9
年

度
交

付
分

　
　

　
合

計

期
間

進
行

基
準

に
よ

る
も

の
-

-
9
0
6
,8

0
5

9
0
6
,8

0
5

費
用

進
行

基
準

に
よ

る
も

の
-

-
2
3
2
,0

8
3

2
3
2
,0

8
3

会
計

基
準

第
7
9
第

3
項

に
よ

る
振

替
額

2
,2

9
7

7
3
6

2
,4

8
2

5
,5

1
7

合
  
計

2
,2

9
7

7
3
6

1
,1

4
1
,3

7
1

1
,1

4
4
,4

0
5

(1
2
)　

地
方

公
共

団
体

等
か

ら
の

財
源

措
置

の
明

細

(1
2
)－

1
　

施
設

費
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(1
2
)－

2
　

補
助

金
等

の
明

細

資
産

見
返

補
助

金
等

建
設

仮
勘

定
見

返
補

助
金

等

資
本

剰
余

金
収

益
計

上

1
4
,3

7
2

5
-

-
1
4
,3

6
6

4
2
,0

1
0

-
-

-
4
2
,0

1
0

9
,6

5
4

-
-

-
9
,6

5
4

1
,3

3
1

-
-

-
1
,3

3
1

6
7
,3

6
8

5
-

-
6
7
,3

6
2

(
1
3
)
　

役
員

及
び

教
職

員
の

給
与

の
明

細

報
酬

又
は

給
与

（
う

ち
退

職
給

付
）

支
給

額
支

給
人

員
支

給
額

支
給

人
員

常
　

勤
3
4
,0

5
6

3
-

-

非
常

勤
8
4
0

4
-

-

計
3
4
,8

9
6

7
-

-

常
　

勤
9
5
5
,5

7
3

1
1
7

( 
3
9
,5

5
9
 )

6

非
常

勤
1
4
0
,8

1
4

9
9

-
-

計
1
,0

9
6
,3

8
8

2
1
6

( 
3
9
,5

5
9
 )

6

常
　

勤
9
8
9
,6

2
9

1
2
0

( 
3
9
,5

5
9
 )

6

非
常

勤
1
4
1
,6

5
4

1
0
3

-
-

計
1
,1

3
1
,2

8
4

2
2
3

( 
3
9
,5

5
9
 )

6

（
注

）
1 2 3 4 5

(1
4
)　

開
示

す
べ

き
セ

グ
メ

ン
ト
情

報

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

　
上

記
明

細
に

は
法

定
福

利
費

が
含

ま
れ

て
お

り
ま

せ
ん

。

　
役

員
に

対
す

る
報

酬
は

、
公

立
大

学
法

人
福

岡
女

子
大

学
役

員
報

酬
規

程
に

基
づ

き
支

給
し

て
お

り
ま

す
。

戦
略

的
基

盤
技

術
高

度
化

支
援

事
業

当
期

交
付

額

　
教

職
員

の
給

与
及

び
退

職
手

当
は

、
公

立
大

学
法

人
福

岡
女

子
大

学
職

員
給

与
規

程
、

公
立

大
学

法
人

福
岡

女
子

大
学

教
員

年
俸

規
程

、
公

立
大

学
法

人
福

岡
女

子
大

学
職

員
退

職
手

当
規

程
、

公
立

大
学

法
人

福
岡

女
子

大
学

非
常

勤
職

員
等

賃
金

規
程

に
基

づ
き

支
給

し
て

お
り

　
役

員
、

教
職

員
の

支
給

人
数

に
は

年
間

平
均

支
給

人
員

数
を

記
載

し
て

お
り

ま
す

。
ま

た
、

退
職

給
付

に
は

総
支

給
人

員
数

を
記

載
し

て

合
計

　
上

記
明

細
に

は
受

託
研

究
等

及
び

受
託

事
業

費
等

に
よ

る
人

件
費

は
含

ま
れ

て
お

り
ま

せ
ん

。

区
 
分

役
員

区
分

（
単

位
：
千

円
）

当
期

振
替

額

交
付

年
度

注
）
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
第

7
9
第

3
項

の
規

定
に

基
づ

き
、

運
営

費
交

付
金

債
務

の
残

高
を

全
額

収
益

に
振

替
え

て
お

り
ま

す
。

摘
要

期
末

残
高

交
付

金
当

期
交

付
額

（
単

位
：
千

円
）

　

合
計

（
単

位
：

千
円

、
人

）

教
職

員

海
外

等
留

学
支

援
制

度

女
性

リ
ー

ダ
ー

養
成

事
業

大
学

教
育

再
生

加
速

事
業
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(1
5
)　
業
務
費
及
び
一

般
管

理
費

の
明

細

(単
位

:千
円

)

教
育
経
費

消
耗

品
費

2
3
,4

9
3

備
品

費
5
,2

2
6

印
刷

製
本

費
7
,6

4
1

水
道

光
熱

費
5
2
,6

9
9

旅
費

交
通

費
2
8
,2

0
8

通
信

運
搬

費
7
,1

4
6

賃
借

料
8
,7

1
8

車
両

燃
料

費
1
8

保
守

費
7
,2

1
0

修
繕

費
5
,5

7
4

損
害

保
険

料
1
,8

4
1

広
告

宣
伝

費
1
1
8

行
事

費
9
,2

6
7

諸
会

費
2
,3

2
8

報
酬

・
委

託
・
手

数
料

9
3
,5

8
1

奨
学

費
1
0
5
,4

8
6

減
価

償
却

費
1
6
,5

0
3

雑
費

3
,5

4
3

3
7
8
,6

0
8

研
究
経
費

消
耗

品
費

2
2
,1

6
8

備
品

費
8
,7

4
3

印
刷

製
本

費
2
9
9

水
道

光
熱

費
2
2
,4

8
6

旅
費

交
通

費
1
7
,8

5
6

通
信

運
搬

費
5
2
4

賃
借

料
1
,8

5
3

車
両

燃
料

費
2

保
守

費
3
3
0

修
繕

費
1
,8

3
6

損
害

保
険

料
7
7

諸
会

費
4
,2

6
6

会
議

費
9
6

報
酬

・
委

託
・
手

数
料

4
8
,3

8
9

減
価

償
却

費
1
0
3
,3

8
8

雑
費

2
,4

3
9

2
3
4
,7

6
1

教
育
研
究
支
援
経
費

消
耗

品
費

1
,7

6
7

印
刷

製
本

費
1
,2

5
5

水
道

光
熱

費
4
,1

6
2

旅
費

交
通

費
1
9
1

通
信

運
搬

費
0

賃
借

料
6
,3

6
6

保
守

費
4
,3

5
8

修
繕

費
8

諸
会

費
2
8
7

報
酬

・
委

託
・
手

数
料

2
2
,7

3
4

減
価

償
却

費
2
6
,9

4
7

雑
費

3
,5

1
1

7
1
,5

9
1

受
託
研
究
費

消
耗

品
費

4
,7

5
0

印
刷

製
本

費
4
2

旅
費

交
通

費
2
,0

0
0

通
信

運
搬

費
4
8

修
繕

費
7
8

諸
会

費
1
1
4

報
酬

・
委

託
・
手

数
料

1
,6

5
3

減
価

償
却

費
5
3
0

雑
費

4
8

9
,2

6
6
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受
託
事
業
費

消
耗

品
費

8
1
2

印
刷

製
本

費
6
7

旅
費

交
通

費
3
,4

8
6

通
信

運
搬

費
1
2

賃
借

料
1
8
4

車
両

燃
料

費
8

損
害

保
険

料
1
1
0

行
事

費
3

報
酬

・
委

託
・
手

数
料

8
1
8

雑
費

4
0

5
,5

4
4

役
員
人
件
費

役
員

人
件

費
報
酬

2
5
,2

3
4

賞
与

9
,6

6
2

法
定

福
利

費
1
,5

0
3

3
6
,3

9
9

教
員
人
件
費

常
勤

教
員

人
件

費
給
料

5
4
0
,8

5
4

賞
与

1
9
4
,0

9
3

退
職

給
付

費
用

3
9
,5

5
9

法
定

福
利

費
1
1
3
,9

5
4

8
8
8
,4

6
1

非
常

勤
教

員
人

件
費

給
料

5
7
,4

1
2

5
7
,4

1
2

9
4
5
,8

7
3

職
員
人
件
費

常
勤

職
員

人
件

費
給
料

7
7
,7

6
3

賞
与

2
6
,4

6
5

法
定

福
利

費
1
5
,4

1
1

給
料

・
プ
ロ
パ
ー

5
8
,4

6
7

賞
与

・
プ
ロ
パ
ー

1
8
,3

6
9

法
定

福
利

費
・
プ
ロ
パ
ー

1
1
,6

7
3

2
0
8
,1

5
1

非
常

勤
職

員
人

件
費

給
料

7
5
,2

4
2

賞
与

8
,1

6
0

法
定

福
利

費
1
3
,3

0
4

9
6
,7

0
6

3
0
4
,8

5
8

一
般
管
理
費

消
耗

品
費

7
,3

1
7

備
品

費
1
,2

6
4

印
刷

製
本

費
4
,1

1
2

水
道

光
熱

費
3
,2

6
0

旅
費

交
通

費
6
,5

6
6

通
信

運
搬

費
3
,1

8
1

賃
借

料
5
,4

4
7

車
両

燃
料

費
2
6
9

福
利

厚
生

費
1
5
4

保
守

費
5
,9

2
3

修
繕

費
5
,4

9
9

損
害

保
険

料
2
,9

9
1

広
告

宣
伝

費
1
4
,6

6
5

行
事

費
9
5
3

会
議

費
1
5
4

報
酬

・
委

託
・
手

数
料

6
4
,0

8
7

租
税

公
課

1
,2

1
6

減
価

償
却

費
3
0
,0

9
0

諸
会

費
2
,5

9
6

雑
費

3
,4

6
6

1
6
3
,2

1
8
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(1
6
) 
 寄

附
金

の
明

細 当
期

受
入

額
件

数
（
件

）
摘

要

1
9
,0

2
5

(2
,2

5
5
)

6
(-

)
注

）

(1
7
) 
 受

託
研

究
の

明
細

期
首

残
高

当
期

受
入

額
受

託
研

究
等

収
益

期
末

残
高

3
6
7

3
,7

4
2

4
,1

1
0

-

(1
8
) 
 共

同
研

究
の

明
細

期
首

残
高

当
期

受
入

額
受

託
研

究
等

収
益

期
末

残
高

2
,0

8
5

3
,6

6
9

5
,2

2
4

5
3
1

(1
9
) 
 受

託
事

業
等

の
明

細

期
首

残
高

当
期

受
入

額
受

託
事

業
等

収
益

期
末

残
高

-
8
,8

2
5

5
,5

4
4

3
,2

8
1

(2
0
)科

学
研

究
費

補
助

金
の

明
細

当
期

受
入

額
件

数
摘

要

(3
,1

5
0
)

6

9
4
5

(6
,3

2
0
)

1
4

1
,8

9
6

(1
8
,9

9
0
)

3
0

5
,6

9
7

(2
,7

0
0
)

5

8
1
0

(8
0
0
)

3

2
4
0

(1
1
,5

0
0
)

1

3
,4

5
0

(1
,3

0
0
)

1

3
9
0

(4
4
,7

6
0
)

6
0

1
3
,4

2
8

注
）
上

段
（
）
内

に
直

接
経

費
相

当
額

を
、

下
段

に
間

接
経

費
相

当
額

を
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

(2
1
)　

上
記

以
外

の
主

な
資

産
、

負
債

、
費

用
及

び
収

益
の

明
細

(2
1
)-

1
 現

金
及

び
預

金

区
　

分
金

　
額

現
金

1
1
4

普
通

預
金

5
6
4
,2

6
6

合
　

計
5
6
4
,3

8
1

(2
1
)-

2
 未

払
金

区
　

分
金

　
額

摘
　

要

人
件

費
4
4
,8

4
6

固
定

資
産

1
8
,7

3
2

そ
の

他
8
0
,9

6
4

合
　

計
1
4
4
,5

4
2

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
　

基
盤

研
究

Ｃ

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
　

若
手

研
究

Ｂ

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
　

新
学

術
領

域

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
　

成
果

公
開

促
進

（
単

位
：
千

円
）

注
）
　

件
数

の
う

ち
、

基
金

に
つ

い
て

は
少

額
雑

多
な

た
め

、
基

金
ご

と
に

１
件

と
し

て
カ

ウ
ン

ト
し

て
お

り
ま

す
。

　
　

( 
 )
は

現
物

寄
附

に
よ

る
も

の
で

、
内

数
と

し
て

記
載

し
て

お
り

、
件

数
に

つ
い

て
は

種
類

が
多

岐
に

わ
た

り
、

か
つ

単
位

が
一

律
で

は
な

い
た

め
、

記
載

を
省

略
し

て
お

り
ま

す
。

種
目

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
　

基
盤

研
究

Ａ

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
　

萌
芽

研
究

（
単

位
：
千

円
）

（
単

位
：
千

円
）

（
単

位
：
千

円
）

（
単

位
：
千

円
）

日
本

学
術

振
興

会
科

学
研

究
費

補
助

金
　

基
盤

研
究

Ｂ

合
計

摘
　

要 （
単

位
：
千

円
）

（
単

位
：
千

円
）
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　公告

　地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第34条第３項の規定に基づき、公立大学

法人福岡県立大学平成29年度財務諸表について、次のとおり公告します。

　　平成30年10月２日

公立大学法人福岡県立大学　　

理事長　柴田　洋三郎　　
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（
単

位
：
千

円
）

資
産

の
部

Ⅰ
固

定
資

産

1
有

形
固

定
資

産

土
地

1
,4

3
6
,3

0
2

建
物

7
,3

9
0
,4

6
5

減
価

償
却

累
計

額
▲

 2
,4

4
0
,2

6
3

▲
 1

8
,9

2
4

4
,9

3
1
,2

7
8

構
築

物
8
3
7
,7

5
5

減
価

償
却

累
計

額
▲

 5
7
4
,1

7
1

2
6
3
,5

8
3

機
械

装
置

1
6
,5

9
9

減
価

償
却

累
計

額
▲

 7
,3

5
0

9
,2

4
8

工
具

器
具

備
品

3
0
9
,2

9
2

減
価

償
却

累
計

額
▲

 2
2
5
,9

2
4

8
3
,3

6
7

医
療

用
工

具
器

具
備

品
4
3
,7

6
9

減
価

償
却

累
計

額
▲

 4
2
,8

7
4

8
9
5

図
書

7
4
3
,8

1
0

美
術

品
1
5
0

有
形

固
定

資
産

合
計

7
,4

6
8
,6

3
5

2
無

形
固

定
資

産

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

2
5
,0

3
1

著
作

権
5
0
0

電
話

加
入

権
1
,4

6
8

無
形

固
定

資
産

合
計

2
6
,9

9
9

3
投

資
そ

の
他

の
資

産

長
期

貸
付

金
5
4
0

敷
金

・
保

証
金

5
0

投
資

そ
の

他
の

資
産

合
計

5
9
0

固
定

資
産

合
計

7
,4

9
6
,2

2
5

Ⅱ
流

動
資

産

現
金

及
び

預
金

3
0
6
,1

0
7

未
収

学
生

納
付

金
収

入
1
,5

6
7

徴
収

不
能

引
当

金
▲

 1
4
3

1
,4

2
4

た
な

卸
資

産
1
,6

2
4

前
払

費
用

5
7
0

そ
の

他
の

未
収

入
金

1
1
,3

9
2

　
徴

収
不

能
引

当
金

▲
 2

3
4

1
1
,1

5
8

そ
の

他
の

流
動

資
産

9
3

流
動

資
産

合
計

3
2
0
,9

7
8

資
産

合
計

7
,8

1
7
,2

0
3

貸
　

借
　

対
　

照
　

表
（
平

成
3
0
年

3
月

3
1
日

）

科
　

　
　

　
　

　
目

金
　

　
　

　
　

　
　

額

減
損

損
失

累
計

額
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貸
　

借
　

対
　

照
　

表
（
平

成
3
0
年

3
月

3
1
日

）

科
　

　
　

　
　

　
目

金
　

　
　

　
　

　
　

額

負
債

の
部

Ⅰ
固

定
負

債

資
産

見
返

負
債

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

等
2
0
8
,0

8
5

資
産

見
返

補
助

金
等

2
3
3
,9

5
9

資
産

見
返

補
償

金
1
,7

2
6

資
産

見
返

寄
附

金
1
6
,4

7
7

資
産

見
返

物
品

受
贈

額
7
9
2
,9

8
9

1
,2

5
3
,2

3
7

長
期

リ
ー

ス
債

務
5
3
,7

1
9

固
定

負
債

合
計

1
,3

0
6
,9

5
7

Ⅱ
流

動
負

債

寄
附

金
債

務
1
4
,4

8
6

預
り

科
学

研
究

費
補

助
金

等
1
9
,3

3
3

預
り

金
5
,4

4
0

前
受

金
4
,1

1
8

2
0

未
払

金
1
3
7
,4

4
0

リ
ー

ス
債

務
3
2
,1

9
1

未
払

消
費

税
等

6
6
2

流
動

負
債

合
計

2
1
3
,6

9
3

負
債

合
計

1
,5

2
0
,6

5
1

純
資

産
の

部

Ⅰ
資

本
金

地
方

公
共

団
体

出
資

金
8
,5

3
0
,2

2
0

資
本

金
合

計
8
,5

3
0
,2

2
0

Ⅱ
資

本
剰

余
金

資
本

剰
余

金
6
4
,6

7
1

損
益

外
減

価
償

却
累

計
額

（
▲

）
▲

 2
,3

8
5
,3

2
4

▲
 1

8
,9

2
4

資
本

剰
余

金
合

計
▲

 2
,3

3
9
,5

7
7

Ⅲ
利

益
剰

余
金

前
中

期
目

標
期

間
繰

越
積

立
金

-

教
育

研
究

等
改

善
目

的
積

立
金

9
2
,4

7
2

当
期

未
処

分
利

益
1
3
,4

3
6

（
う

ち
当

期
総

利
益

）
(1

3
,4

3
6
)

利
益

剰
余

金
合

計
1
0
5
,9

0
9

純
資

産
合

計
6
,2

9
6
,5

5
2

負
債

純
資

産
合

計
7
,8

1
7
,2

0
3

損
益

外
減

損
損

失
累

計
額

（
▲

）

前
受

収
益
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経
常

費
用

業
務
費

教
育
経
費

1
8
6
,9

7
3

研
究
経
費

8
6
,3

7
7

教
育
研
究
支
援
経
費

3
9
,2

2
9

受
託
研
究
費

6
,2

1
7

受
託
事
業
費

7
4
1

役
員
人
件
費

4
0
,6

2
0

教
員
人
件
費

1
,1

3
6
,2

7
8

職
員
人
件
費

1
8
4
,2

4
3

1
,6

8
0
,6

8
2

一
般
管
理
費

2
0
7
,9

7
4

財
務
費
用

支
払
利
息

2
,2

4
5

2
,2

4
5 0

経
常
費
用
合
計

1
,8

9
0
,9

0
2

経
常

収
益

運
営
費
交
付
金
収
益

1
,0

3
4
,5

3
3

授
業
料
収
益

5
8
6
,3

1
5

入
学
金
収
益

1
1
8
,4

4
5

検
定
料
収
益

2
2
,1

4
1

そ
の
他
業
務
収
益

1
,0

9
5

受
託
研
究
等
収
益

国
又
は
地
方
公
共
団
体
か
ら
の
受
託
研
究
等
収
益

6
,3

5
6

6
,3

5
6

受
託
事
業
等
収
益

国
又
は
地
方
公
共
団
体
か
ら
の
受
託
事
業
等
収
益

9
7
2

9
7
2

補
助
金
等
収
益

3
,2

6
4

寄
附
金
収
益

2
,3

4
3

資
産
見
返
負
債
戻
入

資
産
見
返
物
品
受
贈
額
戻
入

4
6
,2

9
1

資
産
見
返
運
営
費
交
付
金
等
戻
入

4
,8

4
6

資
産
見
返
寄
附
金
戻
入

2
,0

3
8

資
産
見
返
補
助
金
等
戻
入

1
2
,5

3
0

資
産
見
返
補
償
金
戻
入

7
9

6
5
,7

8
5

財
務
収
益

受
取
利
息

3
延
滞
金

5
1
9

5
2
2

雑
益 財
産
貸
付
料
収
益

1
8
,4

3
6

手
数
料
収
益

3
,3

1
9

間
接
経
費
収
入

8
,9

8
2

そ
の
他
の
雑
益

6
,0

5
1

3
6
,7

9
0

経
常
収
益
合
計

1
,8

7
8
,5

6
6

経
常

損
失

1
2
,3

3
6

臨
時

損
失

過
年
度
損
益
修
正
損

5
3
,3

2
0

5
3
,3

2
0

臨
時

利
益

過
年
度
損
益
修
正
益

5
3
,3

2
0

運
営
費
交
付
金
収
益

2
5
,7

7
3

7
9
,0

9
3

当
期

純
利

益
1
3
,4

3
6

当
期

総
利

益
1
3
,4

3
6

損
　
益

　
計

　
算

　
書

（
平
成
2
9
年
4
月
1
日
～
平
成
3
0
年
3
月
3
1
日
）

科
　
　
　
　
　
　
　
目

金
　
　
　
　
　
　
　
　
　
額

雑
損
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Ⅰ
　

業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

原
材

料
、

商
品

又
は

サ
ー

ビ
ス

の
購

入
に

よ
る

支
出

▲
 2

4
5
,4

7
5

人
件

費
支

出
▲

 1
,3

5
4
,3

7
9

そ
の

他
の

業
務

支
出

▲
 1

9
1
,4

7
9

運
営

費
交

付
金

収
入

1
,0

2
9
,5

8
5

授
業

料
収

入
5
7
0
,9

9
4

入
学

金
収

入
1
1
9
,4

8
5

検
定

料
収

入
2
2
,1

4
1

受
託

研
究

等
収

入
8
0
0

寄
附

金
収

入
1
,8

0
0

補
助

金
等

収
入

2
,4

3
1

補
助

金
等

の
精

算
に

よ
る

返
還

金
の

支
出

▲
 5

2
5

そ
の

他
の

収
入

3
7
,0

5
5

預
り

科
学

研
究

費
補

助
金

等
の

純
増

減
額

2
9
6

　
　

 業
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

▲
 7

,2
7
0

Ⅱ
　

投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

有
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

▲
 3

3
,2

2
9

無
形

固
定

資
産

の
取

得
に

よ
る

支
出

▲
 5

4
8

敷
金

・
保

証
金

の
差

入
に

よ
る

支
出

▲
 5

5

　
小

計
▲

 3
3
,8

3
2

利
息

及
び

配
当

金
の

受
取

額
5
5
4

　
　

 投
資

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

▲
 3

3
,2

7
8

Ⅲ
　

財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

リ
ー

ス
債

務
の

返
済

に
よ

る
支

出
▲

 3
1
,4

2
7

　
小

計
▲

 3
1
,4

2
7

利
息

の
支

払
額

▲
 2

,2
4
5

　
　

 財
務

活
動

に
よ

る
キ

ャ
ッ

シ
ュ

・
フ

ロ
ー

▲
 3

3
,6

7
2

Ⅳ
　

資
金

減
少

額
7
4
,2

2
1

Ⅴ
　

資
金

期
首

残
高

3
8
0
,3

2
9

Ⅵ
　

資
金

期
末

残
高

3
0
6
,1

0
7

キ
ャ

ッ
シ

ュ
・
フ

ロ
ー

計
算

書
（
平

成
2
9
年

4
月

1
日

～
平

成
3
0
年

3
月

3
1
日

）
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Ⅰ
　
　
当

期
未

処
分

利
益

1
3
,4

3
6
,8

5
0

当
期

総
利

益
1
3
,4

3
6
,8

5
0

Ⅱ
　
　
積

立
金

振
替

額
9
2
,4

7
2
,7

5
6

教
育

研
究

等
改

善
目

的
積

立
金

9
2
,4

7
2
,7

5
6

Ⅲ
　
　
利

益
処

分
額

積
立

金
1
0
5
,9

0
9
,6

0
6

利
益

の
処

分
に
関

す
る
書

類

科
　
　
　
　
　
　
目

金
　
　
　
　
　
　
額
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Ⅰ
　

業
務

費
用

（
１

）
損

益
計

算
書

上
の

費
用

業
務

費
1
,
6
8
0
,
6
8
2

一
般

管
理

費
2
0
7
,
9
7
4

財
務

費
用

2
,
2
4
5

雑
損

0

臨
時

損
失

5
3
,
3
2
0

1
,
9
4
4
,
2
2
2

（
２

）
（

控
除

）
自

己
収

入
等

授
業

料
収

益
▲

 
5
8
6
,
3
1
5

入
学

金
収

益
▲

 
1
1
8
,
4
4
5

検
定

料
収

益
▲

 
2
2
,
1
4
1

受
託

研
究

等
収

益
▲

 
6
,
3
5
6

受
託

事
業

等
収

益
▲

 
9
7
2

寄
附

金
収

益
▲

 
2
,
3
4
3

そ
の

他
業

務
収

益
▲

 
1
,
0
9
5

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

等
戻

入
▲

 
4
,
3
9
6

資
産

見
返

寄
附

金
戻

入
▲

 
2
,
0
3
8

財
務

収
益

▲
 
5
2
2

雑
益

▲
 
2
7
,
8
0
7

臨
時

利
益

▲
 
8
,
3
7
2

▲
 
7
8
0
,
8
0
7

 
 
 
 
 
 
業

務
費

用
合

計
1
,
1
6
3
,
4
1
5

Ⅱ
　

損
益

外
減

価
償

却
相

当
額

1
9
5
,
2
9
6

Ⅲ
　

引
当

外
賞

与
増

加
見

積
額

5
,
5
9
7

Ⅳ
　

引
当

外
退

職
給

付
増

加
見

積
額

3
2
,
5
8
4

Ⅴ
　

機
会

費
用

国
又

は
地

方
公

共
団

体
財

産
の

無
償

又
は

減
額

さ
れ

た
使

用
料

に
よ

る
貸

借
取

引
の

機
会

費
用

8

地
方

公
共

団
体

出
資

の
機

会
費

用
2
,
8
0
1

2
,
8
0
9

Ⅵ
　

行
政

サ
ー

ビ
ス

実
施

コ
ス

ト
1
,
3
9
9
,
7
0
3

行
政

サ
ー

ビ
ス

実
施

コ
ス

ト
計

算
書

（
平

成
2
9
年

4
月

1
日

～
平

成
3
0
年

3
月

3
1
日

）

科
　

　
　

　
目

金
　

　
　

　
額
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注
記

事
項

 

 Ⅰ
 
重
要
な
会
計
方
針
 

  
１
 
当
事
業
年
度
よ
り
、
「
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
及
び
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
注
解
（
平
成
２
９
年
３
月
３
１
日

総
務
省
告
示
第
１
１
７
号
改
訂
）
」
及
び
「
「
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
」
及
び
「
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
注
解
」

に
関
す
る
Ｑ
＆
Ａ
（
平
成
２
９
年
５
月
改
訂
 
総
務
省
自
治
行
政
局
 
総
務
省
自
治
財
政
局
 
日
本
公
認
会
計
士
協
会
）
」
を
適

用
し
て
お
り
ま
す
。
 

 

２
 
運
営
費
交
付
金
収
益
及
び
授
業
料
収
益
の
計
上
基
準
  

  
 
 
原
則
と
し
て
、
期
間
進
行
基
準
を
採
用
し
て
お
り
ま
す
。
 

 な
お
、
退
職
手
当
及
び
特
別
交
付
金
の
う
ち
特
別
の
経
費
に
つ
い
て
は
、
費
用
進
行
基
準
を
採
用
し
て
お
り
ま
す
。
 

   
３
 
減
価
償
却
の
会
計
処
理
方
法
  

（
１
）
有
形
固
定
資
産
  

（
１
）
定
額
法
を
採
用
し
て
お
り
ま
す
。
  

耐
用
年
数
に
つ
い
て
は
、
法
人
税
法
上
の
耐
用
年
数
を
基
準
と
し
て
お
り
ま
す
。
主
な
資
産
の
耐
用
年
数
は
以
下
の
と
お
り

で
あ
り
ま
す
。
 

（
１
）
建
物
  

  
 
  
１
０
～
４
４
年
 

（
１
）
構
築
物
  

 
 
  

３
～
４
７
年
 

（
１
）
工
具
器
具
備
品
 
 
１
～
１
４
年
  

１
）
な
お
、
特
定
の
償
却
資
産
（
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準
第
８
５
）
の
減
価
償
却
相
当
額
に
つ
い
て
は
、
財
産
的
基
礎
の

減
少
と
考
え
る
べ
き
で
あ
る
こ
と
か
ら
損
益
外
減
価
償
却
累
計
額
と
し
て
資
本
剰
余
金
か
ら
控
除
し
て
表
示
し
て
お
り
ま
す
。
  

 

（
２
）
無
形
固
定
資
産
  

（
２
）
定
額
法
を
採
用
し
て
お
り
ま
す
。
 

（
２
）
な
お
、
法
人
内
利
用
の
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
に
つ
い
て
は
、
法
人
内
に
お
け
る
利
用
可
能
期
間
（
５
年
）
に
基
づ
い
て
償
却
し
て
お

り
ま
す
。
 

   
４
 
引
当
金
の
計
上
基
準
  

（
１
）
徴
収
不
能
引
当
金
の
計
上
基
準
 

（
１
）
債
権
の
回
収
不
能
に
よ
る
損
失
に
備
え
る
た
め
、
貸
倒
懸
念
債
権
等
の
特
定
債
権
に
つ
い
て
は
個
別
に
債
権
の
回
収
可
能
性

を
検
討
し
、
回
収
不
能
見
込
額
を
計
上
し
て
お
り
ま
す
。
 

 （
２
）
賞
与
引
当
金
及
び
見
積
額
の
計
上
基
準
 

賞
与
に
つ
い
て
は
、
運
営
費
交
付
金
に
よ
り
財
源
措
置
が
な
さ
れ
る
た
め
、
賞
与
に
係
る
引
当
金
は
計
上
し
て
お
り
ま
せ
ん
。 

（
２
）
な
お
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
実
施
コ
ス
ト
計
算
書
に
お
け
る
引
当
外
賞
与
増
加
見
積
額
は
、
当
事
業
年
度
末
の
引
当
外
賞
与
見
積

額
か
ら
前
事
業
年
度
末
の
同
見
積
額
を
控
除
し
た
額
を
計
上
し
て
お
り
ま
す
。
 

 

（
３
）
退
職
給
付
に
係
る
引
当
金
及
び
見
積
額
の
計
上
基
準
 

（
３
）
退
職
一
時
金
に
つ
い
て
は
、
運
営
費
交
付
金
に
よ
り
財
源
措
置
が
な
さ
れ
る
た
め
、
退
職
給
付
に
係
る
引
当
金
は
計
上
し
て

お
り
ま
せ
ん
。
 

（
３
）
な
お
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
実
施
コ
ス
ト
計
算
書
に
お
け
る
引
当
外
退
職
給
付
増
加
見
積
額
は
、
地
方
独
立
行
政
法
人
会
計
基
準

第
８
７
に
基
づ
き
計
算
さ
れ
た
退
職
一
時
金
に
係
る
退
職
給
付
引
当
金
の
当
期
増
加
額
を
計
上
し
て
お
り
ま
す
。
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５
 
た
な
卸
資
産
の
評
価
基
準
及
び
評
価
方
法
  

  
 
 
た
な
卸
資
産
（
貯
蔵
品
）
 
 
 
評
価
基
準
：
低
価
法
 
 
 
 評

価
方
法
：
最
終
仕
入
原
価
法
 

 ６
 
行
政
サ
ー
ビ
ス
実
施
コ
ス
ト
計
算
書
に
お
け
る
機
会
費
用
の
計
上
方
法
  

  
（
１
）
国
又
は
地
方
公
共
団
体
財
産
の
無
償
又
は
減
額
さ
れ
た
使
用
料
に
よ
る
貸
借
取
引
の
機
会
費
用
の
計
算
方
法
  

  
（
１
）
福
岡
県
河
川
流
水
占
用
料
等
徴
収
条
例
を
参
考
に
計
算
し
て
お
り
ま
す
。
  

 

（
２
）
地
方
公
共
団
体
出
資
等
の
機
会
費
用
の
計
算
に
使
用
し
た
利
率
  

（
２
）
１
０
年
利
付
国
債
の
平
成
３
０
年
３
月
末
利
回
り
を
参
考
に
、
0.
04
5％

で
計
算
し
て
お
り
ま
す
。
 

 
 ７
 
リ
ー
ス
取
引
の
会
計
処
理
 

リ
ー
ス
料
総
額
が
３
０
０
万
円
以
上
の
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
取
引
に
つ
い
て
は
、
通
常
の
売
買
取
引
に
係
る
方
法
に
準
じ

た
会
計
処
理
に
よ
っ
て
お
り
ま
す
。
 

 

 
８
 
消
費
税
等
の
会
計
処
理
  

  
 
 
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
の
会
計
処
理
方
法
は
、
税
込
方
式
に
よ
っ
て
お
り
ま
す
。
  

 

９
 
財
務
諸
表
及
び
附
属
明
細
書
の
表
示
単
位
 

利
益
の
処
分
に
関
す
る
書
類
を
除
き
、
記
載
金
額
は
千
円
単
位
と
し
、
表
示
単
位
未
満
に
つ
い
て
は
切
り
捨
て
表
示
し
て
お
り
ま

す
。
 

 Ⅱ
 
貸
借
対
照
表
関
係
 

  
１
 
賞
与
引
当
金
の
見
積
額
 

 
 
 
運
営
費
交
付
金
か
ら
充
当
さ
れ
る
べ
き
賞
与
引
当
金
の
見
積
額
は
、
83
,3
17

千
円
で
す
。
 

  
２
 
退
職
給
付
引
当
金
の
見
積
額
 

 
 
 
運
営
費
交
付
金
か
ら
充
当
さ
れ
る
べ
き
退
職
給
付
引
当
金
の
見
積
額
は
、
53
4,
53
1
千
円
で
す
。
 

 Ⅲ
 
損
益
計
算
書
関
係
 

 

１
 
過
年
度
損
益
修
正
益
の
計
上
 

 
 
 
資
産
見
返
額
の
修
正
 
 
 
 
 
 
 
53
,3
20

千
円
 

  
２
 
過
年
度
損
益
修
正
損
の
計
上
 

 
 
 
図
書
過
大
計
上
額
の
修
正
 
 
 
 
 
47
,3
59

千
円
 

 
 
 
資
産
見
返
額
の
修
正
 
 
 
 
 
 
 
 5
,9
60

千
円
 

 Ⅳ
 
キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書
関
係
 

  
１
  
資
金
の
期
末
残
高
の
貸
借
対
照
表
科
目
別
の
内
訳
  

 
 
 
平
成
３
０
年
３
月
３
１
日
 

 
 
 
平
成
２
９
現
金
及
び
預
金
 
 
 
 
30
6,
10
7
千
円
 

 
 
 
平
成
２
９
資
金
期
末
残
高
 
 
 
 
30
6,
10
7
千
円
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２
 
重
要
な
非
資
金
取
引
の
内
容
 

(１
)
 
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
に
よ
る
資
産
の
取
得
 
 
 
 
 
 
 
 
 
45
,8
77

千
円
 

(２
)
 
現
物
寄
附
に
よ
る
資
産
・
消
耗
品
等
の
取
得
 
 
 
  

 
 
 
 
 
  
4,
44
2
千
円
 

 

Ⅴ
 
行
政
サ
ー
ビ
ス
実
施
コ
ス
ト
計
算
書
関
係
  

   
１
 
引
当
外
賞
与
増
加
見
積
額
及
び
引
当
外
退
職
給
付
増
加
見
積
額
の
対
象
 

引
当
外
賞
与
増
加
見
積
額
及
び
引
当
外
退
職
給
付
増
加
見
積
額
の
中
に
は
、
福
岡
県
か
ら
の
派
遣
職
員
に
係
る
も
の
が
以
下
の
と

お
り
含
ま
れ
て
お
り
ま
す
。
 

・
引
当
外
賞
与
増
加
見
積
額
の
う
ち
派
遣
職
員
に
係
る
額
 
 
 
 
 
  

 3
88

千
円
 

 
 
 
・
引
当
外
退
職
給
付
増
加
見
積
額
の
う
ち
派
遣
職
員
に
係
る
額
 
 
 
 
9,
38
1
千
円
 

 

  
２
 
機
会
費
用
の
内
訳
 

 
 
 
設
立
団
体
に
係
る
額
 
 
 
2,
80
1
千
円
 

 Ⅵ
 
金
融
商
品
の
時
価
等
に
関
す
る
事
項
 

 

１
 
金
融
商
品
の
状
況
に
関
す
る
事
項
 

当
法
人
は
、
資
金
運
用
に
つ
い
て
は
預
金
等
に
限
定
し
て
お
り
ま
す
。
 

資
金
運
用
に
あ
た
っ
て
は
当
法
人
が
適
用
す
る
地
方
独
立
行
政
法
人
法
第
４
３
条
の
規
定
に
基
づ
き
実
施
し
て
お
り
ま
す
が
、
公

債
・
社
債
及
び
株
式
等
は
保
有
し
て
お
り
ま
せ
ん
。
 

 

２
 
金
融
商
品
の
時
価
等
に
関
す
る
事
項
 

期
末
日
に
お
け
る
貸
借
対
照
表
計
上
額
、
時
価
及
び
こ
れ
ら
の
差
額
に
つ
い
て
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。
 

（
単
位
：
千
円
）
 

     
（
＊
）
負
債
で
表
示
さ
れ
て
い
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
（
 
 
）
で
表
示
し
て
お
り
ま
す
。
 

 （
注
）
金
融
商
品
の
時
価
の
算
定
方
法
 

（
１
）
現
金
及
び
預
金
 

こ
れ
ら
は
短
期
間
で
決
済
さ
れ
る
た
め
、
時
価
は
帳
簿
価
額
に
ほ
ぼ
等
し
い
こ
と
か
ら
、
当
該
帳
簿
価
額
に
よ
っ
て
お
り
ま

す
。
 

 
 
 
（
２
）
未
払
金
 

未
払
金
は
短
期
間
で
決
済
さ
れ
る
た
め
、
時
価
は
帳
簿
価
額
に
ほ
ぼ
等
し
い
こ
と
か
ら
、
当
該
帳
簿
価
額
に
よ
っ
て
お
り
ま

す
。
 

 Ⅶ
 
賃
貸
等
不
動
産
の
時
価
等
に
関
す
る
事
項
 

  
 
当
法
人
は
、
福
岡
県
田
川
市
に
お
い
て
、
賃
貸
等
不
動
産
を
保
有
し
て
お
り
ま
す
が
、
賃
貸
等
不
動
産
の
総
額
に
重
要
性
が
乏

し
い
た
め
、
注
記
を
省
略
し
て
お
り
ま
す
。
 

   

 
貸
借
対
照
表
 

 
計
上
額
（
＊
）
 

時
価
（
＊
）
 

差
額
（
＊
）
 

（
１
）
現
金
及
び
預
金
 

30
6,
10
7 

30
6,
10
7 

  
  
  
  
 

― 

（
２
）
未
払
金
 

（13
7,
44
0

） 

（13
7,
44
0

） 
  
  
  
  
 

― 
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Ⅷ
 
重
要
な
債
務
負
担
行
為
  

  
 
該
当
す
る
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。
  

 Ⅸ
 
重
要
な
後
発
事
象
  

   
 
該
当
す
る
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。
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（
単

位
：
千

円
）

当
期

償
却

額
当

期
損

益
内

当
期

損
益

外

建
物

2
7
3
,4

8
8

1
,6

8
4

-
2
7
5
,1

7
3

5
6
,2

5
2

9
,6

7
9

-
-

-
2
1
8
,9

2
0

構
築
物

8
3
7
,7

5
5

-
-

8
3
7
,7

5
5

5
7
4
,1

7
1

4
8
,0

5
2

-
-

-
2
6
3
,5

8
3

機
械
装
置

1
6
,5

9
9

-
-

1
6
,5

9
9

7
,3

5
0

1
,7

8
2

-
-

-
9
,2

4
8

工
具
器
具

備
品

2
6
4
,7

0
4

3
8
,6

4
7

-
3
0
3
,3

5
2

2
2
4
,6

1
0

2
6
,9

4
3

-
-

-
7
8
,7

4
2
注

)1

医
療
用

工
具

器
具
備

品
4
3
,1

7
9

5
8
9

-
4
3
,7

6
9

4
2
,8

7
4

1
1
7

-
-

-
8
9
5

図
書

7
8
0
,1

2
1

1
2
,5

2
9

4
8
,8

4
0

7
4
3
,8

1
0

-
-

-
-

-
7
4
3
,8

1
0
注

)2

計
2
,2

1
5
,8

4
8

5
3
,4

5
1

4
8
,8

4
0

2
,2

2
0
,4

6
0

9
0
5
,2

5
9

8
6
,5

7
6

-
-

-
1
,3

1
5
,2

0
0

建
物

7
,0

9
6
,3

5
7

1
8
,9

3
4

-
7
,1

1
5
,2

9
1

2
,3

8
4
,0

1
0

1
9
4
,3

1
0

1
8
,9

2
4

-
-

4
,7

1
2
,3

5
7
注

)3

工
具
器

具
備

品
5
,9

4
0

-
-

5
,9

4
0

1
,3

1
4

9
8
6

-
-

-
4
,6

2
5

計
7
,1

0
2
,2

9
7

1
8
,9

3
4

-
7
,1

2
1
,2

3
1

2
,3

8
5
,3

2
4

1
9
5
,2

9
6

1
8
,9

2
4

-
-

4
,7

1
6
,9

8
2

土
地

1
,4

3
6
,3

0
2

-
-

1
,4

3
6
,3

0
2

-
-

-
-

-
1
,4

3
6
,3

0
2

美
術
品

1
5
0

0
-

1
5
0

-
-

-
-

-
1
5
0

計
1
,4

3
6
,4

5
2

0
-

1
,4

3
6
,4

5
2

-
-

-
-

-
1
,4

3
6
,4

5
2

土
地

1
,4

3
6
,3

0
2

-
-

1
,4

3
6
,3

0
2

-
-

-
-

-
1
,4

3
6
,3

0
2

建
物

7
,3

6
9
,8

4
6

2
0
,6

1
9

-
7
,3

9
0
,4

6
5

2
,4

4
0
,2

6
3

2
0
3
,9

9
0

1
8
,9

2
4

-
-

4
,9

3
1
,2

7
8

構
築
物

8
3
7
,7

5
5

-
-

8
3
7
,7

5
5

5
7
4
,1

7
1

4
8
,0

5
2

-
-

-
2
6
3
,5

8
3

機
械
装
置

1
6
,5

9
9

-
-

1
6
,5

9
9

7
,3

5
0

1
,7

8
2

-
-

-
9
,2

4
8

工
具
器
具

備
品

2
7
0
,6

4
4

3
8
,6

4
7

-
3
0
9
,2

9
2

2
2
5
,9

2
4

2
7
,9

2
9

-
-

-
8
3
,3

6
7

医
療
用
工

具
器
具
備
品

4
3
,1

7
9

5
8
9

-
4
3
,7

6
9

4
2
,8

7
4

1
1
7

-
-

-
8
9
5

図
書

7
8
0
,1

2
1

1
2
,5

2
9

4
8
,8

4
0

7
4
3
,8

1
0

-
-

-
-

-
7
4
3
,8

1
0

美
術
品

1
5
0

0
-

1
5
0

-
-

-
-

-
1
5
0

計
1
0
,7

5
4
,5

9
8

7
2
,3

8
6

4
8
,8

4
0

1
0
,7

7
8
,1

4
4

3
,2

9
0
,5

8
4

2
8
1
,8

7
2

1
8
,9

2
4

-
-

7
,4

6
8
,6

3
5

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

9
4
,1

5
9

9
,1

3
0

-
1
0
3
,2

8
9

7
8
,2

5
8

1
0
,1

3
9

-
-

-
2
5
,0

3
1
注

)4

著
作
権

5
0
0

-
-

5
0
0

-
-

-
-

-
5
0
0

電
話
加
入

権
1
,4

6
8

-
-

1
,4

6
8

-
-

-
-

-
1
,4

6
8

計
9
6
,1

2
7

9
,1

3
0

-
1
0
5
,2

5
8

7
8
,2

5
8

1
0
,1

3
9

-
-

-
2
6
,9

9
9

長
期
貸
付

金
-

6
0
0

6
0

5
4
0

-
-

-
-

-
5
4
0

敷
金
・
保
証

金
2
5

5
5

3
0

5
0

-
-

-
-

-
5
0

計
2
5

6
5
5

9
0

5
9
0

-
-

-
-

-
5
9
0

注
)1

当
期
増
加

額
は
主

に
リ
ー

ス
に
よ
る
学

内
L
A
N
シ
ス
テ
ム
（
3
6
,7
4
7
千

円
）
の
取

得
に
よ
る
も
の
で
す

。

注
)2

当
期
減
少

額
に
は
過

年
度

補
正

分
（
4
7
,3
5
9
千

円
）
が
含
ま
れ
て
お

り
ま
す

。

注
)3

当
期
増
加

額
は
主

に
国

際
交

流
寮

（
1
8
,9
3
4
千

円
）
の
取
得

に
よ
る
も
の
で
す

。

注
)4

当
期
増
加

額
は
主

に
リ
ー

ス
に
よ
る
学

内
L
A
N
シ
ス
テ
ム
（
9
,1
3
0
千

円
）
の
取

得
に
よ
る
も
の
で
す

。

（
1
）
固

定
資

産
の
取

得
及

び
処

分
並

び
に
減

価
償

却
費

（
「
第

8
5
　
特

定
の
償

却
資

産
の
減

価
に
係

る
会

計
処

理
」
に
よ
る
損

益
外

減
価

償
却

相
当

額
も
含

む
。
）

並
び

に
減

損
損

失
の
明

細

資
　
産
　
の
　
種
　
類

期
首

残
高

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

減
価

償
却

累
計

額
差

引
当

期
末

残
高

有
形
固
定
資

産 合
計

無
形
固
定
資

産 （
償
却
費
損

益
内
）

投
資
そ
の
他

の
資
産

期
末

残
高

減
損

損
失

累
計

額

摘
要

有
形
固
定
資

産 （
償
却
費
損

益
内
）

有
形
固
定
資

産 （
償
却
費
損

益
外
）

非
償
却
資
産
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（
単

位
：

千
円

）

当
期

購
入

・
製

造
・

振
替

そ
の

他
払

出
・

振
替

そ
の

他

貯
蔵

品
1
,
2
8
3

1
,
6
1
5

-
1
,
2
7
4

-
1
,
6
2
4

計
1
,
2
8
3

1
,
6
1
5

-
1
,
2
7
4

-
1
,
6
2
4

摘
　

要

(
2
)
　

た
な

卸
資

産
の

明
細

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

種
　

類
期

首
残

高
期

末
残

高



第
４
０
３
１
号

福
岡

県
公

報
63

平
成
30
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月
２
日
　
火
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(3
)　

有
価

証
券

の
明

細
(3

)－
1
　

流
動

資
産

と
し

て
計

上
さ

れ
た

有
価

証
券

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(3
)－

2
　

投
資

そ
の

他
の

資
産

と
し

て
計

上
さ

れ
た

有
価

証
券

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(4
)　

長
期

貸
付

金
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

特
別

奨
学

金

計

注
）
期

末
残

高
に

は
、

一
年

以
内

に
回

収
期

日
を

む
か

え
る

た
め

流
動

資
産

に
振

り
替

え
た

金
額

6
0
千

円
を

含
み

ま
す

。

(5
)　

長
期

借
入

金
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(6
)　

公
立

大
学

法
人

債
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(7
)　

引
当

金
の

明
細

(7
)－

1
　

引
当

金
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(7
)－

2
　

貸
付

金
等

に
対

す
る

貸
倒

引
当

金
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

未
収

学
生

納
付

金
収

入

そ
の

他
の

未
収

入
金

計

注
）
貸

倒
懸

念
債

権
等

の
特

定
債

権
に

つ
い

て
は

個
別

に
債

権
の

回
収

可
能

性
を

検
討

し
、

回
収

不
能

見
込

額
を

計
上

し
て

お
り

ま
す

。

(7
)－

3
　

退
職

給
付

引
当

金
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(8
)資

産
除

去
債

務
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(9
)　

保
証

債
務

の
明

細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

-
6
0
0

-

摘
要

注
）

回
収

額
償

却
額

6
0
0

-

1
,5

6
7

6
,2

4
0

当
期

減
少

額
期

末
残

高
区

分

6
0
0

-
-

6
0
0

-

1
1
,3

9
2

区
分

貸
付

金
等

の
残

高
貸

倒
引

当
金

の
残

高

期
首

残
高

当
期

増
減

額
期

末
残

高

▲
 4

5
0

5
,1

5
1

▲
 1

4
3

-

当
期

増
減

額
期

末
残

高
摘

要

注
）

▲
 9

0
▲

 3
7
7

7
,1

7
0

期
首

残
高

▲
 1

4
3

▲
 1

4
3

注
）

▲
 2

8
7

▲
 9

0
▲

 2
3
4

5
,7

8
9

1
2
,9

6
0

2
,0

1
8

期
首

残
高

当
期

増
加

額
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(1
0
)　

資
本

金
及

び
資

本
剰

余
金

の
明

細

（
単

位
：
千

円
）

設
立

団
体

(福
岡

県
)

出
資

金

計

目
的

積
立

金

無
償

譲
与

寄
附

金
等

設
立

団
体

(福
岡

県
)

出
資

金

計

損
益

外
減

価
償

却
累

計
額

損
益

外
減

損
損

失
累

計
額

差
引

計

注
)1

　
当

期
増

加
額

は
、

目
的

積
立

金
に

よ
り

固
定

資
産

を
取

得
し

た
こ

と
に

よ
る

も
の

で
あ

り
ま

す
。

注
)2

　
当

期
増

加
額

は
、

寄
附

に
よ

り
非

償
却

資
産

を
取

得
し

た
こ

と
に

よ
る

も
の

で
あ

り
ま

す
。

(1
1
)　

積
立

金
等

の
明

細
及

び
目

的
積

立
金

の
取

崩
し

の
明

細
(1

1
)－

1
　

積
立

金
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

(1
1
)－

2
　

目
的

積
立

金
の

取
崩

し
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

教
育

研
究

の
質

の
向

上
及

び
組

織
運

営
の

改
善

等
積

立
金

地
方

独
立

行
政

法
人

法
第

4
0
条

第
3
項

積
立

金
(教

育
研

究
等

改
善

目
的

積
立

金
)

1
,4

6
8

-
-

1
,4

6
8

- -

4
5
,7

3
7

6
4
,6

7
1

▲
 2

,3
8
5
,3

2
4

▲
 3

,2
6
5

期
末

残
高

当
期

減
少

額

-
6
6
,3

1
9

8
,5

3
0
,2

2
0

-

1
1
0
,4

1
5

9
9
2

期
末

残
高

そ
の

他

1
1
0
,4

1
5

9
9
2

1
8
,9

3
4

注
) 
 当

期
増

加
額

は
、

平
成

2
8
年

度
に

発
生

し
た

当
期

総
利

益
を

県
知

事
の

承
認

を
受

け
て

積
立

金
と

し
て

整
理

し
た

こ
と

に
よ

る
も

の
で

す
。

　
　

ま
た

、
当

期
減

少
額

は
中

期
目

標
期

間
の

教
育

研
究

の
質

の
向

上
及

び
組

織
運

営
の

改
善

に
充

当
し

た
も

の
で

あ
り

ま
す

。

計
1
8
,9

3
4

区
分

計

金
額 1

8
,9

3
4

区
　

分
当

期
増

加
額 1

8
,9

3
4

資
本

金

区
　

分
期

首
残

高
当

期
増

加
額

資
本

剰
余

金

期
首

残
高

1
5
0

8
,5

3
0
,2

2
0

4
7
,3

8
4

1
8
,9

3
4

▲
 1

8
,9

2
4

-

▲
 3

,2
6
5

▲
 2

,1
9
0
,0

2
8

▲
 1

9
5
,2

9
6

▲
 2

,1
6
3
,2

1
5

-

-

▲
 1

7
6
,3

6
1

-
▲

 2
,3

3
9
,5

7
7

摘
要

9
2
,4

7
2

当
期

減
少

額

9
2
,4

7
2

-
8
,5

3
0
,2

2
0

-

注
)2

-
▲

 1
8
,9

2
4

摘
要

8
,5

3
0
,2

2
0

注
）

0
-

1
5
0

-

1
8
,9

3
4

適
用

資
産

の
取

得
に

よ
る

注
)1
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(1
2
)　

運
営

費
交

付
金

債
務

及
び

運
営

費
交

付
金

収
益

の
明

細

(1
2
)－

1
　

運
営

費
交

付
金

債
務

の
明

細

(単
位

：
千

円
)

運
営

費
交

付
金

収
益

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

資
本

剰
余

金
小

　
計

9
0
4

-
9
0
4

-
-

9
0
4

-

1
,1

0
7

-
1
,1

0
7

-
-

1
,1

0
7

-

6
0
4

-
6
0
4

-
-

6
0
4

-

1
7
,6

4
6

-
1
7
,6

4
6

-
-

1
7
,6

4
6

-

1
0
,4

5
9

-
1
0
,4

5
9

-
-

1
0
,4

5
9

-

-
1
,0

2
9
,5

8
5

1
,0

2
9
,5

8
5

-
-

1
,0

2
9
,5

8
5

-

3
0
,7

2
1

1
,0

2
9
,5

8
5

1
,0

6
0
,3

0
6

-
-

1
,0

6
0
,3

0
6

-

(1
2
)－

2
　

運
営

費
交

付
金

収
益

(単
位

：
千

円
)

2
4
年

度
交

付
分

2
5
年

度
交

付
分

2
6
年

度
交

付
分

2
7
年

度
交

付
分

2
8
年

度
交

付
分

2
9
年

度
交

付
分

合
計

-
-

-
-

-
9
4
4
,6

0
1

9
4
4
,6

0
1

-
-

-
1
3
,6

3
5

7
,9

7
7

6
8
,3

1
8

8
9
,9

3
1

9
0
4

1
,1

0
7

6
0
4

4
,0

1
0

2
,4

8
1

1
6
,6

6
4

2
5
,7

7
3

9
0
4

1
,1

0
7

6
0
4

1
7
,6

4
6

1
0
,4

5
9

1
,0

2
9
,5

8
5

1
,0

6
0
,3

0
6

注
）
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
第

7
9
条

第
3
項

の
規

定
に

基
づ

き
、

運
営

費
交

付
金

債
務

の
残

高
を

全
額

収
益

に
振

り
替

え
て

お
り

ま
す

。

期
末

残
高

費
用

進
行

基
準

に
よ

る
も

の

合
  

計

当
期

振
替

額

業
務

等
区

分

期
間

進
行

基
準

に
よ

る
も

の

期
首

残
高

交
付

金
当

期
交

付
額

会
計

基
準

第
7
9
条

第
3
項

に
よ

る
振

替
額

交
付

年
度

合
　

計

注
）
当

期
振

替
額

の
運

営
費

交
付

金
収

益
に

は
、

地
方

独
立

行
政

法
人

会
計

基
準

注
解

5
5
第

3
項

の
規

定
に

基
づ

き
、

臨
時

利
益

に
計

上
し

た
金

額
2
5
,7

7
3
千

円
が

含
ま

れ
て

お
り

ま
す

。

平
成

2
4
年

度

平
成

2
5
年

度

平
成

2
6
年

度

平
成

2
7
年

度

平
成

2
8
年

度

平
成

2
9
年

度
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30
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２
日
　
火
曜
日

(1
3
)　

地
方

公
共

団
体

等
か

ら
の

財
源

措
置

の
明

細
(1

3
)－

1
　

特
定

施
設

費
の

明
細

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

(1
3
)－

2
　

補
助

金
等

の
明

細

(1
4
)　

役
員

及
び

職
員

の
給

与
の

明
細

（
単

位
：
千

円
、

人
）

常
　

勤

非
常

勤

計

常
　

勤

非
常

勤

計

常
　

勤

非
常

勤

計

注
）

(1
5
)　

開
示

す
べ

き
セ

グ
メ

ン
ト
情

報

　
　

　
　

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

収
益

計
上

(単
位

：
千

円
）

1
,2

0
0

区
分

当
期

交
付

額

当
期

振
替

額

摘
要

 建
設

仮
勘

 定
見

返
補

 助
金

等

－

資
産

見
返

補
助

金
等

資
本

剰
余

金

－
－

－
－

長
期

預
り

補
助

金
等

－
－

－

1
,2

0
0

－
－

－

看
護

職
員

専
門

分
野

研
修

事
業

費
補

助
金

1
,7

6
4

世
界

に
打

っ
て

出
る

若
者

育
成

事
業

補
助

金

公
開

講
座

補
助

金
3
0
0

－

3
,2

6
4

－
－

－
－

3
,2

6
4

1
,7

6
4

区
 分

報
酬

又
は

給
与

退
職

給
付

支
給

額
支

給
人

員
支

給
額

支
給

人
員

合
計

役 　 員

3
9
,9

7
9

3
－

－

6
4
1

4
－

－

4
0
,6

2
0

7
－

－

教 職 員

1
,1

6
4
,6

4
8

1
3
3

4
4
,5

0
5

7

1
1
1
,3

6
7

9
0

－
－

1
,2

7
6
,0

1
6

2
2
3

4
4
,5

0
5

7

9
4

－
－

1
,3

1
6
,6

3
7

2
3
0

4
4
,5

0
5

7

1
.役

員
に

対
す

る
報

酬
は

、
公

立
大

学
法

人
福

岡
県

立
大

学
役

員
報

酬
規

程
に

基
づ

き
算

出
さ

れ
ま

す
。

2
.教

職
員

の
給

与
及

び
退

職
手

当
は

、
公

立
大

学
法

人
福

岡
県

立
大

学
職

員
給

与
規

程
、

公
立

大
学

法
人

福
岡

県
立

大
学

教
員

年
俸

規
程

及
び

公
立

大
学

法
人

福
岡

県
立

大
学

非
常

勤
職

員
等

賃
金

規
程

に
基

づ
き

算
出

さ
れ

ま
す

。
な

お
、

退
職

手
当

は
給

料
月

額
に

勤
続

期
間

を
勘

案
し

て
算

出
さ

れ
ま

す
。

合
計

1
,2

0
4
,6

2
8

1
3
6

4
4
,5

0
5

7

1
1
2
,0

0
8

3
.役

員
、

教
職

員
の

支
給

人
数

に
は

年
間

平
均

支
給

人
員

数
を

記
載

し
て

お
り

ま
す

。
ま

た
、

退
職

給
付

に
は

総
支

給
人

員
数

を
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

4
.報

酬
又

は
給

与
欄

に
は

法
定

福
利

費
（
1
6
8
,6

1
6
千

円
）
が

含
ま

れ
て

お
り

ま
す

。

3
0
0
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(1
6
)　
業
務
費
及
び
一
般
管
理
費
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

教
育
経
費

　
受
託
事
業
費

消
耗
品
費

2
2
,4

9
6

消
耗
品
費

2
0
9

備
品
費

4
,1

7
2

印
刷
製
本
費

9
9

印
刷
製
本
費

1
3
,9

8
7

旅
費
交
通
費

2
6
0

水
道
光
熱
費

1
5
,0

5
8

通
信
運
搬
費

5
3

旅
費
交
通
費

1
8
,2

4
6

諸
会
費

1
1

通
信
運
搬
費

2
,3

2
5

会
議
費

2
賃
借
料

5
,4

5
9

報
酬
・
委
託
・
手
数
料

6
9

車
両
燃
料
費

1
租
税
公
課

3
5

福
利
厚
生
費

4
,1

1
4

7
4
1

保
守
費

3
,6

0
3

修
繕
費

1
,0

0
4

損
害
保
険
料

1
7
5

役
員
人
件
費

広
告
宣
伝
費

8
1
0

常
勤
役
員
人
件
費

行
事
費

5
5
6

　
　
　
報
酬

2
7
,5

9
0

会
議
費

6
1

　
　
　
賞
与

8
,9

6
2

報
酬
・
委
託
・
手
数
料

4
2
,9

3
1

　
　
　
法
定
福
利
費

3
,4

2
6

3
9
,9

7
9

奨
学
費

3
2
,2

1
7

非
常
勤
役
員
人
件
費

減
価
償
却
費

1
8
,8

6
5

　
　
　
報
酬

6
4
1

6
4
1

徴
収
不
能
引
当

金
繰
入
額

9
0

4
0
,6

2
0

雑
費

1
7
5

諸
会
費

6
1
9

1
8
6
,9

7
3

教
員
人
件
費

常
勤
教
員
人
件
費

給
料

6
5
0
,1

9
6

研
究
経
費

賞
与

2
3
1
,3

1
0

消
耗
品
費

2
8
,3

7
2

退
職
給
付
費
用

4
4
,0

0
6

備
品
費

5
,7

6
8

法
定
福
利
費

1
3
6
,5

6
8

1
,0

6
2
,0

8
1

印
刷
製
本
費

2
,3

0
3

水
道
光
熱
費

3
,4

5
4

非
常
勤
教
員
人
件
費

旅
費
交
通
費

1
4
,8

4
8

給
料

6
5
,4

7
0

通
信
運
搬
費

2
,2

3
1

賞
与

3
,8

9
8

賃
借
料

5
7
8

法
定
福
利
費

4
,8

2
8

7
4
,1

9
7

福
利
厚
生
費

5
1
,1

3
6
,2

7
8

修
繕
費

1
0
2

損
害
保
険
料

6
3

行
事
費

2
3

職
員
人
件
費

会
議
費

3
0

常
勤
職
員
給
与

報
酬
・
委
託
・
手
数
料

9
,3

9
7

給
料

9
6
,6

3
2

減
価
償
却
費

1
3
,2

6
1

賞
与

3
0
,8

6
7

諸
会
費

5
,9

0
9

退
職
給
付
費
用

4
9
8

雑
費

2
3

法
定
福
利
費

1
9
,0

7
4

1
4
7
,0

7
3

租
税
公
課

1
8
6
,3

7
7

非
常
勤
職
員
給
与

給
料

2
5
,9

6
2

賞
与

6
,4

9
0

教
育
研
究
支
援
経
費

法
定
福
利
費

4
,7

1
8

3
7
,1

7
0

消
耗
品
費

2
,2

5
3

1
8
4
,2

4
3

水
道
光
熱
費

3
,9

0
3

旅
費
交
通
費

1
4
2

通
信
運
搬
費

1
3
9

一
般
管
理
費

貸
借
料

2
,6

2
6

消
耗
品
費

5
,9

2
5

報
酬
・
委
託
・
手
数
料

2
2
,3

7
7

備
品
費

1
,7

2
4

減
価
償
却
費

5
,7

1
9

印
刷
製
本
費

5
3
7

雑
費

3
2
4

水
道
光
熱
費

1
5
,4

0
3

諸
会
費

2
6
3

旅
費
交
通
費

2
,0

3
9

図
書
費

1
,4

8
0

通
信
運
搬
費

1
,6

5
3

3
9
,2

2
9

賃
借
料

2
,3

2
5

福
利
厚
生
費

1
,3

7
1

保
守
費

2
9
,1

3
7

受
託
研
究
費

修
繕
費

1
5
,1

7
8

消
耗
品
費

3
6
9

損
害
保
険
料

1
,1

9
4

印
刷
製
本
費

1
5
5

会
議
費

3
6

旅
費
交
通
費

5
9
8

報
酬
・
委
託
・
手
数
料

6
8
,3

8
6

通
信
運
搬
費

1
0
2

租
税
公
課

9
6
7

福
利
厚
生
費

1
1
9

減
価
償
却
費

5
8
,8

6
8

報
酬
・
委
託
・
手
数
料

4
,4

7
2

雑
費

4
5

法
定
福
利
費

1
6
3

食
糧
費

5
6

租
税
公
課

2
3
5

工
事
費

3
2
1

6
,2

1
7

諸
会
費

2
,8

0
2

2
0
7
,9

7
4
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(1
7
) 

 寄
附

金
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

(1
8
) 

 受
託

研
究

の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

(1
9
) 

 共
同

研
究

の
明

細

(2
0
) 

 受
託

事
業

等
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

(2
1
) 

 科
学

研
究

費
補

助
金

等
の

明
細

（
単

位
：
千

円
）

注
）
間

接
経

費
相

当
額

を
記

載
し

、
直

接
経

費
相

当
額

に
つ

い
て

は
外

数
と

し
て

（
  

）
内

に
記

載
し

て
お

り
ま

す
。

合
　

計
8
,9

8
2

5
6

（
4
0
,7

7
1
）

挑
戦

的
萌

芽
研

究
2
1
2

3
（
1
,6

1
2
）

厚
生

労
働

省
0

1
（
8
0
0
）

若
手

研
究

Ｂ
1
,9

1
0

9
（
8
,5

3
9
）

研
究

活
動

ス
タ

ー
ト
支

援
3
0
0

1
（
9
2
4
）

（
6
,4

2
3
）

基
盤

研
究

Ｃ
4
,7

8
6

3
1

（
2
2
,4

7
2
）

基
盤

研
究

Ｂ
1
,7

7
2

1
1

種
目

当
期

受
入

額
件

数
摘

要

6
,3

5
6

6
,3

5
6

-

期
末

残
高

-
6
,3

5
6

6
,3

5
6

-

当
期

受
入

額
期

首
残

高

区
分

当
期

受
入

額
件

数
（
件

）
摘

要

2
2

注
）

6
,2

4
2

受
託

研
究

等
収

益

該
当

事
項

は
あ

り
ま

せ
ん

。

合
計

6
,2

4
2

2
2

注
）
当

期
受

入
額

に
は

現
物

寄
付

4
,4

4
2
千

円
（
1
9
件

）
を

含
ん

で
お

り
ま

す
。

合
　

計
-

区
　

分

区
　

分
期

首
残

高
当

期
受

入
額

受
託

事
業

等
収

益
期

末
残

高

-
9
7
2

9
7
2

-

合
　

計
-

9
7
2

9
7
2

-
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(2
2
)　
上
記
以
外
の
主

な
資

産
、
負

債
、
費

用
及

び
収

益
の
明

細

①
現
金
及
び
預
金

（
単

位
：
千

円
）

②
資
産
見
返
物
品

受
贈

額
の
明

細
（
単

位
：
千

円
）

③
未
　
払
　
金

（
単

位
：
千

円
）

そ
の
他

7
6
,0

3
2

合
　
計

7
9
2
,9

8
9

合
　
計

1
3
7
,4

4
0

人
件
費

5
8
,3

2
2

固
定
資

産
3
,0

8
5

区
　
分

金
　
額

摘
　
要

工
具
器
具
備
品
に
係

る
分

2
5
3

図
書
に
係
る
分

5
5
2
,4

0
3

構
築
物
に
係

る
分

2
4
0
,3

3
1

医
療
用
工
具
器
具

備
品

に
係

る
分

0

合
　
計

3
0
6
,1

0
7

区
　
分

金
　
額

摘
　
要

普
通
預

金
2
2
2
,4

4
2

そ
の
他

の
預
金

8
3
,6

6
4

区
　
分

金
　
額

摘
　
要

現
金

-




